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第1章
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だった。一例として、自由放任主義の粋とされたヴィクトリア朝のイギリ
スでは、国家は3つの限られた経済分野でのみ発言権を持った。社会政策、
金融、外国勢との商業関係である。「国家は、郵便局及びわずかな海軍・
軍事施設を除けば、管理すべきことはなかったし、産業組織や生産物の
流通・販売に手を下すことはなく、貿易に直接介入せず、また金融市場
や資本市場に、借り手として以外には、ほぼ関与しなかった」（Tawney	
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1943,	1）。
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明を行っている。「統制は、なし崩しに徐々に拡大していったのを記憶に
とどめておくことだ。政策として採用される以前に、それはすでに完成の
域に達していた。それぞれの新たな拡大は一般的に言って緊迫した事態
への唯一の応答として、やむなく行われたものだった」（Salter	1921,	62）。
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る委員会によって決定された仲裁価格であり、政府、船主、貨物所有者、
海上保険業、甲板員、船員を代表し、その中でも船主は24人、最大グル
ープを形成していた。設定された通り、船の帳簿価格に対して平均で年
間10％以上の利益をもたらした。レオ・ジョージ・キオッツァ・マネー
は、「いかに自由とはいえ、ブルーブック・レートは、トン数不足によっ
て高騰した市況レートをはるかに下回るものだった」（Chiozza	Money	
1920,	73）と述べている。

（5）	 	戦前まで、イギリスとイタリアは財政均衡の伝統を忠実に引き継いでい
た。支出は最小限に抑えられ、歳入と一致していた。しかし、1918年ま
でに、イギリスの中央政府支出は1913年の14倍近くにまで急増し、イタ
リアは9倍近くにまでなっていた（Mitchell	1998,	Table	G─5,	820─821）。
歳入はもはやそれに追いつけなくなっていた。

（6）		 金本位制のメカニズムは、バリー・アイケングリーンの1992年の古典
『Golden Fetters（金の足かせ）』を参照。	

（7）		 戦時中、イギリスの為替レートは海外からの借り入れと、金移動の公式ま
たは非公式の制限によって支えられていた（Moggridge	1972,	18）。金本位
制の支配下に置かれなくなったことで、国家は、金が反射的に流出する
ことや、金本位制からの切り離しを回避するために信用収縮を招く通貨
切り下げを恐れることなく、信用流通や輸入を増やすことが可能となった。
国家はまた、「金の足かせ」から解放され、国家の金準備を超える信用を
創造可能な銀行から借り入れることもできた。イギリスによる戦時財政の
詳細な分析は、Morgan（1952）とPeden（2000）を参照。イタリアは、
Einaudi（1933,	27─57）,	Frascani（1975,	1─85）,	Forsyth（1993）を参照。

（8）		 イギリスとイタリアは「非常事態」を宣言し、政府にはるかに巨大な権限
を与えるようにし、市民領域の軍事力を増強し、行政手続きを節減した。
しかし、イギリス議会が統制機能を維持していたのに対し、イタリアでは
議会は全権限を剥奪された。実際、1915年5月22日、全権委任法が制定
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され、政府は「国防、公秩序の保護、国民経済の緊急かつ異常な必要に関
する」全事項について、議会を通さずに立法（「通達」を通して）する権限
を与えられた。1915年から1917年にかけて、イギリス議会は423回開催
されたが、イタリア議会は158回しか開かれなかった（Procacci	1983,	44）。

（9）		 イタリアの場合、1915年6月26日の勅令（勅令997号、GU177［1915年6
月	26日］、4296所収）第7条にこうある。「産業人は、戦時枢要な必要資
材の生産・配給を拒否できない。過度な高価格を要求する場合、行政当
局が定める支払いに応じなければならない」（Franchini	1928,	81）。

（10）		労働組合は財務省協定（軍需品法誕生の契機となった）によって、統制下
の事業所に対し、戦前「標準」に20％を上乗せした利益の100％を軍需品
税として徴収するのに成功した。しかし、同課税は資本支出によって容
易に回避でき、損耗手当など、「標準」概念を骨抜きにする方法があった。
それによる税収はごくわずかだった（Pollard	1969,	64）。1915年の第2次
予算で導入された超過収益税（EPD）（管理事業所以外の企業にも適用）の
ほうがさらなる成功を見た。EPDはイギリスの戦時収入の4分の1を占め
た。戦時中の平均税率は63％だったが、脱税、遅延、不正課税が蔓延し
たため、実際に徴収されたのは34％程度であった。軍需企業は1917年ま
でEPDを免除された。戦時の課税はDaunton（2002,	36─59）を参照。

（11）		蒸気機関の時代には、石炭が主要動力源となっていた。さらに、1913年
当時、イギリスは依然石炭輸出で突出していた。1915年7月ロンドン開催
の全国鉱業会議において、ロイド・ジョージ首相はイギリスにおける石炭
の中心性を次のように的確に表現している。「平和な時代において、石炭
はこの国の産業の生命線だ。この国の産業の血管を流れる血液は、精製
された石炭でできているからだ。平時も戦時も、石炭王は産業の最重要
人物である。石炭は消費と実用のあらゆる品目に入り込んでおり、いうな
ればわが国の真の国際貨幣なのだ。すなわち、われわれが海外で商品、
食料、原材料を購入するとき、金ではなく石炭で支払うのだ」（Redmayne	
1923,	2）。戦中・戦後の石炭産業は、Armitage（1969,	101─158）、Hurwitz

（1949）、Kirby（1977）を参照。イタリアの石炭管理はFranchini（1932,	39
─40）を参照。

（12）	イギリスにおける国営毛織物の購入と製造についての全般は、Lloyd（1924,	
125─148）を参照。

（13）	イギリス軍需省とその技術研究は、Wrigley（Burk	1982,	47─49所収）を参
照。イタリアでは、産業革新研究の成果は産業総動員委員会機関紙
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（bollettino del comitato generale di	mobilitazione industriale）を通じて広め
られた。

（14）	イタリアの地域協議会の詳細は、Franchini（1928）を参照。
（15）	州、市町村、市町村内の各レベルの農業委員が農業の公的統制の調整を

図った（De	Stefani	1926a,	109参照）。これら機関を通じて、国家は畑で
の強制労働を課したり、軍人や戦争捕虜を農作業で雇用した。

（16）	 1917年5月10日付勅令第788号、1917年10月4日付勅令第1614号、1918
年2月14日付勅令第147号を参照。De	Stefani（1926a,	112─113）も参照。

（17）	イタリアの食糧政策を扱った複雑な制度構造は、De	Stefani（1926a,	257─
271）とBachi（1926,	151─165）を参照。

（18）	「戦争勃発時、イギリスは消費する穀物の5分の4、肉の5分の2、果物の
4分の3を海外から輸入した。さらに、すべての砂糖と植民地産品、その
他の食料品もかなりの割合で輸入していた」（Pollard	1969,	58参照）。イギ
リス同様、イタリアも必要な食糧の多くを輸入に大きく依存していた。戦
時中、イタリアの輸入品の15～20％はイギリスからのものだった（Zamagni	
1990,	280）。戦時緊急事態に処するため、1918年8月31日の勅令は、「国
家に必要な全軍事・非軍事物資輸入と、配給制による商業・工業団体へ
の再分配を少なからず認めた」（Porisini	1975,	57）。国内外輸出入規制の
詳細についてはDe	Stefani（1926a,	206─223）を参照。

（19）	政府高官レオ・ジョージ・キオッツァ・マネーによれば、「大量購入がな
されず、一般の民間企業に買い付けを任せていたら、原材料がすべて手
に入っても、数倍の値になっていただろう」（Chiozza	Money	1920,	128）。

（20）	イギリスでは、「男性労働力総数約1500万人のうち、陸軍497万人、海軍
40万7000人、空軍29万3000人が入隊した」（Wrigley	1987,	23）。開戦わ
ずか1年で、志願入隊はすでに当面必要な労働力を満たしていなかった。

「1915年7月までに、石炭及びその他鉱業に従事する男性労働人口の推定
減少率は21.8％、鉄鋼18.8％、工学19.5％、電気工学23.7％、造船16.5％
だった」（Wrigley	1987,	24）。

（21）	 1911年国勢調査によると、男性の総労働力（就業者と非就業者）は1509
万3000人だった。戦時中に約567万人が徴用された事実を考え合わせる
と、稼働可能な男性労働力は約950万人である。この推計では、戦時中に
生じた労働力の男女構成の変化は考慮されていない。戦時中、さらに多
くの女性が産業界で雇用された。1914年には工業と運輸部門に占める女
性の割合は23％だったが、1918年には34％に上昇した。有給雇用された
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と考えられる女性数は、1914年7月の600万人弱から1918年7月には731
万1000人に増加した。あるいは、10歳以上の女性及び女児全体の31％か
ら37％に増加した（戦時中の女性及びその労働市場の詳細は、Pedersen	
1993,	chapter	2,	72─133を参照）。

（22）	戦時中のイタリア労働者階級への国家弾圧という大問題があったが、そ
の範囲は工場にとどまらない。Procacci	2013;	Procacci	1999;	Procacci	and	
Corner	1997;	Procacci	（ed.）	1983、とりわけ	“La	legislazione	repressiva	e	
la	sua	applicazione,”	41─59を参照。

（23）	「開戦インターナショナル戦線」（L’Internazionale di fronte allo scoppio 
della guerra）は、社会主義者による戦争反対理由を訴えるのに、社会主義
議員団体が作成したパンフレット（1916年にジュゼッペ・エマヌエーレ・
モディリアーニが執筆）である。Vivarelli	1967,	56を参照。	

（24）	Luigi	 Tomassini,	 “Gli	 effetti	 sociali	 della	mobilitazione	 industriale:	
industriali,	lavoratori,	Stato”	in	Menozzi	et	al.（eds.）	2010,	25─57を参照。

（25）	イタリア労働力の軍事化の詳細は、Franchini（1928）,	Labanca	and	Procacci
（2018）,	Tomassini（1991）を参照。

（26）	 1916年11月5日に成立した法律では罰則が厳格に規定された。国家は労
働放棄を1年から2年の軍事投獄をもって罰し、労働者の無許可移動には
2か月から6か月の懲役が科された。服務拒否は1年以下の懲役、上官へ
の暴行は15年から24年の懲役もありえた。エイナウディは、「軍事強制
でもたらされた成果は驚くべきものだった。軍事化前には8.40％あった欠
勤率は、その直後には4.88％に減少した」（Einaudi	1933,	113）と述べてい
る。

（27）	イギリスの戦時生産で国家が労働者に用いた規律確保に伴う種々の手段
と、それらに組合が従った事実の詳細な分析は、Rubin（1987,	chapter	7,	
178─202）を参照。

（28）	イタリアの工場評議会は今世紀初頭に誕生したが、それは恒常的代表機
関以上に労働争議に処するための自発性の高い労働者代表だった。戦争
によって、その役割は、1918年に起こったばかりにせよ、なし崩し的に

4 4 4 4 4 4

合法化された（Spriano	1960,	467─471参照）。
（29）	Franchini（1928,	123）の統計を参照。戦時中のイタリア女性労働力は、

Camarda	and	Peli（1980,	21─42）及び	Isnenghi（1982,	237─248）を参照。
（30）	労働力拡充のその他手法としては、前線から産業現場に至る移住権停止、

戦時産業要員（特に熟練労働者）の従軍免除等があったし、植民地労働力
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の雇用、戦争捕虜、受刑者の強制入隊等もあった。
（31）	学者たちは、イタリアの軍需産業における生産性の向上は、産業組織に

おける技術的進歩というよりも、むしろ雇用増加、特に労働力の搾取の
強化に起因するものであると指摘している（Alessandro	Camarda,	“Salari,	
organizzazione	e	condizioni	di	lavoro,”		in	Procacci	［ed.］	1983,	166	参照）。

（32）	 1916年のミラノの補助工場だけで、50万日以上の労働日数が事故によっ
て喪失した（Renzo	Paci,	“Le	trasformazioni	ed	innovazioni	nella	struttura	
economica	italiana,”	in	Caracciolo	1968,	52─53参照）。労働災害の問題は、
Camarda	and	Peli（1980,	65─71）及び	“Il	problema	sociale	dell’infortunio	
sul	lavoro”	in	Il	bollettino del comitato centrale di mobilitazione（February─
March	1918,	96─103）を参照。イギリスでは、事故記録は14％から48％
に増加、職業関連の疾病はあらゆる国で大幅増加を見た。たとえば、火
薬類の生産により、職場における有害物質被害が増加した。イタリアの
いわゆる「ルネディアンティ（月曜日に出勤しない人々）」は、Camarda	
and	Peli（1980,	72─83）を参照。

（33）	生産性の優先は、広く工場業務に影響を与えた。国家はそれらを運営し、
補助金を拠出した。管理事業所では、工場の食堂が手ごろで温かな食事
を提供し（1918年末までに、900の食堂が100万近い産業人口に食事を提
供する予定だった。His	Majesty’s	Stationery	Office	1918a,	195参照）、国
は保健所や飲料施設を設置し、衛生設備や洗濯設備も完備していた。
1918年の報告書によると、軍需（食料）委員会は、食堂が「栄養状態の改
善、ひいてはエネルギーと生産性の向上に役立つという高い価値は疑い
の余地がない。この価値は維持・向上させるだけでなく、あらゆる実用
的な方法で運動の拡大を奨励する措置をとるべきである」と判断した（同
書）。

（34）	イタリアの出来高払いとそれが賃金構造をどう変えたかは、Camarda	and	
Peli（1980,	121─133）を参照。

（35）	 1920年の職業紹介所業務に関する調査委員会は、戦時労働統制における
役割拡大について証言する。報告書にはこうある。「戦時中、職業安定所
には多くの追加業務が課せられた。この期間中、きわめて数多くの労働
者と雇用主が職業安定所に出向く義務を負った。そして、1日平均の欠員
補充数は1916年1～6月には4713件に、1918年1～6月には5071件に増加
した」（Ministry	of	Labour	1920,	6）。

（36）	国家が国内の労働力の流動性を管理する際に発揮する権力のもう一つの
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顕著な例は、後方支援業務の最前線で働くイタリア人民間労働者の徴用
である。これは組織的な移民という観点では、関連性のある試みであっ
た。1916年と1917年には、国家は21万人以上の労働者を南部地域（シチ
リア、カラブリア、アブルッツォ、プッリャ、カンパーニャ）から戦線後
方地域へと移動させた（Ermacora	2007;	Ermacora	2005,	53─54,	63─64,	
89─92,	134を参照）。

（37）	戦時中のイギリスの脆弱化は、Wolfe（1923,	chapter	9,	148─173）;	Cole
（1923,	chapter	6,	83─114;	chapter	8,	129─141）を参照。イタリアにおけ
る弱体化過程と熟練労働者の自律性喪失は、Bezza（1982,	75─78）を参照。

（38）	開戦当初のイギリスにおける交渉プロセスの機能不全と、国家介入への
段階的な推進に関する分析は、Cole（1915,	chapter	6,	138─167）を参照。

（39）	生産評議会（1915年2月設立）は終戦まで存続し、その後1918年賃金（暫
定規制）法に基づき、仲裁裁判所に改組された。

（40）	ロイド・ジョージが首相として最初に行ったものの一つが、1916年12月
の労働省創設だった。これは、労働局の半自治部門（職業紹介や失業保険
を扱う雇用部門。調停及び仲裁サービスを担当する産業委員長部門。そ
して、9つの産業における最低賃金を監督する労働委員会部門）を廃止し、
それらを新しい省の下に統合して設立された。1917年、同省は2つの部
門を創設した。労働情報部局は、戦時内閣のために労働状況についての
週報作成を行い、合同産業評議会部門は、全産業でホイットリー評議会
設立を促した。労働省と運営上の困難についての詳細は、Rodney	Lowe’s	
“The	Ministry	of	Labour,	1916─1919:	A	Still,	Small	Voice?”	in	Burk（1982,	
108─135）	を参照。

（41）	政府は、仲裁を補助事業所のみならず、戦争地域の産業や「国の経済生活
にとって重要な」産業にまで拡大した。イタリアの仲裁手続きの詳細は、
Franchini（1932,	162─166）を参照。

（42）	 1918年の報告書にはこうも記される。「一方、1918年には陸軍、海軍、軍
需品、造船、運輸の巨大需要にもかかわらず、他の2つの大きな生産分野、
すなわち原材料と食糧の生産高は十分に保持され、場合によっては著し
く増加した」（His	Majesty’s	Stationery	Office	1919,	x）。

（43）	レオ・ジョージ・キオッツァ・マネーは、困難は伴いつつも「兵士たちは
食料、軍需品、物資を手に入れた。民間人はしかるべき快適な生活を維
持できた。綿織物業のような基幹産業にはふさわしい配慮がなされ、存
続を維持するだけの資材が供された」と述べている（Chiozza	Money	1920,	
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89）。
（44）	 “New	Ideals	in	Politics,”	The Times,	November	18,	1918,	4.
（45）	 “A	Nationalization	Proposal,”	The Times,	December	11,	1918,	16.	ウィンス

トン・チャーチルは1900年から1904年まで保守党に所属した。その後
1904年から1924年まで自由党に入り、最終的に1924年からその政治生命
を終えるまで保守党に戻った。

（46）	 1920年から1923年の戦費に関する元調査は、Crocella	et	al.（2002）。
（47）	 “Le	 ricerche	statistiche	per	 la	mobilitazione	 industriale	e	gli	ammaestra-

menti	 per	 il	 dopoguerra,”	 in	 Il bollettino del comitato centrale di 
mobilitazione	industriale,	October	1917,	130.

（48）	純粋自由主義の旗手『エコノミスト』は、言うまでもなく国家介入に強く
反対していた。一例として、1918年12月21日には早くも、政府に対して

「民間企業に支障をもたらす人々への報酬」の支払いを止めるよう強く求
めている。同誌の立場、イデオロギー、影響に関する優れた長期の歴史
研究は、Zevin（2019）を参照。

（49）	イタリア産業動員機構は休戦後まもなく解体され、農業生産と価格に対
する国家統制も、一時的な休止期間を経てから解体を見た（Paola	Carucci,	
“Funzioni	e	caratteri	del	ministero	per	 le	armi	e	munizioni,”	 in	Procacci	
1983,	60─79参照）。イギリスに関しては、その規制緩和プロセスの大部
分は、1921年の大規模な緊縮政策と重なっていた。この点については、
本書の第Ⅱ部で詳しく検討する。この年、軍需省、食糧省、石炭統制局、
鉄道局が解散された（Tawney	1943を参照）。

（50）	 Daily Herald,	 July	10,	1919,	p.	1（late	London	edition）;	Daily Herald,	
August	26,	1919,	p.	5.

（51）	 “Profiteering	Is	a	Plague:	How	It	Has	Reduced	the	People	to	Poverty	and	
Is	Building	Up	a	C3	Nation,”	Daily Herald,	August	25,	1919,	5.

（52）	実際、国益のための利潤優先順位制限を国家は行った。「戦時中、多数の
大規模民間企業を管理し、80％の超過利潤税を課して利潤を制限した。
また、国家の必要不可欠な利益追求を阻止するために介入した」（HMSO	
1918a,	xvi）。さらに、雇用主は経営への干渉、政府監視・監督された

（Pedersen	1993,	84;	Rubin	1987,	20─23参照）。
（53）	イギリスでは、軍需省が内務省と手を携えて市民レクリエーション計画を

推進した。何より重要なのは、1914年から1918年にかけて、母親と乳幼
児の福祉サービスが大幅に拡大した点にある。1918年に制定された母子
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福祉法は、それまでの制度を統合・拡大したもので、保健訪問員の任命、
母子福祉センター、助産サービス、授乳中の母親と乳児の産院や病院な
どを含むものだった。託児所、孤児・非嫡出子向け施設は、女性の出勤
を可能とするために増設された（HMSO	1919a,	286）。地方自治体委員会
は、目の不自由な人たちの保護を担当し、結核治療を監督し、伝染病や
流行病予防に努めた。1917年、国家は兵士のみならず民間人にも性病の
無料治療を導入した。学者によればそのような措置は「無料国民保健サー
ビスの嚆矢」ともされている（Titmuss	2018,	48）。その課題については第
2章でさらに論じる。

（54）	戦時中のイタリア工業部門発展の性質の関連文献は多岐にわたる。
Luciano	Segreto（1982,	146─147）は、かかる拡張によってもたらされた
生産・技術成果の光と影について、優れた視座を提供する。多くの学者
が当時、金融部門と産業部門との間に生じた垂直的・水平的統合の過程
を討究している（特に、Romeo	1972,	115─126;	Castronovo	1982,	139─
146;	Castronovo	1995,	203─207;	Grifone	1971,	22─31を参照）。

（55）	不正と濫用に関する詳細な調査は、“L’inchiesta	parlamentare	sulle	spese	
di	guerra（1920─1923）”	in	Crocella	et	al.,	eds.（2002）を参照。

（56）	 1914年のフィアット従業員は4300人だったが、1918年には4万人以上に
増加した。1914年には4800台の自動車を生産していたが、1918年には7
万862台に増加、うち6万3000台はイタリア政府向けだった。1913年に
はほぼ存在しなかった航空産業は、戦争終結までに約10万人の労働者を
雇用した。化学産業と繊維産業も目覚ましい発展を遂げたが、これは特
に、技術装置を支援する多額の国家補助金と直接介入によるものだった。
一例として、化学工業委員会（Comitato per le industrie chimiche）の設立
がその例である（De	Stefani	1926a,	151─153参照）。

（57）	Zaganella（2017,	190）.	公営有限会社の申告利益は、戦争前夜の4％から
1917年には8％に跳ね上がった。鉄鋼業の利益は6％から17％に、自動車
は8％から31％に、羊毛は5％から19％に激増した（Porisini	1975,	34）。

（58）	戦時下の実質賃金低下は、Zamagni（1991,	tables	2	and	3,	140─147）を参
照。厳しい配給制、農業生産低下、インフレは、ドイツの潜水艦戦で輸
入制限がなされた1917年までに、イタリア大都市の労働者階級が生存の
限界に達するまでになっていた（Bachi	1926,	159）。農村では男性労働力
の払底と軍向けの食糧徴発が、状況をさらに耐え難いものにしていた。
エルネスト・ラギオニエリの言がそれを物語っている。「おそらく、戦時
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中の民間人死者数が、戦線死者数がそれに達する以前の期間において、
すでに60万人を超えていた事実について、いまだ正当な説明はなされて
いない」（Fava	1982,	176所収）。インフレの社会的影響と経済各部門の労
働者の生活条件の悪化に関する詳細な分析は、Frascani（1975,	59─83）を
参照。

（59）	イタリアと異なり、イギリスでは農業生産と消費財の輸入の水準を維持す
る国家の尽力、配給制、家賃統制が最貧困層からの期待を高めた一方で、
公衆衛生と食品の質は向上した（Procacci	2013,	48）。イタリアでは戦時
中に1日当たり平均実質所得は減少した（1915年から1918年まで継続的
に減少）のに対し、イギリスでは同期間に1週間当たり平均実質賃金は上
昇した（1913年から1919年までは継続的に上昇）。第9章の図9─7と9─8
を参照。

（60）	イギリスについて、ペダーセンはこう書いている。「イギリスで労働者階
級の組織が維持されていたことは、労働運動が当初よりその強さを自覚
し、戦争遂行に協力するいくつかの条件が設定されていた事実を意味す
る」（Pedersen	1993,	82）。

（61）	ロイド・ジョージ戦時政府下、労働党のアーサー・ヘンダーソン議員が
入閣した。鉄鋼製錬所書記だったジョン・ホッジと合金技師の元書記だ
ったジョージ・バーンズが、それぞれ労働大臣と保険大臣の地位に就い
た。その後、労働組合の見解書は定期的に内閣に提出された。数名の労
働党議員に加え、また元労働組合幹部らも下級職に任命された。

（62）	一例として1916年には、産業界の動員によって出来高払い制が導入され
た。それには労働組合も参加していた。

（63）	グラムシは、1917年にトリノで起こった印象的な逸話を回想する。1917
年7月、ペトログラード・ソビエトの西欧使節団がトリノに到着したとき、
代表団スミルノフとゴルデンベルクは、5万の労働者群衆の前に姿を現し、

「レーニン万歳！　ボリシェヴィキ万歳！」との耳をつんざくばかりの歓
呼をもって迎えられたという（Gramsci	［1921］,	https://www.marxis	ts.org/
archive/gramsci/1921/03/turin_councils.htm）。

第2章
（1）	 「復興主義者」は、P・B・ジョンソンが1968年に発表した、第１次世界大

戦後の社会改革に関する興味深い研究（『Land Fit for Heroes（英雄にふさ
わしい土地）』Johnson	1968,	220参照）の中で用いている語彙に負ってい
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る。
（2）	 100年後、かかる考えは、「近代貨幣理論」（MMT）とそれに関連する国家

や経済の文脈で、再び人気を博する。一例として、Taylor（2019）や
Kelton（2020）を参照。

（3）	 Ministry	of	Reconstruction（1918,	28─29）.	ホールの言はその後、Ministry	
of	Reconstruction（1919,	6─7）	に一部転載された。

（4）	 フィリッポ・ヴァッサーリ、ジェノヴァ大学の1919～1920年度開学式、
Pavan（2016,	180）に再掲。

（5）	 イタリアの事例について、イラリア・パヴァンは、1917～1919年が福祉
国家誕生の「真の起点」であったと強調する（Pavan	2019,	835参照）。

（6）	 自由党政権（1905～1915年）の何より注目すべき改革に教育法があり、
1906年から1907年にかけて制定された教育法は、地方自治体による学校
給食補助や、学童健康診断の義務付けを行った。1908年には、老齢年金
が無拠出、ミーンズ・テスト方式で支給されるようになった。1911年の
国民保険法は、さらに意味ある成果だった。というのも、この法は賃金労
働者の疾病と、貿易サイクルの変動の影響を受けやすい一部失業に対し
て、国が監督する拠出方式の保険制度を定めたものだったからだ。今世
紀初頭の福祉施策に関する詳細な調査は、Peden（1985,	16─35）及び
Thane（1996,	49─94）を参照。

（7）	 戦時内閣は強調した。「現在解される福祉労働は、戦前のイギリスの産業
界でほぼ知られていなかった」（His	Majesty’s	Stationery	Office［以下、
HMSO］1919a,	289）。

（8）	 ホールデンからエッシャーへの1918年12月26日、Haldane	papers,	folder	
103,	in	Johnson（1968,	245）。

（9）	 “Mr.	Lloyd	George	on	his	Task,”	The Times,	November	25,	1918,	13.	同演
説でロイド・ジョージは次のように述べた。「スラムはこの戦争に勝利し
た男たちや子供たちの住まいにふさわしくない……したがって、国民の住
まいは国家の関心事たらねばならない」。

（10）	 Jason	［pseud.］	1918,	5─6.	ハモンドは、戦前にあっては「国民の生活全体
が、この（富の生産という）命令に従属させられねばならなかった……結
果、貿易の喪失に代わるものとして、最も凄惨な状況が容認された」と述
べる。子供たちは世襲の工場奴隷となり、町は醜悪なものとなり、男女と
もに極貧にまで叩き落とされ、世界中でわが国の産業が勝利しても、労
働人口の大半はレッド・インディアンの村民ほどの自由もなかった。国民
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生活におけるその価値と目的は、全国民はともかく、支配階層全体として
は満足できるものだった」（同書）。

（11）	アディソンの伝記Morgan	and	Morgan（1980）参照。
（12）	Cabinet	memorandum,	February	25,	1919,	GT	6887,	Cab	2;	Clyne（1970,	

169）に収載。
（13）	ロイド・ジョージははっきりと次のように述べた。「活力ある地域社会、

強く健康な男女は、商工業の観点からも、悪条件の結果として並み以下
になった地域社会より価値があるのであって、彼らは、そう望みさえすれ
ば人間としてのみならず、事業の前提として扱われるのである」（“Mr.	
Lloyd	George	on	his	Task,”	The Times,	November	25,	1918,	13）。

（14）	ホイットリー評議会（第1章参照）は、彼らの復興主義的産業原則を見事
に体現していた。彼らは「優れた精神」（HMSO	1919b,	152）	の制度的根
拠を供し、それによって階級対立が「共同体の利益」の「全階級的協調」
に置き換えられうるものだった（Ministry	of	Labour	1917,	9）。戦時復員
やそれに伴う労働力供給の急増がもたらす最悪の結果を回避するために、
休戦後6か月間は賃下げを禁止する1918年のイギリスの法律は、復興主
義産業計画の要だった。

（15）	 戦前・戦中の世界的な福祉の適用を期したイタリア労働者団体の闘争に
ついては、Rigola（1918）及びCherubini（1977,	236─254）	が優れた調査を
提供している。

（16）	両国とも兵士に戦争年金と家族手当を支給した。さらに、第1章ですでに
述べたように、労働生産性を高水準に維持する必要から、工場福祉サー
ビスの複雑な仕組みが生み出された。国家は、産業食堂、保健所、飲料
施設を設置し、衛生設備や洗濯設備の改善のみならず、飲料施設も設置
した（HMSO	1919b,	285─298）。かくして、国家は労働力の社会的再生産
に要する費用の多くを肩代わりした。イタリアの戦時福祉措置は、
Procacci（2013）とPavan（2016）を参照。イギリスは、Pedersen（1993,	79
─133）とPedersen（1990）を参照。ペダーセンは、イギリスの福祉制度の
背後にあるジェンダー化の論理と、その戦後社会への長期的影響を強調
している。

（17）	レオニダ・ビソラーティの指揮のもとに省が誕生すると、「戦争の影響を
受けたあらゆる

4 4 4 4

人々に恩恵を与えるあらゆる
4 4 4 4

形の援助を管理」（Ministero	
per	l’Assistenza	Militare	1919,	28）し、かくして「原初的普遍主義」（Pavan	
2019,	840）とされる枠組みを採用した。かかる福祉形態の進歩精神への
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注目は興味深いものがあり、同居者は配偶者と同等の権利を有していた。
これは兵士のために指定された、パートナー、非嫡出子、あるいは「古き
友」さえも、負担者が死亡した場合の受取り人に指定可能であり、国によ
る無償の生命保険も同様だった。財務省のニッティは言う。「塹壕や最前
線、あるいは国土のどの地域にいる兵も、大事な人の名を胸に刻む権利
を持ち、それが兄弟であれ、妻であれ、交際相手であれ、母であれ、隠
し子であれ、旧友であれ、何らかの形で心に寄り添う遠い人であれ、そ
して、国家が戦闘員に自由に使えるようにした金額については、彼が自由
に使える」（Pavan	2019,	843所収）。

（18）	当時のイタリア元老院議長トンマーゾ・ティットーニが言うように、「イ
タリア各地で勃発した深刻な暴動において、暴動に対処する十分な戦力
を集めるために、他の地区のカラビニエリや警察を派遣する必要があり、
結果、その地区は無防備な状態になるという事実に私は衝撃を受けた。
半島全土で同時に反乱が起きていたら、政府はどうしただろうとよく考え
たものだ」（Tittoni	1930,	278─279―in	Tasca	1965,	27）。

（19）	 19世紀末に設立された労働会議所は、さまざまな労働組合の組合員を再
編成し、地域に根ざした労働組織だった。

（20）	 Nitti,	in	Pavan（2019,	846）.	原文は“nelle	trincee	e	sui	campi”	“pieno	diritto	
di	 cittadinanzqa,”	 In	Atti	 Parlamentari,	Camera	 dei	Deputati,	 XXIV	
Legislatura,	speech	of	October	20,	1917,	14792。

（21）	自由主義体制グループの代表者であり、モデネーゼ地方の富裕な資産家
だったヴィットリオ・コッタファヴィ議員（1924年から上院議員）がニッ
ティに宛てた手紙（ACS,	Presidenza	del	Consiglio	dei	Ministri,	1920,	 fol.	
6.2.690,	in	Pavan	2016,	186）。

（22）	 1917年8月に活動を開始した復興省の役割は、次のように定義されてい
た。「現在の戦争から生じ、戦争終結後に処理しなければならない可能性
のある問題について検討し、助言すること、及び、前述の目的のために、
適切な調査を実施し、計画を立て、提言を行うこと」（HMSO	1918a,	202）。
その部門は、商業と生産（材料の供給を含む）をそれぞれ担当する支局に
分割された。金融、海運、共通サービス、あるいは労働と産業組織、農
村開発、さらに中央・地方の行政機構、保健、教育、そして住宅と国内
輸送である。

（23）	Major	L-Col	David	Morgan,	HC	Deb	7	April	1919,	vol.	114,	cc	1756.	以下、
議会討論は議長名、議院（HCまたはHL）、日付、場所（例：cc	1756）で
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引用する。
（24）	「現在この国には、居住にまったく適さない家屋が少なくとも7万軒、さ

らに深刻な欠陥のある家屋が30万軒ある。……過密状態、１部屋に2人
以上住む者が約300万おり、ロンドン郡議会がカバーする地域では、75
万8000人がこんなひどい状況で暮らしていることがわかった」（Clarke	
1920,	234）。劣悪な住宅は、乳幼児死亡率の主因と解されていた。労働者
階級は、中流階級や上流階級の4倍近い打撃を受けていた（John	Davison,	
HC	Deb	7	April	1919,	vol.	114,	cc	1746）。結核などの感染症が蔓延して
おり、その拡大を食い止めることは不可能だった。「ほとんどのケースで
は、1人または複数の人が同じベッドで寝ていただけでなく、同じ部屋に
他のベッドもあり、場合によっては同じ部屋に4つのベッドがあった」（Dr.	
Addison,	HC	Deb	7	April	1919,	vol.	114,	cc	1715）。

（25）	住宅法は地方自治体に土地や住宅を取得する権限を与え、労働者階級向
けの住宅建設に関しては「民間企業は役立たずである」（Ernest	Pretyman,	
HC	Deb	7	April	1919,	vol.	114,	cc	1772）と見なされ、「国家及び公益事業
団体の行動を活かす」ことを目的としていた。公益事業組合には、「協同
組合住宅金融組合や、投機目的の建築ではなく、厳格に限定された配当
を目的とするその他の組合」が含まれていた（Captain	William	Ormsby-
Gore,	HC	Deb	7	April	1919,	vol.	114,	cc	1800）。次章で詳しく見ていくよ
うに、これらの改革により、建築ギルドは繁栄のチャンスを得た。この最
初の法律は、1919年12月の住宅（追加権限）法（厚生大臣の名前からアデ
ィソン法として知られる）によってすぐに強化された。この法律は、新た
に設置された厚生大臣の権限を拡大し、地方自治体が住宅事業を行うの
を支援するものである。

（26）	女性協同組合ギルドは、第1章で取り上げた1918年の母子福祉法以降に
盛んになった地域の助産委員会に多くの代表者を擁するようになった。

（27）	同年、内閣は、高齢者の貧困という問題に処するため、老齢年金の大幅
増額に同意した。新たな措置は、1919年のライランド・アドキンス委員
会の勧告を支持するもので、年金を週10セントへの倍増などが盛り込ま
れた。種々の条件や資格が緩和され、申請者に有利になった。所得制限
が引き上げられ、その結果、約22万人の年金受給者が追加された

（Macnicol	2002参照）。
（28）	Peden（1985,	51）及びHMSO（1919a,	296）を参照。
（29）	Ministry	of	Reconstruction	1919b,	Cmd.	321,	5.	公教育の推進はまさに革
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命だった。1917年、リチャード・ホールデンは次のように証言する。「私
が陸軍省幹部だったとき、驚くほど多くの新兵が読み書きできないのを知
った」（Haldane,	“National	Education,”	p.	85,	included	in	Dawson	1917）。

（30）	委員会の宣言にはこうある。「成人教育は、追究する学問に関して学び手
の側の完全な自己決定可能な条件下においてのみ成長するものであって、
教師の選択も、クラスの編成も同様だ。したがって、われわれの提案は、
学び手における最大限の自由を保障し、学生、教師、教育を提供する機
関の間にふさわしい関係の確立を視野に入れたものである。それは協働
関係たるべきである」（Ministry	of	Reconstruction	1919,	Cmd.	321,	168）。
同報告は、「学びや討論は、自らのために教育を組織する上で相応の自由
を保持し、お仕着せの制度に縛られるのではなく、自らの方法で試みる
よう支援された学生グループ間で、成長を容易なものとする」と述べる

（同書、117）。また、「学び手が自分に最も適した教育の種類を決定する
自由」に対する検閲や干渉を否定することに大きな力点が置かれた（同書、
118）。最も重要なのは、「国家は、特定の『雰囲気』や、特定のタイプの
学生に特別に訴求するという理由だけで、機関、大学、クラスへの財政
支援を拒否すべきではない。求めるべきなのは、真剣に研究に取り組む
ことだけである」という点である（同書、118）。

（31）	 大衆教育運動について、委員会はこう報告する。「この運動は、一言で言
えば、難解でも表面的でもなく、一部の選ばれた人々の間違いでもなく、
一時の儚い流行でもない。それは、大衆のニーズの奥深くに根ざした自
然な成長であり、イギリスにおける教育の発展における論理的な段階とし
て、その場を占めるものである」（Ministry	of	Reconstruction	1919,	Cmd.	
321,	36）。

（32）	明確な支援は次のようなものだった。「現在は必然的にばらばらになって
いる彼らの活動を発展させ、国の教育制度においてふさわしい位置を占
めるようにすること」（Ministry	of	Reconstruction	1919,	Cmd.	321,	5）。

（33）	Ministry	and	Transport	Act	of	1919,	https://www.legislation.gov.uk/ukpga/
Geo5/9-10/50/contents/enacted.

（34）	本法案の原則は「現在、空白の少なくとも半ダースの部局に分散させてき
た」（Major	Astor,	HC	Deb	26	February	1919,	vol.	112,	cc	1910）保健機能
を一閣僚・一部局下に置くことだった。地方自治委員会の政務次官ウォ
ルドーフ・アスター少佐は軍の比喩を用いた。「疾病との偉大なる戦いに、
大陸の敵を倒したのと同様の原則を用いることだ。つまり、統一された司
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令部、先を見て、作戦を計画し、それを実行するたった一人の幕僚がな
くてはならぬ」（同書、Major	Astor,	cc	1909）。

（35）	別の国会議員の言を借りよう。「この法案は緊急の公共の必要性であり、
大胆かつ包括的な精神で構想されているため、その原則が実施に移され
れば、地域社会全体の健康状態が改善されるだけでなく、人々の生活の
質が大幅に向上するという結果をもたらすと確信するものである」（同書、
L.	Colonel	Nathan	Raw,	cc	1896）。

（36）	 1916年10月ローマ開催の社会党大会は、疾病、無能力、老齢の普遍的か
つ強制的社会保険の計画を立案した。1年も経たないうちに、CGdLの全
国評議会は、出産を保護し、労災と貧困から保護する保険の拡大を満場
一致で推し進めた（Cherubini	1977,	225ff.）。

（37）	この制度は労働者、雇用者、国の共同拠出金で賄われた。市町村や地方
慈善団体からも相当の援助があり、その機能と財政的自治が強化された。

（38）	セルメナーティは「労働者の社会支援を受ける権利は、いかなる場合でも
保障されている。労働者の老後は貧困や困窮から守られ、不本意な失業
の際には適切な支援を受けることができる。そして、労働者階級にとって
最も重要な、疾病時の支援も、まもなく提供されるだろう」と主張した

（Minutes	of	the	Consiglio	Superiore	della	Previdenza	e	delle	Assicurazioni,	
meeting	of	December	2,	1919,	in	INPS,	1962,	352,	Pavan	2019,	851から引
用）。

（39）	事故への強制保険と老齢・無能力への保険（Regent’s	Law	Decree	670,	
April	29,	1917,	in	GU	184	［August	4,	1917］,	3497）の改革は、すでに戦中
に策定されていたが、戦後にはさらに広域に及ぶようになった。

（40）	Regent’s	Law	Decree	603,	April	21,	1919,	in	GU	104（May	1,	1919）.	地方
行政官は、こうした福祉目的の行使に広汎な役割を果たした（De	Stefani	
1926a,	388─391参照）。

（41）	詳細は	Bartocci（1999,	226）を参照。Cherubini（1977,	194─211）も参照。
ケルビーニの著書は、これらの改革をめぐって繰り広げられた階級闘争に
関してとりわけ示唆に富む。

（42）	Pavan（2019,	848）;	ACS,	Presidenza	del	Consiglio	dei	Ministri	1918,	 fol.	
5.1.607.

（43）	家事労働者、公務員は含まれないことに注意を要する。また、在宅勤務
者も含まれていないことに留意されたい。この保険は、労働者と雇用主か
らの補助金と多額の年間国庫負担金にもとづいていた。詳細は、“Decree	
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no.	2214	of	October	19,	1919”	 in	Pavan（2019,	859─860）	and	Cherubini
（1977,	218─224）を参照。

（44）	1920年、失業保険法は1911年の制度を拡張し、大半の産業労働者を対象
とした。これにより、「1912年の200万～300万人から1200万人以上」に
適用範囲が拡大された（Peden	2000,	168）。1920年夏以降、イギリスの失
業率がわずか数か月で3倍に膨れ上がると、復興主義者らは雇用維持のた
めに、融資による公共事業というケインズ由来の提案を推し進めた。すな
わち、これらプロジェクトは、手段や目的において、戦前正統的であった
予算編成とは対照的だったのである（第3章と第6章参照）。

（45）	労働省は、i）カーザ・ナツィオナーレによる労働災害への保険監督、ii）	
障害と老齢への強制保険に関する法律の適用、iii）労働統計収集と、1919
年10月 設 立 の 雇 用 交 流 局（l’Ufficio nazionale per il collocamento e la 
disoccupazione）調整を担当した。初代労働大臣のマリオ・アッビアーテ
は進歩的な自由主義者であり、労働問題への貢献と労働条件の研究実績
でも知られていた。彼の権限により、労働者の福祉保護は法的特権とな
った。

（46）	Marucco（2008,	181）、原文はACS,	Atti	Parlamentari	［AP］	Camera,	Leg.	
XXI,	la	sessione,	Discussioni,	2a	tornata	del	15	maggio	1901,	3867。

（47）	Marucco（2008,	183）、	原文はACS,	AP	Camera,	Leg.	XXIII,	1a	sessione,	
Discussioni,	tornata	del	12	maggio	1910,	6789。

（48）	ニッティの生産主義的改革主義は、Barbagallo（1984,	119─126）を参照。
（49）	福祉の社会的管理を意味するこの機能は、労働力が主要な管理制度（つま

り労働市場）から切り離される経済不況時にはとりわけ重要である。つま
り、失業すると失うものが多くなるため、労働者が制度を破棄する傾向を
抑制するとの考え方である。生活保護は、労働者がいまだ失うものを持
っているため、体制と手を切ろうとする意欲を抑制する考え方である。

（50）	イタリアの同時期の急進化は、CGdL（伝統的に改革派）の急進的な行動
にも表れたのであり、1920年7月15日、CGdLはモスクワで「社会革命勝
利とソビエトの普遍共和国のために」協定に調印した（Tasca	1965,	124参
照）。

（51）	 Benito	Mussolini,	 “The	Crisis	 of	Their	Authority”	［la crisi della loro 
autorità］,	Il popolo d’Italia,	July	29,	1920.

（52）	Marucco（2008,	186）、原文はACS,	AP	Camera,	Leg.	XXVI,	sess.	1921,	
Documenti,	n.	2,	Relazione	della	 commissione	parlamentare	d’inchiesta	
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sull’ordinamento	delle	amministrazioni	di	Stato	and	sulle	condizioni	del	
personale,	presentata	il	18	gennaio	1921,	260。

（53）	国民経済省は、すでに広範な機能を担っていたが、廃止された労働省の
主業務も継承した。これは、労働問題が農商工省の手に委ねられていた
戦前の状況への明白な後退であった。労働省の歴史はMarucco（2008）を
参照。

第3章
（1）	 コールは類似した表現を用いた。「ハプスブルク家、ホーエンツォレルン

家、ロマノフ家の崩壊後、ソビエト・ロシアの到来後、そしてソビエト・
ハンガリーが存在した時期を経て、これらの事象に対してどのような態度
をとるにせよ、自国で革命的な社会変化が起こることはありえないと断言
できる人がいるだろうか。旧秩序の永続性と不可侵性を疑わない信念を
保ち続けることができる人がいるだろうか」（Cole	1920a,	9）あるいは「労
働への資本主義支配は崩壊しつつある」（同書、20）。

（2）	 イギリスでは、30歳以上の女性も選挙権を獲得した。具体的に言えば、
年額5ポンド以上の財産を所有するか、同様の権利を持つ男性を配偶者に
持つ30歳以上の女性だった。同法第4節にはこうある。「次の女性は選挙
区（大学選挙区を除く）の国会議員選挙人として登録される権利を有する。
すなわち、（a）30歳に達しており、（b）禁治産状態にない場合、また、（c）	
その選挙区において、年間価値5ポンド以上の地所または建物（居住用で
なくともよい）、もしくは住居を占有すること、またはそのような登録を
受ける権利を有する配偶者を持つことで、地方選挙人として登録される
権 利 を 有 す る 」（Terry	1918,	14）。 こ の 問 題 は、Terry（1918）	 及 び	
McKibbin（1990,	66─101）を参照。

（3）	 歴史家は、『労働と新社会秩序（Labour and the New Social Order）』掲載
の1918年憲法の著名な条項IVで表現された労働党の社会主義イデオロギ
ーの本質を議論している。この条項では、「生産手段の共同所有と、各産
業及びサービスの大衆管理・統制の最良の取得可能な制度にもとづき、
労働者による産業の完全な成果と、可能な限り公平な分配を、手と頭を
もって労働者に確保せんとする」と党に義務付けた。学者の多くは、組合
のコンセンサスを集めるのに十分なほど包括的なフェビアン党の青写真と
して憲法を理解するCole（1958）とMiliband（1961）に同意する傾向がある。
私有財産の「全面的」廃止を提案したわけではないが、土地や戦略的産業
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の多くを国有化し、抜本的な社会政策を講じることを求めた。したがって、
「労働党の綱領が実施されたとしても、社会主義社会が到来したわけでは
ないものの、旧社会の性格や質に巨大な変化をもたらしたであろう」

（Miliband	1961,	62）。McKibbin（1974）	は、第4項のこの実用的な解釈を
さらに推し進め、イデオロギーの転換というよりも、第１次世界大戦によ
る構造的変化に対する感受性の問題であると主張している。その意味で、
社会主義の目標は、ボリシェヴィズムへの恐怖と、強力な議会と社会主
義の代替手段の必要への応答だった。それはまた、労働党が自由党と整
然と袂を分かち、社会主義的傾向を成熟させた専門的中産階級を引きつ
ける方策でもあった（McKibbin	1974,	95─97参照）。

（4）	 イタリア大衆党（または人民党）は、1919年1月18日、シチリアのカトリ
ック司祭ルイジ・ストルツォによって創設された。カトリックの社会正義
思想に触発され、再分配的社会改革と女性参政権を推進した。その起源
とアジェンダはInvernizzi-Accetti（2019）を参照。その活動は、ファシス
ト独裁政権が完全に権力を掌握した1926年に消滅した。

（5）	 社会党はそのマニフェストを掲げて行政選挙に勝利した。「『コミューン
（comuni）』は、それらを制圧し、プロレタリア革命を加速させ、プロレタ
リア独裁を確立し、ブルジョア国家のあらゆる権力、あらゆる機構を麻痺
させるという目的をもってして以外に征服することはできない」（Tasca	
1965,	204所収）。

（6）	 1919年10月のボローニャ社会党大会では、「マキシマリスト」派が改良主
義派に対する勝利を宣言し、第3インターナショナルに合流した。イタリ
ア社会党の急進化は、1917年秋のカポレットの敗北（社会党の「妥協なき
革命派」の誕生）後に始まった。1917年11月にフィレンツェで開催され
た公式会合では、革命路線が多数を占め、その後長年にわたって党を支
配した。1919年には、あらゆる主要地方党員選挙（congresso provinciale）
で、改革主義的な政策が敗北を喫し、最大主義政策が支持された。改革
派の故郷ミラノでさえ、1919年3月の指令評議会選挙では、強硬派が圧
勝した。大半の革命的な地方紙が生まれた事実は、かかる急進傾向を反
映している。ナポリでは、後に共産主義指導者となるアマデオ・ボルディ
ガが週刊誌『ソビエト』を創刊した。フィレンツェでは、社会主義者連盟
の週刊誌『ラ・ディフェーザ』が最も過激な路線を擁護していた。

（7）	 CGdL指導者たちは社会党の改革派だった。1918年の忠誠協定は1907年
の決定（CGdLは1906年に設立）を再確認し、「政治」ストの指導権を党に、



22

注

「経済」ストライキの指導権をCGdLに割り当てた。指導者のルドヴィコ・
ダラゴナは1919年1月に計画を発表した。この計画には、「高い累進課
税」「集団利益のために協同組合式に団結した労働者による土地耕作と公
共事業の実施」「労働者が工場経営を管理する権利」「労働成果はすべて生
産者に帰属する」等が含まれていた。計画には、「失業、労災、疾病、老
齢への全世界保険」（Nenni	1946,	13）も包含されていた。CGdLの組合員
の半数以上は産業労働者だった。具体的には、次のような分布だった。
建設労働者20万人、金属労働者16万人、繊維労働者15万5000人、ガス
産業	6万8000人、国家公務員6万人、化学工業5万人、民間従業員5万人、
木工労働者3万人、鉄道労働者2万5000人、皮革労働者2万3000人、建
築工芸労働者2万2400人、路面電車労働者2万2000人、製紙労働者2万
1000人。CGdLは89万人の農業労働者も組織した。

（8）	 一例としてイギリスでは、女性労働者の組合化の伸長は	1914年から	
1920年にかけて130％程度だった（Burgess	1980,	165）。冶金部門では、
主要クラフト・ユニオンが	1914年から1918年の間に76％増加した。他
方、同産業で組織化された低熟練労働者の2大労働組合、全国一般労働者
組合（NUGW）と労働者組合（WU）は、それぞれ216％と137％増加した

（Hinton	1973,	49─50）。
（9）	 出典は、Dataset	1:	Labour	disputes	annual	estimates,	UK,	1891	to	2018;	

Office	of	National	Statistics（ONS）。
（10）	全国産業会議で任命された合同委員会の労働組合代表が提出した「労働不

安の原因と救済策に関する覚書」（1919年2月27日、ロンドンのセントラ
ルホールで開催）。Cole（1920a,	247）に再録。

（11）	 警察ストは、Critchley（1978）とMorgan（1987）を参照。軍の動揺、革命
恐怖、労働不安へのロイド・ジョージの反応は、Wrigley（1991）を参照。

（12）	国家の強制は、1919年1月から2月にかけてクライドサイドでの40時間
ストの際にもフル動員された。イギリス労働者への政府の軍事的対応は、
特に	Morgan（1987）を参照。

（13）	 1年間に失われた労働日数は、スト喪失総労働日数に関係労働者数を乗じ
て算出される。産業別ストライキのデータはMinistero	dell’Economia	Na-
zionale（1924）,	Supplemento	38,	“Bollettino	del	lavoro	e	della	previdenza	
Sociali,”	page	15	 for	 industrial	 strike	data	and	page	278	 for	agricultural	
strike	dataを参照。

（14）	数字には、1920年8月30日から9月20日までの工場占拠期間中の45万人
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の労働者と600万日の休業は含まれていない点に留意されたい。このエピ
ソードは第4章で詳説する。ザマーニによれば、イタリアでは、赤の2年
間の動員のレベルは他国と比較して「まったく例外的」だった。労使紛争
は労働力の30％を占めたが、他国では20％程度だった（Zamagni	1991,	
151─152参照）。ストのデータは、本書の第9章、図9─5及び9─6を参照。

（15）	 Ministero	 dell’Economia	 Nazionale（1924,	 177）,	 Supplemento	 38,	
“Bollettino	del	lavoro	e	della	previdenza	Sociali.”を参照。金属労働者が大
半を占めており、1920年3月には金属労働者のスト参加者数は	7万270人、
損失日数は144万8209日だった（同書、176）。1919年全体では、40万人
近くの金属労働者がストを決行し、1100万日以上の労働日数が失われた

（同書、154）。しかし、これらストを実施した労働者は、司祭、学校教師、
裁判官など、伝統的に直接行動から縁遠いとされてきた層を含むあらゆ
る社会カテゴリーに属する人々だった。

（16）	 1919年には、繊維産業のストライキが全産業の中で最も高い割合を占め、
金属労働者のストライキを上回った（繊維産業の18%に対し、金属労働者
は12%）。1919年のその他産業ストの男女別分布は以下の通りだった。チ
ョコレート工場では、男性386人対女性1106人。靴工場では、男性38人
対女性9018人。皮革工場では男性8人対女性330人。ボタン工場では男
性1189人対女性2446人。タバコ工場では男性83人対女性263人。出典	
Ministero	dell’Economia	Nazionale（1924,	156─182）。

（17）	当時のデータによると、1919年と1920年には労働者の損失よりも「勝利」
が急増した。Ministero	dell’	Economia	Nazionale（1924,	28─29）を参照。

（18）	実質日当は53％増加した（第9章、図9─7参照）。
（19）	 Scholliers	and	Zamagni（1995,	258,	Table	A.23─Average	Weekly	Earnings,	

Manual	Workers,	1780─1960	［￡s］,	Assuming	Full	Employment）を参照。
（20）	この闘争は、イギリスの労働運動全体で広く人気を博し、「ロシアへの不

干渉」を強く求めるキャンペーンが開始された。1919年1月から始まり、
この問題を毎日取り上げた労働党は、政府にロシアからの軍隊撤退を説
得しようとした。1919年6月労働党大会では、議長演説で労働党の公式
姿勢が示された。「われわれはロシアでの軍事行動に抵抗しなければなら
ない」（「アイルランドもだろ」という野次）「国内の徴兵制恒久化にも抵抗
しなければならない。ロシアで軍事の冒険主義を継続する限り、平和は
ない。ロシアは、自らの政治救済を解決するのに放っておかれなければ
ならない。ある部門が他の部門を、あるいはおそらくは革命そのものを破
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壊する手段よりも、国の民主的成長を安定させ、強化する手段を国民に
進呈するほうがはるかによいだろう」（Report	of	 the	Nineteenth	Annual	
Conference	of	 the	Labour	Party,	 June	25,	1919,	113,	 at	https://babel.
hathitr	 ust.org/cgi/p?id=msu.31293500351923&view=1up&seq=14&sk
in=2021&	q1=Russia%20must%20be%20left%20free%20to%20work）。キャ
ンペーンはついに功を奏した。1919年7月30日、チャーチルは「わが軍
は冬の到来の前にロシアから撤退する」と発表した（Daily Herald,	July	
30,	1919,	1）。詳細は	Macfarlane（1967,	126─152）を参照。

（21）	労働争議の原因と解決策に関する覚書は、1919年2月の全国産業会議の
際に労働組合代表によって起草された（Cole	1920a,	271に再掲）。この調
査は、多くの点で1917年の政府調査と類似していた。

（22）	ホッジスは別の一節で、革命状況を洞察する。「われわれは、さらなる教
養を身につけた労働者階級に対峙している。外部からの意志や権威の押
しつけを拒絶する階級だ。産業界における責任ある人間としての地位を
切望する階級であり、自由への望みを妨げる窮屈な制度に抵抗する。人
生の目的は、自由の享受であることが一般に明らかになりつつある。何世
代にもわたり、労働者階級は、自由を妨げる唯一の制度があると信じてき
た。自由を阻むのは政治的な制度だと。政治的民主主義の自由は実に優
れた成果である。しかし現在では、産業の奴隷制度は、自由なき農奴の
奴隷制よりも過酷である。それゆえ、産業自由への衝動が生まれた。生
産手段がその意志の所有者によって占有されるために、外部意志の押し
付けを振り払おうとする闘争は、この時代の最も注目すべき現象である」

（Hodges	1920,	ix─x）。
（23）	農民はまた、新労働協約の正しい適用を監督し、「フィデュシアリ」

（fiduciari）協議会を組成するために、選挙で選ばれた代表者「フィデュシ
アリオ」（fiduciario）の形で承認された。

（24）	経済民主主義へのかかる要求は、多くの産業から出ていた。鉱山労働者、
鉄道員、建設労働者、技術者、造船労働者、郵便局や公務員等の労働者
などである。一例として、全国鉄道員組合（NUR）は、鉄道制度の国有化
と共同管理を明確に要求した一方、郵便局労働者組合は、郵便事業をギ
ルド社会主義路線に沿った自治サービスに転換する包括的計画を起草し
た。脱管理関連の鉄道労働者については、Armitage（1969,	46─100）を参
照。

（25）	 12人からなる委員会の半数は、3名の石炭所有者（エヴァン・ウィリアム
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ズ、R・W・クーパー、J・T・フォージー）と3名の産業界代表（アーサ
ー・バルフォア、サー・エリック・ダッカム、サー・トニー・ロイデン）
から構成されていた。労働賃金と労働時間についての公聴会の第１段階
は、1919年3月3日から20日にかけて行われた。国有化との広範な問題
への第2段階は、1919年6月に終了した。

（26）	民間資本への悪感情が、資本を代表する委員らにも共有されていたのは
興味深く、一例として、土木学会会長のアーサー・ダッカムがいた。ダ
ッカムは6月に公式の最終報告書を提出したが、最初の2点は次のような
ものだった。「I.	鉱物の私有は、過去も現在も地域社会の益にならない。
II.	国の鉱物資源の供給を民間企業に委ねるべきではない」（Great	Britain,	
Royal	Commission	on	the	Coal	Industry	1919b,	xxii）。

（27）	第１段階と第2段階の間に、163人の証人の意見を聴取した。坑内員の配
偶者、経済学教授、公務員、技術者、地方坑内員連合会幹部、産業界代
表 者、 炭 鉱 主 等だった（Great	Britain,	Royal	 Industry	on	Coal	 Industry	
Commission	1919a,	xxiv;	1919b,	xxix─xxxii参照）。

（28）	ノーサンバーランド炭鉱労働組合の書記ウィリアム・ストレイカーは、そ
の要約の中で、「この委員会の初期段階において、旧態依然とした鉱山管
理・統制の手法が泥のように打ちのめされたことが示された。その結果、

『サンキー報告書』として知られ、政府に受け入れられた報告書では、『現
行の制度は非難に値する』と宣言された」と述べた（Great	Britain,	Royal	
Commission	on	Coal	Industry	1919b,	944）。

（29）	綿密に収集された生の証拠は、階級間の分裂と社会不公正を浮き彫りに
した。炭鉱労働者の不名誉な労働条件と生活環境は、「大半の場合、おぞ
ましいという以外の何ものでもなかった」（Great	Britain,	Royal	Commission	
on	Coal	Industry	1919a,	xiv）。1914年以降の業界における致命的な労働災
害と実質賃金の低下は、戦時中に4倍に膨れ上がった経営者の過剰利益と
並べて論じられた。「この重要な労働に従事する人々の生活水準、住居、
炭鉱の労働条件は、現行制度の継続に対する最も厳しい批判材料となっ
ている」（Hodges	1920,	v）。

（30）	一例として、ウィリアム・ストレイカーは、供述書中で、対立的で個人主
義的な社会像を、克服すべき時代遅れの固定観念と非難した。「国有化に
反対する人々は、競争こそが進歩と考えるようだ。彼らにとって人生とは
競争であり、各個人が覇権を求めて闘争するものである。そして、そこ
から適者が生き残る。つまり、科学的に応用された利己主義が、最も多
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くの人々に最大の利益をもたらすということだ。これは20世紀文明とい
うよりも、むしろ初期社会形態に属する原始の考えに思える。他方、国
有化に賛成する人々は、生命は必ずしも対立するものではなく、科学的
に適用される相互扶助が最良の結果をもたらすに違いないと強く主張し
ている。これは、人類が原始的なものから相当に離れた後に到達する概
念である。利己主義はあらゆる悪行の根本原因であり、したがって利己
主義から生まれた制度はすべからく誤りに違いない。道徳的に間違って
いるものが、経済的に正しいはずがない。この偉大な真理に基づく制度
は推奨されるべきである。利己的な利益への欲求に基づく制度は、個人
生活においても企業生活においても最悪のものを生み出すものとして奨
励されるべきではない。人々を協力的な活動に引きつけるものは、進歩と
人類の福祉をもたらす。つまるところ、人間を互いに敵対的な態度に保
つものは、福祉と進歩に逆行するのだ」（Arnot	1919,	29）。

（31）	 所有権の分割は、障壁や無駄な立坑開発、不要な地下運搬に用いられる
石炭の莫大な損失を意味すると指摘された。排水に伴う不当な費用、さ
らには計画的排水の提供の不可能性、マーケティングの非効率、鉄道貨
車の余分な費用等を意味すると指摘された。石炭の技術的かつ具体的な
議論の分析は、調査第2段階に関するサンキーの6月20日付最終報告書

（Great	Britain,	Royal	Commission	on	Coal	 Industry（1919b,	 iv─xiii,	 v─
viii））またはArnot（1919,	25─27）におけるレオ・ジョージ・キオッツァ・
マネーの論拠を参照。

（32）	急進的な経済民主主義を求める声は、サンジカリストに触発された1912
年のプログラム「炭鉱労働者の次の段階」（The Miners’ Next Steps）にすで
に存在していた。1919年の坑内騒乱は、パンフレット「鉱員の産業民主主
義：鉱山の民主的管理の計画」（Industrial Democracy for the Miners:	A 
Plan for the Democratic Control of the Mining）も生み出した。サウス・ウ
ェールズ社会主義協会の産業委員会が発行したもので、労働者管理を実
施する詳細な計画を提示している。これら一般組合員運動の詳細は、Ives

（2016,	58─75）を参照。
（33）	委員会は、国有化の仕組みと経済的利益について長文の技術報告を行っ

た。すなわち、そこでは生産、売買、輸送、流通が統一されることで、
炭鉱の莫大な経済性とはるかに高い効率がもたらされるとする。「安価か
つ豊富な石炭供給」の確保（Great	Britain,	Royal	Commission	on	Coal	
Industry	1919b,	vi）。シドニー・ウェッブは報告書で、専門的見解の根拠
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を要約する。「国有化は、（1）住居、事故、特別な病気や幼児死亡率に関
し、炭鉱労働者の立場を適切に改善する唯一の手段、（2）国の石炭資源を
経済的かつ効率的に扱う唯一の手段、（3）石炭が消費者に規則正しく、最
低コストでの供給を保証する唯一の手段として求められる」（Great	Britain,	
Royal	Commission	on	Coal	Industry	1919b,	478）。国有化の潜在的なメリ
ットは、アーサー・セシル・ピグーのような正統派経済学者によっても目
を向けられた。ピグーは1919年4月の委員会陳述で、「完全国有化のもと
では、他のどんな計画よりも優れた結果が得られる『可能性』がある」と
述べる（Great	Britain,	Royal	Commission	on	Coal	 Industry	1919b,	417）。
このように国有化は効率と共同の利益を保証するものと解され、鉱山労
働者のみならず国家に利益をもたらすはずだった。労働党議員のジョン・
R・クラインズはこう言っている。「国有が提唱されるのは、特定の業種
や階級、一部の利益のためではない。地域社会の利益のために、この優
れた不動産のサービス条件と所有条件の両方について、即時の変更を求
める声が上がっている」（Hodges	1920,	iv）。

（34）	ウィリアム・ストレイカーが起草し、1919年5月23日に委員会に正式に
提出された。

（35）	各報告書は、生産工程における労働者の経営上の重要性を異なる観点か
ら論じていた。サンキーの計画では、鉱業大臣（議会に責任を負う）が最
高権限を保持し、産業の運営と管理に関する「あらゆる問題」について全
国鉱業評議会と協議する義務を負うことになっていた。他方、鉱山労働
者の計画は、鉱業大臣をメンバーとする全国鉱業評議会そのものを最高
権威とするものだった。この方式では、鉱業評議会の半数は議会選出の
議員（技術者、専門家、管理職を含む）で構成された。残りの半分は労働
者によって選出された。評議会は石炭の生産、流通、輸出の全活動に従
事することになった（Miners Bill,, Arnot	1919,	37─47に再録）。1919年7
月、労働者代表の限定的な役割について多少の懸念を抱きながらも、炭
鉱労働者の代表者は政府に強いメッセージを送るために、サンキーの提
案を支持することを決定した。

（36）	「全般的な監督と、産業を自立させる必要性に従い、彼ら（鉱山評議会）
は自由な手と自由な財布で独自の政策を追求できる。それらの財務は互
いに『完全に分離』されるべきである」（Henderson	1919,	266）。	ここで重
要なのは、財務省からの財務上の独立が想定されていたことである。「財
務省は、産業から得られた資金の充当に干渉したり、管理したりする権
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利を持たないものとする。当該資金は、産業から生じる利益が定期的に
確認され、国庫に納付されるまで、他の国家資金とは完全に分離して保
管されるものとする」（サンキー判事（G.B.E.）［議長］の報告書、Great	
Britain,	Royal	Commission	on	Coal	Industry	1919b,	xiより）。

（37）	一例として『タイムズ』紙は報告書の全文を掲載した。“State	Coal,”	The 
Times,	June	23,	1919,	19─20参照。

（38）	金融緊縮と失業の関係は、ラルフ・ホートリーのような財務省高官の中で
は議論の余地はなく、彼はいくたびも「確かに、失業の原因は支払い手段
の供給の減少にあった」と断言する。詳細は第6章を参照。

（39）	Viglongo（1920,	75─76）.
（40）	同上、76。
（41）	労働者にはしかるべき対価が支払われた。余剰金は、準備金と、労働者

の資本の異なる持ち分への支払いと、余剰労働への支払いに分配された。
これら協同組合は法をもってして「開放」されていた。つまり、「協同組合
の発展能力を念頭に置いて、無制限に組合員を受け入れ」なければならな
かった。これは組合員となる労働者がいる限り受け入れられることを意味
していた（Buffetti	1921,	85─86参照）。

（42）	Ministero	per	il	Lavoro	e	la	Previdenza	Sociale（1923,	218─231）参照。
（43）	会長任期は2年。評議員任期は2年で、毎年4人（またはそれ以上）のうち

半数が改選された。Buffetti（1921,	43─54）の生協規約を参照。
（44）	鉱員共同管理のサンキー提案と同様に、ギルドも3層構造で全国に組織さ

れた。ギルド委員会は理事会として機能した。地区または地方のギルド
委員会はギルド・ネットワークの中核だった。活動や取引で平等な発言
権を保障するため、各職種から最大2名の代表者で構成された。これらの
代表者は1年任期で、解任される可能性があり、再選も可能であった。
1921年7月、地区ギルド委員会の全国会議は、地域レベルに加え、地域
協議会と全国理事会も想定した全国建築ギルドの規約を採択した。

（45）	 1920年10月から1922年3月までの期間に、ロンドンのギルドは「疾病に
よって一人当たり平均4.7日を失っており、アメリカの保険未加入労働者
が毎年失う数の約半分、ドイツの保険加入労働者が1915年に喪失した数
の約半分、オーストリアの保険加入労働者が1913年に喪失した数の約半
分だった」（Joslyn	1922,	111）。

（46）	同時に、事業の不確実性を考慮し、協同組合卸売協会（政府に次ぐ建材の
販売業者であり、政府が初期の資本と資材を提供した）がその財政から撤
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退し、ギルドは資本を失ったが、民間顧客ではなく、民間生産者と競合
しながら公共顧客向けに建設するとなると、これまで以上に必要となる。

（47）	ゲデスの斧の詳細は第6章を参照。

第4章
（1）	 “Two	Revolutions”	［Due Rivoluzioni］,	L’Ordine nuovo 2,	no.	8	（July	3,	

1920）:	57.
（2）	 同上。グラムシは、工場評議会を無階級社会初の中核として構想した。

「工場評議会は、産業別組織の原則に従って構成されなければならない。
それは労働者階級にとって共産主義社会のモデルを示すものでなければ
ならず、プロレタリアート独裁によって体現される。この社会では階級の
区分は存在せず、すべての社会的関係は生産とそれに対応する組織の技
術的要件に従って管理され、組織化された国家権力に従属することはな
い」（Gramsci	1921）。

（3）	 J・T・マーフィーはイギリス職場監督運動のブレーンと見なされていた。
彼は職場委員運動のシェフィールド支部で活動していたのであり、この
運動は戦時中にエンジニアリング工場で生まれた。1916年、マーフィー
は社会主義労働党に入党し、1920年にはイギリス共産党の創立メンバー
の一人となった。回想はMurphy（1941）を参照。

（4）	 運動は急進的な立場を貫き、1920年1月には全国の職場委員会議が強硬
な姿勢をとり、共同管理やその他のブルジョア的計画を否定する一方で、
産業の完全な管理を最終目的とすることを公式に宣言した。「本会議は、
労働者階級運動の一般労働者に対して、炭鉱労働者やその他の労働者に
よる雇用者階級との闘いを支援するよう促す一方で、資本家階級が権力
を維持するような産業の国有化は労働者の解放にはつながらないことを
宣言し、組織化された労働運動に対して、労働者の利益のために炭鉱、
鉄道、その他の生産・流通手段の接収を目指すよう呼びかける。それゆ
え、大会は、サンキー報告、ホイットリー報告、その他の資本主義的計
画に具体化されていようといまいと、共同支配のすべての計画は、労働
者階級の最善の利益に害をなすと宣言し、労働者に対し、搾取される大
衆利益のために、産業・社会機構を独自に支配する目的で、自己自身を
再編するよう促す」（The Worker,	February	14,	1920,	Pribićević	1959,	140
に再録）。

（5）	 この逸話は、ジョリッティからアルベルティーニまで、サルヴェミーニか
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らエイナウディまで、ブオッツィからネンニまで、グラムシ、トリアッテ
ィ、タスカ、ボルディガに至る同時代の人々によって記録されており、歴
史家の論争ともなってきた。

（6）	 US	Department	of	Labor（1917,	9）.
（7）	 1914年以前は、選挙による職場委員はごくわずかで、代表的任務も限ら

れており、主に熟練労働者団体に属していた。戦争に伴い、非公式で（も
はや労働組合によって任命されることはなく、各事業所の労働者グルー
プによって選ばれる）、はるかに幅広い権限を持つ新しいタイプの職場委
員が、労働組合内のあらゆる労使紛争で指導的立場に立った。

（8）	 US	Department	of	Labor（1917,	9）.
（9）	 学者たちは、特にクライドサイドにおけるさまざまな職場委員グループの

ストライキ行動と過激主義について、その成功、弾圧、政治的な弱点を
掘り下げたいくつかの（しかし詳細な）研究を発表している（Gleason	
1920,	Kendall	1969,	Hinton	1973,	Pribićević	1959参照）。

（10）	アントニオ・グラムシ（1891～1937年）は、今日に至るまで20世紀で最
も影響力のある思想家の一人である。サルデーニャに生まれ、トリノ大学
で哲学を学んだ。1926年にファシスト政権によって投獄されるまで、彼
は活発で好戦的な知識人であった。残された人生を獄中で過ごし、46歳
で死去。グラムシに関する文献は膨大である。ここではその一部を紹介
する。グラムシと自由主義の伝統との展開は、Michelini（2011b）を参照。
グラムシの伝記と思想の多面的な再構成はGiasi（2007）を参照。本書は、
グラムシ没後70周年記念のグラムシ財団会議の寄稿を収録したものであ
る。『獄中ノート』におけるその思想の近年の考察は、Thomas（2009）を
参照。

（11）	この都市の赤の精神を象徴するものとして、1918年12月に創刊された社
会党機関紙『アヴァンティ』地方版は、当初1万6000部を発行したが、わ
ずか数か月で5万部に達した事実を挙げることができる（Spriano	1971,	16
─17を参照）。

（12）	グラムシはこの事件を回想する。「1917年8月23日に暴発した。労働者た
ちは5日間、街の通りで戦闘を行った。ライフル銃、手榴弾、機関銃で武
装した反乱軍は、市内の地区を占拠し、政府機関や軍の司令部がある市
街地を3、4回占拠しようとした。……人々はバリケードを築き、塹壕を
掘り、有刺鉄線と電流でいくつかの地区を取り囲み、5日間にわたって軍
隊と警察の攻撃を食い止めた。500人以上の労働者が倒れ、2000人以上
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が重傷を負った。敗北後、その中から選りすぐりの者が逮捕され国外追
放され、プロレタリア運動は革命的な激しさを失った。しかし、トリノの
プロレタリアートの共産主義的な感情は消え去ることはなかった」

（Gramsci	1921）。集会や会合など、この数か月の政治活動の詳細につい
ては、Zucaro（1960）に再録された司法調査に関する軍事法廷文書を参照。

（13）	内部委員会は、規律や仲裁などの日常問題を処理するために、工場内の
組合員によって選出された苦情処理委員会だった。工場評議会の計画で
は、内部委員会の勢力とその包括性を大幅に拡大し、労働者中から工場
委員を選出し、その委員が工場評議会の執行機関として工場委員会を選
出するものだった。グラムシの言によれば	「今日、これら委員会は、資本
家が工場内で行使する権力を抑制する任務を担っており、仲裁と懲戒の
機能を果たしている。将来的には、発展・改善され、プロレタリア権力の
機関となり、資本家に代わって、その意義ある経営・管理機能のすべてを
担うようになるはずである」（Gramsci	with	Palmiro	Togliatti,	 “Workers’	
Democracy”	［Democrazia	operaia］,	L’Ordine nuovo, June	21,	1919,	 I,	n.	
7,47）。委員の任は、資本家に対抗して労働者を代表することであり、ま
た決定的に重要な点は、「ブルジョア生産システムを討究し、他の同志に
もそうするよう働きかけること」だった。実際、管理機能（内部委員会に
も適していた）を除き、工場評議会は「徹底的な革命準備」（intensa 
preparazione rivoluzionaria）に関与していたし、プロレタリアート独裁を
志す一般の政治行動に積極的に参加した（トリノの工場委員会総会、「部
門委員会のプログラム」［Il programma dei commissari di reparto］,	L’Ordine 
nuovo,	November	8,	1919,	I,	n.	25,	193）。

（14）	 “Discussion	on	the	Factory	Councils”	［Discussioni sui Consigli di fabbrica］, 
L’Ordine nuovo,	November	22,	1919,	 I,	n.	27,	212,	 signed:	 a	group	of	
organized	workers	 from	Fiat	Centro	［firmato: Alcuni operai organizzati 
della Fiat Centro］.

（15）	 終戦直後、グラムシは「経済、政治上の革命課題は、すべての労働者集会
で議論の対象となった」（Gramsci	1921）と回想する。

（16）	同上。
（17）	 Hamon（1919,	I,	n.	19,	145）.
（18）	 “Work	Plan”	［Programma di lavoro］,	L’Ordine nuovo 1,	no.	1（May	1,	

1919）:	2.
（19）	「イギリスからの書簡」（	“Lettere dall’Inghilterra,”L’Ordine nuovo,	September	
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6,	1919,	I,	17,	133;	October	11,	1919,	I,	n.	21,	166;	February	7,	1920,	I,	n.	
36,	287;	March	27,	1920,	I,	n.	42,	338;	June	12,	1920,	II,	5,	36;	and	July	
17,	1920,	II,	n.	10,	80を参照。

（20）	［lugubre scienza dei fatti economici］	Togliatti	1919a,	71.
（21）	Gramsci,	 “Two	Revolutions”	［Due Rivoluzioni］,	L’Ordine nuovo 2,	no.	8

（July	3,	1920）:	58,	Gramsci（1994,	171）に再録。
（22）	一例として、Mankiw（1997）を参照。
（23）	この原則は、戦時産業委員会の大転換を意味した。委員はもはや組合に

よって選ばれることはなく、労働者アルトゥーロ・ヤッキアが述べたよう
に、「委員は、政権に好意的な労働者から選ぶように配慮されていた」。
その代わりに、「今日では、（委員は）社会主義団体の所属者が望ましい」

（Jacchia	1919,	I,	n.	9,	66）。
（24）	知性主義への優れた考察は、Gramsci	1920a,	 I,	n.	12,	95のタスカへのグ

ラムシの指摘を参照。
（25）	Gramsci	1920a,	I,	n.	12,	95.	そしてまた、『獄中ノート』で、彼は本誌を次

のように回想する。「この編集委員会は抽象の産物でなく、機械的で科学
的あるいは理論的な公式を繰り返すものでもなかった。それは、特定の
歴史的関係の中で形成され、特定の感情や生き方、世界観の断片を持つ
……この	『自発性』は軽んぜられることなく、『教育』され、躾けられてい
た」（Spriano	1971,	136のグラムシの発言）。

（26）	Gramsci	1919a,	I,	n.	18,	140.
（27）	 “Cultura	e	Socialismo,”	L’Ordine nuovo,	June	28─July	5,	1919,	I,	n.	8,	55─

56.
（28）	「フォイエルバッハ第2テーゼ」の全文はこうである。「客観的真理が人間

の思考に帰することができるかどうかの問題は、理論の問題ではなく、
『実践』の問題である。人間は、自分の思考の真実性、すなわち現実性と
力、この両面を実践の中で証明しなければならない。『実践』から切り離
された思考の現実と非現実をめぐる論争は、純粋な学問上の問題である」。
Marx	and	Engels（［1888］	1969,	vol.	1,	13─15）参照。

（29）	『新秩序』には学校の比喩がたびたび登場する。一例として、工場評議会
は「人類の運命を方向づける新たな階級が教育され、責任の自覚を獲得す
る人生の学校」との考えがそれである（“International	Political	Life,	a	De-
struction	and	a	Genesis”	［Vita politica internazionale, uno sfacelo ed una 
genesi］,	L’Ordine nuovo	1,	no.	1	［May	1,	1919］:	7）。
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（30）	 “The	Instrument	of	Labor”	［Lo strumento di lavoro］,	L’Ordine nuovo 1,	no.	
37（February	14,	1920）:	289.

（31）	 講義は、アンジェロ・タスカ担当の「無政府国家論」から、トリアッティ
が担当した「経済学と社会主義」、テラチーニが担当したフランス革命の
連続講義まで多岐にわたった。その学校の詳細は、「社会主義宣伝学校の
プログラム」	［Il programma della scuola di propaganda］,	L’Ordine nuovo 
1,	no.	28（November	29,	1919）:	216を参照。

（32）	 “The	Programme	of	 the	Department	Commissars”	［Il programma dei 
commissari di reparto］,	L’Ordine nuovo 1,	no.25（November	8,	1919）:	194.	

（33）	Zini（1920,	I,	n.	38,	301─302）.	職場委員も同様に考えていた。労働者は「5
年に1度の国会議員選挙への投票権は、産業運営の投票に比べれば、ほぼ
無価値なのに気づいていた」（Gallacher	and	Campbell	1972,	3）。マーフィ
ーは、このような理由から、経済的解放が政治的にも絶対の優先権を持
つことを示唆した。「真の民主主義実践は、組織の全構成員が社会事業の
遂行に積極的に参加することを要求する」（Murphy	1917,	8）。

（34）	「プロレタリア国家の種別は、繕われた（menzognera）ブルジョア民主主
義ではなく、プロレタリア民主主義である。議会主義ではなく、人民自身
の代表機関を通した人民（大衆）の自治である」（無題、L’Ordine nuovo 2, 
no.	16	［October	2,	1920］:	124）。

（35）	イタリア評議会の革命戦略は、経済と政治の結びつきを中心に据えた。
労働組合主義の伝統から生まれたイギリスの運動は、当初、労働者党の
役割を過小評価していたため、この洞察を欠いていた。1920年以降、イ
ギリスの運動の指導者の多くは、労働者党の必要性を認識するようにな
った。1921年にイギリス共産党を創設した多くは、指導者グループから
生まれた（Hinton	1973を参照）。1919年時点で、グラムシは労働組合主
義や「経済主義」の非難を退けていた。彼にとって、政治組織は、評議会
を通じた生産過程の組織化に本質的なものだった（Gramsci	1919c,	 I,	n.	
25,	191参照）。さらに、グラムシとトリアッティにとって、革命的な進歩
は工場のレベルで実現できるが、党の政治的役割との中央での連携が必
要であった。党は「職場に根ざし、工場の『結合組織』に組み込まれる」
ように、積極的に統合され、変革されなければならなかった。評議会と
の緊密な相互関係を通じてのみ、労働組合も党も、プロレタリア大衆か
らほど遠い官僚的機関から、「革命過程に偉大なプロレタリア大衆を積極
的かつ意識的に関与させうる機関……プロレタリア大衆の中に生き、その
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明瞭なる意識と意志たる党」（Gramsci	1920b,	I,	n.	43,	340）に変わること
ができるのである。評議会という新しいプロレタリア組織と積極的に統合
された後、党は不可欠な組織的指導力を発揮した。レーニン主義の伝統
に沿って、オルディノヴィスティは、資本主義国家を打ち負かすために不
可欠な政治的権力を掌握するための前衛として党を理解していた。

（36）	部委員会の最初の総会では、いくつかの指針が示されたが、「決定的な綱
領」の正式決定は拒否され、「実用を伴う実験」として位置づけられるべ
きことが強調された。それは「継続的かつ抜本的な革新」に「開かれた」も
のだった（“The	Programme	of	the	Department	Commissars”	［Il programma 
dei commissari di reparto］,	L’Ordine nuovo 1,	no.	25	［November	8,	1919］	
193）。

（37）	一 例 と し て、Murphy	1917;	Gallacher	and	Paton	1918;	Gallacher	and	
Campbell	1972;	Dingley	1918,	Walsh	1920;	Pratt	1917を参照。中心理念
は、「これら委員会は統治権限を持つべきではなく、一般市民に奉仕する
ために存在すべきである。一般市民が意思決定を行い、力を結集するた
めの手段を提供する」というものだった（Murphy	1917,	10）。

（38）	［Tutti i commissari hanno obbligo di indire frequenti referendum nei loro 
reparti su questioni sociali e tecniche e tenere frequenti comizi］（“Pro-
gramme	 of	 the	Department	Commissars,”	L’Ordine nuovo 1,	 no.	 25	

［November	8,	1919］:	194）.		労働者代表たる委員は、労働者大衆との直の
接触の中で生活し、同心円状の委員会でこの連携を確保していたため、
日常経験そのものが官僚的疎外を回避していた。選挙は労働日中に非公
開投票により、最終的な開票は即座に公開で行われた。他方、「工場評議
会の執行委員会」（il comitato esecutivo del consiglio di officina）は、「工場
内での執行権と評議会の集会での代表権」を保持する「プロレタリア自治
の最大機関」（massimo organismo dell’autogoverno proletario）として、委
員によって選出された。フィアット・チェントロの執行委員会は、長期目
標を明確に打ち出していた。「われわれは巨大な蛸をつくっているような
もので、その触手は現代の産業生活のあらゆる皺に入り込み、あらゆる
生産・革命活動を包摂し、調整する。このようにして、われわれは目的
達成とプロレタリア権力の樹立のために指示する強力な闘争手段を構築
できるだろう」（“The	Opinion	of	the	Executive	Councils	on	the	Workshop	
Committees”	［il parere del C.E. sui Consigli d’Officina］,	L’Ordine nuovo 1,	
no.	42	［March	27,	1920］:	335）。
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（39）	 “To	 the	Department	Commissars	of	 the	Fiat	Centro	and	Brevetti	Work-
shop”	［Ai commissari di reparto delle officine Fiat Centro e Brevetti］,	
L’Ordine nuovo 1,	no.	18（September	13,	1919）:	140.

（40）	 1919年7月設立の全国諮問委員会は、全国の金属産業を代表し、全イギ
リス労働運動の組織的調整を最終目的とする全国協議会を構想していた。
1921年、金属労働者以外の全階層運動を統合する意志に忠実に、運動は
新会則を受け入れ、その名称を労働者統制・職場執事運動から全国労働
者委員会運動（NWCM）に変更した。

（41）	トリノの社会党は、1920年の労働者評議会大会に参加するよう農民を招
待する書簡をしたため、こう宣言した。「農民諸君、われわれは諸君に工
場委員会大会の仕事に参加するよう勧める。諸君もまた、労働者が一掃
したいと望む重い資本主義秩序の抑圧に苦しめられているのだから」（“For	
the	Congress	 of	 the	Factory	Councils,	 to	 the	 Industrial	Workers	 and	
Peasants	of	All	Italy”	［Per il Congresso dei Consigli di Fabbrica, Agli operai 
e contadini di tutta Italia］,	L’Ordine nuovo 1,	no.	42	［March	27,	1920］:	
331）。グラムシによれば、プロレタリア革命は、産業労働者が「資本主義
的奴隷制」の鎖を断ち切り、北部のブルジョワジーによる南イタリアの植
民地化を一挙に排除することで、悪辣な「南部問題」を解決するだろう。

（42）	Gramsci（1921）.
（43）	Speech	of	Gino	Olivetti	to	confindustria,	“The	Opinion	of	the	Industrialists	

on	 the	 Factory	Councils”	［l’opinione degli industriali sui Consigli di 
Fabbrica］,	L’Ordine nuovo 2,	no.	2（May	15,	1920）:	15に再録。

（44）	 L’Avanti, Piedmont edition（May	1,	1920）, Spriano（1971,	101）に再録。
（45）	国家の弾圧勢力の攻撃に直に立ち向かわなければならなかったトリノの社

会党支部は、社会党の刷新と「非革命的共産主義者」の追放を求める動議
（グラムシの手による）を可決した。同決議は、工場を基盤とし、プロレ
タリアートの先鋒としての役割を理解した、徹底的に革命的な党の指導
と調整の役割を前面に押し出した。数か月後、第3インターナショナルの
第2回大会で、レーニンはこの決議を、その批判と実際的な提案の両面に
おいて、第3インターナショナルの原則に完全に合致するものとして承認
した。新秩序の孤立とCGdLとPSIの不動主義は、Spriano（1971,	97─98）
を参照。

（46）	妨害主義はあらゆる技術部門、冶金工場と海軍造船所で始まった。一般
に、工場占拠のエピソードをもれなく文書化した資料は、Spriano	1975	
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を参照。
（47）	Santhià（1956,	120）.
（48）	「多くの労働者階級の家庭は、8月末から賃金が支払われていなかった。

すなわち、彼らの状況は絶望的になっていた。……緊急性の高いニーズ
は、何よりもまず、協同組合からの補助金、そして『共産党の台所』での
大衆の連帯、そして1000を超える支援と友愛の手によって満たされた」

（Spriano	1975,	83）。
（49）	Natoli（2017,	194）の証言。
（50）	同上。
（51）	 Rocca	1920,	221─252を参照。
（52）	Anonymous	editorial,	 “The	Symbol	and	Reality”	［Il	simbolo	e	 la	 realtà］,	

L’Avanti ［Piedmont］,	September	3,	1920.
（53）	ローマの代表者は以下の通り。ダラゴナ、バルデージ、コロンビーノ

（CGdL）。マルキアーロ、ライネリ、ミッシローリ（FIOM代表）。コンテ
ィ、クレスピ、オリベッティ、ファルク、イチーノ、ピレッリ（産業連合
会）。

（54）	マスコミは同合意を「屈服」と表現したが、実業家の大半はこれを政府の
独断と呼び、会議の代表者たちを広く批判した（ACS,	Ministero	degli	
Interni,	direzione	generale	di	ps,	affari	generali	e	riservati,	D.	13,	busta	74,	
n.	2958,	in	Spriano	1975,	195参照）。

（55）	Missiroli	1924,	172,	Spriano	1975,	104に再録。
（56）	［la vittoria dei metallurgici non ha l’eguale in tutta la storia del movimento 

operaio internazionale］
（57）	同時代の人々や歴史家たちは、1920年の夏が「真の」革命的瞬間であった

かどうか、また、客観的条件が、党と労働組合の「決断力の欠如」という
弱い主観的要因によって先取りされたかどうかという、物議を醸す問題に
ついて長広舌を振るってきた。解決策を見出せぬかかる論議の複雑さは、
ここでの考察範囲を超える。はっきりしているのは、体制側の多くが、大
混乱が間近と確信していた点にある。1933年のルイジ・エイナウディの
言を借りよう。「社会主義運動の指導者が工場労働者の反乱を利用し、政
権への攻撃に移ったなら、状況は真に革命的になっていただろう」

（Einaudi	1933,	332）。
（58）	ACS,	Ministero	degli	 Interni,	direzione	generale	di	ps,	 affari	 generali	 e	

riservati,	D.	13,	busta	74,	n.	2936,	Spriano（1975,	190）に再録。
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（59）	 La gazzetta del popolo,	October	3,	1920,	Spriano（1975,	123）に再録。
（60）	Salvemini（1929,	22）.
（61）	ミラノ労働会議所マニフェストにはこうある。「労働者たちよ！　われわ

れは休戦中である。武装を解かず、動員を解除し、不信に心を奪われて
はならぬ。われわれの時は必ず来る。その時は気を確かに持ち、肚を決
めねばならない。われわれが待つのは、勝つためなのだ！（L’Avanti,	
September	22,	1920）。続く数日間、『アヴァンティ』は革命の未来を予兆
させる論調を用いた。一例として、1920年9月24日付の『アヴァンティ』
には、「労働者よ、団結して新たな戦いのために、確かな勝利のために前
進せよ！」と題する記事が掲載された。

（62）	グラムシは繰り返して、「工場評議会は、プロレタリア階級にとって何よ
り歴史的に不可欠な革命的制度であることを実証した」（Gramsci	1920c,	
121）と述べた。10月に彼はこう書いた。「イタリアのプロレタリアートは、
世界革命の決定権を握りうる」（“The	political	week,	international	discipline”	

［La settimana politica, la disciplina internazionale］,	L’Ordine nuovo 2,	no.	
18	［October	16,	1920］:	138）。

（63）	技術者ピエトロ・ボルギも、「実質的に、この9月の経験はかけがえのな
いものだった」（Seassaro	1920,	134）と述べ、今こそ未来のためにその果
実を刈り取るときと主張した。フィアット従業員のマリオ・スタジオッテ
ィもこう述べる。「彼らは決定的瞬間に備えなければならなかった……す
べては手ごわい力の前に屈するだろう」（Spriano	1971,	142所収）。

（64）	Serpieri（1930,	328─333）も参照。
（65）	内戦の数年間とファシスト部隊の攻撃を劇的に描くものとしては、Tasca

（1965,	143─221）とSalvemini（1966,	chapter	19）を参照。
（66）	本書の目的は、緊縮財政が社会主義的提案の敗北の唯一の理由であった

と主張することではない。そのような主張は、事実を超えた分析と、これ
らの運動の内部的な弱点と強みの徹底的な調査を必要とするが、それは
本書の目的ではない。

第Ⅱ部

第5章
（1）	 ジェノヴァでは、ドイツ、ロシア、オーストリア、ハンガリー、ブルガリ

アなど、ヨーロッパの全列強が参加した。アメリカは両会議に招待された
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が、公式には出席を拒否した。
（2）	 第1回ジェノヴァ会議でのルイジ・ファクタ元イタリア首相の発言は

Medlicott	et	al.,	eds.（1974.	vol.	19,	305）より引用。
（3）	 ジェノヴァ会議の未解決問題、すなわちメディアや世間の注目を何より

集めたものは、第一委員会の焦点となったロシアとその西側諸国との経
済関係であった。和解の模索が不首尾に終わったのは、ロシアの承認、
債権、財産、債務の問題が未解決のまま残され、ドイツとの新たな賠償
危機の問題に対処できなかったためである。特定の問題（一例として、フ
ランスとイギリスの賠償金、ロシア政府の承認、上シレジア、軍縮等）に
ついての国家間の政治対立は、財政委員会によって正式決定された緊縮
財政に関する全会一致を損なうことはなかった。この合意は財務委員会
によって正式に承認された。

（4）	 1922年、『エコノミスト』 誌は、「ジェノヴァはブリュッセル同様、賠償金
や戦費の問題、あるいは軍縮のような政治問題に対処できない弱みに苦
しめられている」と指摘した（“The	Eve	of	 the	Conference,”	Economist,	
April	8,	1922,	661ff.）。賠償と債務からなる根本問題は、一例として“A	
Critical	Conference,”	Economist,	December	9,	1922,	1063ff.を参照。ある
いは経済学者グスタフ・カッセルは、「ジェノヴァ会議の審議のために事
前設定された狭い範囲……会議は、	病める世界を回復させる提言を行うこ
とを求められていたが、疾病の根本的な原因に触れることはなかった」

（Cassel	1922,	140）と嘆いている。『Manchester Guardian Commercial』誌
の同号に掲載された他記事も参照。J.M.	Keynes,	“The	Genoa	Confer-
ence,”	132─133,	and	Francesco	Saverio	Nitti,	 “The	Genoa	Conference,”	
134─136.	

（5）	 本書冒頭で、私はテクノクラシーを「経済の専門知識による支配」と定義
した。それは、経済学者が経済政策について助言し、実行するという歴
史的な形態と、経済学者が階級にとらわれず中立的な立場を保持し、不
変の対象に関する普遍的な価値中立的な真理を提示するという認識論的
な形態の双方を含む。このような対象は、決して人間の実践によって歴
史的に構築されたものとして理解されるのではなく、むしろ与えられたも
の、この世界の事実として理解される。

（6）	 国際連盟の経済・金融部門事務局は、会議の準備のために、経験的デー
タと専門家の助言を含む14の準備文書を作成した。統計資料は「通貨統
計」「財政」「国際貿易」を扱ったものだった。これらの統計は『エコノミスト』
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誌で徹底的に論じられた（一例として“Some	Recent	Budgets,”	Economist,	
November	3,	1923,	783ff.を参照）。資料の説明はSiepmann（1920,	437─
439）を参照。

（7）	 デイヴィスは続ける。「統計はただの粗い数字の集合物ではない。それど
ころか、データは選択・推敲され、解釈の基礎として慎重に提示されて
いる」（Davis	1920,	350）。

（8）	 国際連盟事務総長によって任命された諮問委員会のメンバーは、ジャン・
モネ（委員長、フランス）、ジョセフ・ルイ・アヴェノール（フランス）、
アルベルト・ベネデュース（イタリア）、R・H・ブランド（イギリス）、ダ
ドリー・ウォード（イギリス）、ホセ・ゴンザレス（スペイン）、W・T・
レイトン（会議事務局長、イギリス）、カレル・E・テル・ミューレン（オ
ランダ）だった。

（9）	 International Financial Conference, Monetary Problems XIII: Joint 
Financial Statement of the Economic Experts,	in	Brussels	1920,	vol.	5,	2─3
に再録。

（10）	His	Majesty’s	Stationery	Office（HMSO）,	“Reports	of	 the	Committee	of	
Experts	Appointed	by	the	Currency	and	Exchange	sub-commission	of	the	
Financial	Commission,”	1922,	London,	cmd.	1650.

（11）	 世界が罹患する多くの「金融病」で彼らが強調したのは、「膨大な内外の
債務」「政府支出増加」「インフレの暴走につながる『膨大な』紙幣」「世界
的『資本不足』」「国際貿易の破綻」だった（Brussels	1920,	vol.	1,	4─5	and	
vol.	3,	ix）。

（12）	 “The	Cooling	Lava,”	Economist,	November	 13,	 1920,	 857.	Revival of 
Marxism was	a	book	by	Joseph	Shield	Nicholson	published	in	1920.

（13）	 Brussels	1920,	vol.	5,	7.
（14）	国際連盟は教育目的を果たすために、財政的立場の比較についての冊子

や定期刊行物を作成し、その後何年にもわたって発行し続けた。さらに、
ブリュッセルの金融会議は世論に敏感で、「『会議フォーラム』または『ト
リビューン・リーブル』と呼ばれる独自の経済ニュース紙」を創刊した

（Siepmann	1920,	441）。
（15）	 結論で詳しく論じたように、新古典派政治経済学文献は、政治制度への

不信を常態化させており、それゆえ政治制度は、（選挙によらざる）独立
した経済団体に可能な限り大きな影響を与えるよう改革されなければなら
な い。 一 例 と し て、Vittorio	Grilli	et	al.（1991）,	Alesina	and	Summers
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（1993）,	及びAlberto	Alesina	and	Vittorio	Grilli,	“The	European	Central	
Bank:	Reshaping	Monetary	Policy	 in	Europe,”	 in	Canzoneri	et	al.（1992）
を参照。

（16）	ブリュッセル財政委員会の副委員長だったブランドの言を借りれば、「歳
入は少なくとも、負債の利子と回収不能資金を含むすべての経常支出を
満たすのに十分でなければならない」（Brussels	1920,	vol.	2,	19）。チャル
マーズは、さらに踏み込んで「普遍的」かつ「不可欠な」な原則について
語っている。すなわち、個人は「自分のことは自分で何とかすべきであ
る」（同書、25）。

（17）	主流派の枠組みに対する『雇用・利子および貨幣の一般理論』の論点の一
つは、投資＝貯蓄との考え方（いわゆるセイ法則）の否定にあった。ケイ
ンズ派にとって資本蓄積に必要なのは、さらに多くの（潜在的に無為な）
貯蓄ではなく、むしろ投資家が投資するインセンティブ、すなわち十分に
高い利潤期待である。高い利潤期待は、高い総需要によって保証される
より多くの商品の販売という期待を伴う。特に、より多くの政府支出であ
る。

（18）	工場占拠の逸話は第4章を参照。
（19）	ジェノヴァ決議は、通貨安定を達成するために「政府支出削減が真の救済

策」たることを再確認した。なぜなら、「各国政府が自国通貨を効果的に
管理するためには、信託資金や銀行信用の創出に頼らずに、毎年の支出
を 賄 う 必 要 が あ る 」か ら で あ る（Report	of	 the	Second	Commission	

［Finance］,	Resolution	7	and	Resolution	11,	in	Gordon	and	Montpetit	1922,	
68─70）。さらに、公的債務の削減と整理は、債務保有者が満期を迎える
国債を支払い手段として利用できなくなるため、経済の流動性を低下さ
せることになる。

（20）	このようなインフレ診断は、1930年代に展開されたケインズ派の議論に
反しており、インフレはそれ自体公的赤字支出によって引き起こされるの
ではなく、むしろ経済がフル稼働に達し、需要が供給を構造的に上回る
ときに生じる。したがって、ケインズ派の議論では、完全雇用になるまで
赤字支出はインフレを引き起こさない。

（21）	 Lloyd（1925）.	批判的な論調で、この論文はデフレの陥穽を暴き出してい
る。ポンド価値上昇には、必然的に次の問題があった。「1）輸出産業に特
に大きな打撃を与えることになる為替上昇、2）貿易と産業全般を妨げる
ことになる物価下落、3）主に賃金の削減を意味するコスト削減、そして
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最後に、4）賃金が強制的に引き下げられることが知られている唯一の手
段であることから、大規模な一般失業、……そして、利子生活者は、抽
象的な正義が要求する収入の減少を被っていない」（1925,	414）。もちろん、
これら再評価は、大学教授のごときブルジョアのような、貯蓄や固定給
を持つ人々の一部に利益をもたらすものだった。

（22）	第6章で見るように、イギリスでは変動債務の資金調達はさらに政治目的
上の意義を獲得した。すなわち、戦後の異常な状況、すなわち国債の過
剰発行によりイングランド銀行の金融主権が問われる状況を解消するた
めである。実際、債権者は満期時に財務省債を更新しないことで、イン
グランド銀行の信用規制を回避できた。一方で、いったん債務が資金調
達されると、経済と政治の分裂が再び勢いを増すことになる。政府はも
はや金融管理に関与しなくなる。

（23）	ブリュッセルでは、この問題はいまだ同意を獲得するまでには熟していな
かったが、1922年までにジェノヴァ決議は、「今、ヨーロッパ各国政府が
金本位制確立の最終目的たるを宣言することは、一般の利益にかなう

4 4 4 4 4 4 4 4 4

	」
（Report	of	 the	Second	Commission	［Finance］	Resolution	VI,	 in	Gordon	
and	Montpetit	1922,	68、傍点筆者）と明快に述べる。

（24）	戦前、通貨は金の価値に基づいており、為替レートの変動は制限されて
いた。こうした考えは、ラルフ・ホートリーが議場に立ったロンドン専門
家会合で明確に打ち出された（彼の役割と理論は第6章を参照）。主な直
観は、国家および国際通貨に内在する不安定性を実際に脱却するには、
通貨を金との固定平価に固定することによってのみ可能であるというもの
だった。

（25）	決議が示すように、その重要な機能は「通貨を平価に維持することを視野
に入れ」て信用を調整することだった（Report	of	 the	Second	Commission	

［Finance］,	Resolution	11,	in	Gordon	and	Montpetit	1922,	70）。
（26）	専門家によれば、金利上昇は一般に貨幣金利に反応した。そして2つの点

で抑制的に作用した。一方では、貨幣金利の上昇は直接的にイギリスに
金を引き寄せるか、さもなければ国外流出する可能性のある金を国内に
留める傾向があった。他方では、事業目的の融資需要を減らすことで、
支出を抑え、英国の物価を下げる傾向があった。その結果、輸入が抑制
され輸出は促進され、為替はイギリス有利に傾いた。

（27）	金本位制の前提条件はインフレの抑止にあり、そのためには均衡財政が
なくてはならなかった。第7決議の言を借りれば	「国家の年間予算に不足
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があり、それを信託貨幣や銀行信用の創出によって補っている限り、通
貨改革は不可能であり、金本位制の確立に向けたアプローチも不可能で
ある。したがって、最も重要な改革は、新たな資産を裏付けとしない信
用創造を伴わない国家の年間支出の均衡化でなければならない」（Report	
of	the	Second	Commission	［Finance］,	in	Gordon	and	Montpetit	1922,	68─
69）。金本位制を達成したことで、国家は貿易収支の均衡を維持しながら
支出を賄うための通貨発行権を失い、支出能力が制限されることとなっ
た。輸入過多は金の損失につながるためである。

（28）	金本位制への強固な関与の根底には、デフレのもたらす結末への恐怖が
あった。特に、「戦前の平価を大きく下回る水準まで通貨価値が下落した
国々では、平価への復帰には、貨幣賃金と物価の継続的な再調整に伴う
社会的・経済的混乱、及び国内債務の負担増が伴うはずである」（Reports	
of	the	Committee	of	Experts	appointed	by	the	currency	and	exchange	sub-
commissions	 of	 the	 financial	 commission,	Annex	A,	 in	Gordon	 and	
Montpetit	1922,	73）。専門家は、金への移行は徐々に行われ、慎重になさ
れるであろうと考えていた。

（29）	R・H・ブランドはこの考えを繰り返した。「資本の不十分さ、ひいては生
産力の不十分さは本質的なものであり、したがって私の考えでは、財政
の指針たるべきは、資本を可能な限り急速に増加させる点にある」

（Brussels	1920,	Verbatim	Record,	vol.	2,	16）。
（30）	戦後金融政策に関するケインズの立場は、Howson（1973）	 の古典	“A	

‘Dear	Money	Man’?”	を参照。
（31）	 Keynes	in	February	1920,	Tooze（2014,	356）に再録。
（32）	引用はこう続く。「つまり、わが国の政治家であるW・E・グラッドスト

ンの言を借りれば、貨幣が国民のポケットの中で意味あるものとなるのを
認めるなら、差し迫った必要性を除いては、政府は支出を最小限に抑えな
ければならない」（R.	H.	Brand,	Brussels	1920,	Verbatim	Record,	vol.	2,	
17）。

（33）	パンタレオーニはこう述べる。「政府は、古今東西の経験が証明している
ように、まったく不適であるにもかかわらず、きわめて広範な業務を管理
下に置き、民間管理から切り離してきた。（a）鉄道を管理できない、（b）
海運を管理できない、（c）港湾を管理できない、（d）国際通商を管理でき
ない、（e）手形の通商を管理できない、（f）商品の価格を調整できない、

（g）徴発後の商品を保存・分配できない」（Brussels	1920,	vol.	5,	102）。
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（34）	Haldane	to	Escher,	December	26,	1918,	in	Johnson（1968,	245）.	
（35）	イタリアとイギリスの事例を比較分析しただけでは、第１次世界大戦後に

緊縮財政を実施した他のすべての国々、たとえば、海外で緊縮を実施し、
それを推進したアメリカ等に正当な評価を与えることにはならない。一例
として、Migone（2015,	1─27）を参照。

第6章
（1）	 ピグー教授や、ジョン・ブラッドベリや中心人物のバジル・ブラケットな

どの財務省高官も含まれる。
（2）	 HMSO	1918b,	5.
（3）	 Austen	Chamberlain,	HC	Deb	16	March	1920,	vol.	126,	cc	2069.
（4）	 同上、cc	2071。
（5）	 Mitchell（1998,	189,	Table	B4）.
（6）	 金本位制への復帰に関わる全行程の詳細文書は、Moggridge（1972）	及び	

Howson（1974）	を参照。
（7）	 財務省の役割は、戦時中に政府によるインフレを伴う借り入れを制御で

きなかったことへの対応として拡大した。「1919年に内閣が財務省の強化
を決定した際、大臣たちが最も重視したのは、政府機関を制御し、浪費
を省く強力な中央省庁の必要性であったと思われる。財務省事務次官は
トップに任命され、1920年には協議会の命令により、各省庁の行動を管
理するための規定を財務省が定めうると規定し、財務省の公務員に対す
る権限を強化した（Peden	1983b,	376；これらの改革に関する直接的な資
料についてはT	199/351を参照）。一般的に、当時の財務省の構造と機能
については、Peden（2000,	128─190）を参照。

（8）	 大半の国で財務大臣に相当。
（9）	 一例として、T	172/144b	fols.	322─333に、ニーマイヤーが書いた1925年

の金法案と予算演説を首相が受諾したとの証左を見出しうる。
（10）	オックスフォード大学の学位Literae Humaniores は、ギリシャ語やラテン

語のテクストを用いた古代史と哲学に、論理学を含む近代哲学を組み合
わせたものだった。すなわち、ブラケットとニーマイヤーは経済学を専門
とはしていなかったのだ。Peden（2000,	20─21）を参照。ブラケットとニ
ーマイヤーは実務家であり、学術論文を書いたりはしなかった。しかし、
財務省に入省して、金融・財政の専門家として広く認められるようになっ
た彼らは、学界と多くの接点を持つようになった。ブラケットはアメリカ
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政治社会学会で講義を行っていた。彼は1934年、ハイデルベルク大学で
講義をする中、交通事故で亡くなった。一方、ニーマイヤーは、1930年
に『ブリタニカ百科事典』第14版に「債務転換」の項目執筆という名誉あ
る任務を与えられた。1941年から1957年までロンドン・スクール・オ
ブ・エコノミクス理事長を務め、1965年まで理事を務めた。

（11）	また、ロバート・ボイスは、1923年のスノーデン首相について、「ノーマ
ンに目がくらんだスノーデンは、財務省の最高財務顧問だったオットー・
ニーマイヤーに敬意を表していた。ニーマイヤーは戦後、他の首相たち
に対してそうしたように彼を完全に支配した」と表現している（Boyce	
1987,	51）。

（12）	『タイムズ』紙参照。“New	Greek	Loan,”	September	14,	1927,	10;	“The	
Bulgarian	Loan	Negotiations,”	December	3,	1927,	12;	 “The	Problem	of	
Security,”	February	27,	1928,	13;	and	“End	of	Geneva	Meeting,”	March	12,	
1928,	13.

（13）	アルゼンチンにおける中央銀行の役割に関するニーマイヤーの理解は、
Sember（2012）の議論を参照。

（14）	Daunton（2002,	chapters	1─3）は	「グラッドストン的財政規律」について
述べる。ヴィクトリア朝の遺産はPeden（1985,	1─12）を参照。

（15）	 財務省見解は、Skidelsky（1981）及びMattei（2016）を参照。
（16）	 T	176/5,	part	2,	 fols.	2─4,	June	1924掲載のJ.	E.	Norton記事“The	Pro-

posed	Raise	in	the	Bank	Rate	in	the	Near	Future”を参照。
（17）	ホートリーの経済理論に関する二次文献は、Howson（1978）、Black

（1977）、Howson（1985）、Deutscher（1990）、Gaukroger（2008）、Mattei
（2017	and	2018a）を参照。

（18）	経済思想と実践知の関係については、すなわち財務省見解が主として経
済理論の成果だったのか、あるいはむしろ財政学やロンドン市の伝統の
産物だったかについて、広範な議論がなされてきた（Howson	and	Winch	
1977;	Tomlinson	1981;	Middleton	1985;	Clarke	1988;	Peden	1983b,	1984,	
1996,	2000,	2004b;	Mattei	2016,	2018a,	2018b参照）。私たちの論文では、
2つの統合を試みている。確かに、ホートリーの理論を「理由として」、英
国財務省が財政・金融の厳格な方針を採用したわけではない。しかし、
その理論は、戦後の緊縮財政を最大限に洗練させる上で中心的な役割を
果たした。ホートリー自身は、財務省の先輩、特にジョン・ブラッドベリ

（ブラケットやニーマイヤーに先立ち、財務次官（1913～1919年）として
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財務省の舵取りを担ったさる緊縮推進派の有力者）の実践知から多大な影
響を受けていた。さらに、ホートリーはアカデミックな経済学の正統派か
らは一種のアウトサイダーだったため、従来の経済学的伝統の枠組みか
ら逃れ、独自の洞察を供することができた。ペデンが指摘するように、ホ
ートリーが最初の著作をものしたとき、彼は「当時の文献に精通している
とは言えなかった」（Peden	1996）。ホートリーの1913年著作では、他の
経済学者への言及はアーヴィング・フィッシャーだけであり、その言及は
ホートリーが最初の草稿を書き上げた後に加えられたものだった。さらに
ホートリーは、自らの貿易循環理論がアルフレッド・マーシャル由来であ
る事実を否定した（Deutscher	1990,	8,	247）。

（19）	しかし、官庁エコノミストとしてのその地位は、自らの意思で首相に上申
しうるほどまでに高くはなかった。大半の場合、ホートリーは自らの考え
を、ブラケットやニーマイヤーといった管理官を通じて伝えていた。

（20）	ホートリーの財務省高官に対する力は1930年代には衰微していた（Howson	
1978,	509─510）。第２次世界大戦中、彼は通常の定年を過ぎていたため、
経済上の助言には関与していなかった。彼は金融政策の記録管理業務に
従事していた。

（21）	ホートリーは多作だった。1913年から1940年の間に12冊の著作と少なく
とも44本の論文を出版し、経済学雑誌に定期的に寄稿した数多くの書評
は言うまでもない。1935年には英国アカデミーのフェローとなり、引退
後は1946年から1948年まで王立経済学会の会長を務めた。

（22）	ホートリーは最終的に景気循環について、一般のマネタリストの読みとは
異なる、過剰消費主義的な貨幣理論による景気循環論を展開した。彼は
こう言っている。「貨幣数量説はそれ自体は不十分であり、私が消費者所
得と消費者支出と呼ぶもの、すなわち単に各々の所得と各々の支出の合
計に基づく方法に行き着く」（Hawtrey	1919a,	Preface,	v）。

（23）	 1973年と1974年のフランシス・スプレングとの会話、Howson（1985a,	
156）に再録。

（24）	ホートリーがさらなる金融デフレを招くことなく金本位制への回帰を楽観
視していることについては、Mattei（2018a）及び（2018b）を参照。注目す
べきは、ホートリーが純粋な金本位制を支持したわけではない点である。
むしろ、彼は中央銀行が金関連通貨を金と完全に同等な準備金として限
定的な保有を認める金為替本位制を提案した。これにより、金の使用量
を節約し、金に対する過剰需要を減らすことができる。過剰需要はデフ
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レの必要をさらに高めることになる。さらに、ホートリーは、少なくとも
連邦準備制度とイングランド銀行が協力し、物価指数や貿易状態を示す
その他の指標を参照して信用供給量を管理すべきであると提言した。ホ
ートリーは、ジェノヴァで提案した金為替本位制は、戦前の構想を大幅
に改善したものと信じていた。「今回の決議は、戦前の標準を2つの点で
改善している。1）実際の金の使用量を節約しうる交換標準を採用するこ
と。2）通貨としての金の価値を調整し、商品との関係におけるその価値
を安定させること。（2は、安定化を達成する最有望の方法である）」（T	
208/28、fol.	11）。

（25）	 2人のやりとりを示す史料証拠は、ホートリーを「尊敬すべき知性の持ち
主でありながら、政策立案の主要プロセスから距離を置かれていた」とい
う従来の説明に異議を唱える根拠となる（Deutscher	1990,	3）。この見解
は、ウィンストン・チャーチルの「学識ある人物を、われわれが彼を幽閉
した地下牢から解き放つべき」（Black	1977,	379	に引用）との主張や、ジ
ョン・メイナード・ケインズの「ホートリーの僻地」という表現（Howson	
and	Winch	1977,	25）に影響を与えた。これはロバート・ブラックが修正
を試みたにもかかわらず、根強く残っている（Black	1977,	378）。	

（26）	ニーマイヤーの金融政策ファイルのうち注目すべき一式は、主にホートリ
ーの覚書で構成される（T176/5	参照）。ニーマイヤーがホートリー思想を
積極的に活用した一例が、国際労働機関（ILO）の高官、ルウェリン・ス
ミスとの往復書簡である。ニーマイヤーは回答をまとめるため、ホートリ
ーに書簡をしたため、金融政策と失業関係の助言を求めた。スミス宛て
書簡から、ニーマイヤーがホートリーの覚書を十分に活用していた事実が
判明する。その主題は実際、失業の究極的解決策としての信用安定化と
いうホートリーの概念だった（T	208/95参照）。

（27）	 1922年10月12日にも、ノーマンは次のように書き送っている。「親愛な
るホートリー殿、ジェノヴァ決議に関する論文を送ってくれてありがとう。
貴殿の議論の明晰さと思考の凝縮に感嘆しつつ読みましたが、中央銀行
は目前に示された理想に実際に到達することができると言えるでしょ
う！」

（28）	チューズデー・クラブの他の参加者には、経済学者のウォルター・レイト
ン、ヒューバート・ヘンダーソン、デニス・H・ロバートソン、チャール
ズ・アディス、ボブ・ブランド、レジナルド・マッケンナ、ヘンリー・ス
トラコシュのようなシティの金融関係者、ジョン・アンダーソンやジョサ
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イア・スタンプのような高官、A・W・キディやハートリー・ウィザース
のような金融ジャーナリストがいた（Skidelsky,	2003,	264）。

（29）	貨幣の概念は信用（または負債、負債は信用の正反対）に次ぐものであり、
貨幣とは「負債が法的に支払われる媒体」（Hawtrey	1925a,	232）に過ぎな
い。かかるホートリーの見解は、貨幣を価値貯蔵として解するマルクスや
ケインズ（『雇用・利子および貨幣の一般理論』1936年以降）など他の貨幣
理論とははっきりと違っていた。ホートリーにとって、生産の主導権は

「ディーラー」つまり生産者と消費者の仲介者の注文にかかっていた。そ
の後の生産過程では、次々と負債が生み出される。「製造業者や請負業者
は、日ごとに従業員に対して負債を負うようになり、商人は製造業者に対
して負債を負うようになる」（Hawtrey	1919a,	376）。

（30）	他の箇所では、信用の増加と有効需要の増加の関係について指摘してい
る。「したがって、信用の創出が加速または遅延するということは、人々
の収入が同様に増加または減少することを意味するという結論に達する」

（Hawtrey	1919a,	40）。そしてまた、「インフレとは、生産から消費者の所
得、そして消費者の支出へと、高価格が広がっていくことである」（同書、
114）と述べている。

（31）	ケインズが1930年にそうしたように、ホートリーは1919年にはすでに、
有効需要を消費に充当される購買力と投資に充当される購買力の2つの要
素から構成されるものと解していた。ホートリーは「蓄積に適用される購
買力は、消費とは区別されるが、貯蓄と銀行からの融資という2つの源泉
から生じる」と記している（Hawtrey	1919a,	348）。ケインズは、有効需要
とは総需要が総供給と等しくなる点と明快に規定した。ケインズは、総
需要とは、一定数の労働者を雇用することによって得られると期待される
収益であると、企業家の視点からこの均衡点を理解している（これは、社
会が消費に費やす金額と投資に費やす金額についての期待値に相当する）。
一方、総供給量はベンチマークであり、賃金支出に見合うだけの収益を
起業家が期待する必要がある量である（「N人の雇用に必要な収益の期待
値」）。ケインズが政府支出を重視した理由を説明する革新的な思想は、
次のようなものである。自由市場資本主義の下では、有効需要は完全雇
用を達成するのに必要水準には通常不足する。というのも、大半の場合、
企業家は実際に投資するほど高い期待を抱いていないからである。遊休
貯蓄はホートリーにとっては問題ではなかった。ホートリーは、貯蓄は

「遅かれ早かれ」固定資本に用いられるか、海外投資に回されると考えて
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いた。このように、ホートリーのモデルが主に過剰消費によるインフレを
懸念するのに対し、1930年代のケインズの主関心は、（同じく過剰消費を
動機とする）投資不足にあった。しかし、1919年にホートリーが、後のケ
インズの枠組みに重要な洞察を示したのは興味深い。その言を借りれば	

「国の生産資源の雇用は有効需要に支配される」（Hawtrey	1919a, 348）。
また、「生産は需要を生み出し、需要は生産を刺激する」（同書、376）と
述べている。

（32）	「信用の無制限な拡大は、商人及び銀行家双方の目先の利益にかなうよう
に思われる。物価の継続的かつ段階的な上昇により、在庫として商品を
保有することが利益を生むようになり、そのような商品を保有する商人が
支払う金利は、それに応じて高くなる」（Hawtrey	1919a,	13）。経済主体
の合理的な反応によって引き起こされる、この自己推進的インフレ・メカ
ニズムこそ、「商人の側には、ますます多くの借り入れを行い、銀行家の
側には、ますます多くの貸出をする固有の傾向を持つ」（同書、30）のであ
り、貨幣単位の流通速度が上昇し、ひいては通貨安を引き起こした。通
貨が「際限なく減価する可能性がある」（同書、52）ため、「信用の膨張傾
向は、固定された価値基準の維持と永遠に相容れない」（同書、16）とい
う結果となった。

（33）	ホートリーは説明する。「物価が上昇すると、ある商品の委託販売の調達
に必要な融資額も比例して増加し、信用創造はさらに加速される」（1919a,	
43）。

（34）	この意味で、ホートリーは国際貿易理論に所得アプローチを導入した最
初の一人だった。

（35）	ホートリーは同僚らとともに、貯蓄が支出に円滑に還流することで有名な
セイ法則を無批判に信奉していた。貯蓄と投資は利子率の変動で等価に
なると見なされていた。この意味で、過剰貯蓄とも言うべき過小投資の
問題は、ほぼ懸念されることはなかった。ホートリーにとっては、この流
れは投資市場の働きによって均等に維持されていた（Davis	1981,	213─
215参照）。ホートリーの見解は、Peden（1996,	75─81）も参照。

（36）	ホートリーも同意を与えた上で、次のように戒めた。「支出が消費に偏り
過ぎて投資に振り向けられなければ、経済回復は遅れ、商品の欠乏は深
刻化し、かつ長期化する」（Hawtrey	1919a,	350）。

（37）	労働者階級の「倹約家」は「貯蓄を銀行に預ける」ことはできたが、「まず、
家計としてもいくらかの蓄えがあることは確認しておかなければならな
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い」（Hawtrey	1919a,	22）。
（38）	ホートリーの経済モデルでは、「消費支出」に2つの異なる行動が含まれ

ていた。すなわち、消耗品やサービスに対する消費（非生産的消費）と、
資産、株式、債券への投資という形での貯蓄（生産的消費）である。
Deutscher（1990）は、ホートリーの用語法によれば財への支出と証券への
支出の弁別がなされていないと指摘する。両者はいずれも消費支出の一
部にほかならなかった。

（39）	中流階級とは、広義にはインフレから身を守る強力な労働組合を持たな
いホワイトカラー労働者を含んでいる。当時にあっては、所得審査を伴う
老齢年金のみが存在し、すべての民間企業が年金を提供していたわけで
はなかった（しかもこれらは指数連動型ではなかった）。こうした人々は、
退職後の生活を支えるために、現役時代の貯蓄に頼らざるをえなかった

（ペデンとの書簡）。
（40）	ホートリーは「財政的圧迫」が通貨改革の障害であると延々と繰り返した。

予算の厳格化はインフレ抑制に不可欠であり、ましな言い方をすれば、
通貨安定化の前提条件であった（Hawtrey	1919b,	435）。彼の説くところ
は国際的賞賛を得た。ジェノヴァ決議は、ホートリー直筆の覚書をそのま
ま書き写したものだった。「各国において、金本位制の再確立に向けた第
一歩は、国家の年間支出を均衡させることである。……（これが）通貨の
支配にとっての必要かつ十分な条件である」（“Financial	Subjects,”	T	
208/28,	fol.6）。1922年3月、ニーマイヤーは、イギリス国民に対して財政
の正統性に忠実たることが使命と断固たる意志をもって主張した。「われ
われ自身が財政均衡を図らなければ、ヨーロッパの健全な財政・商業状
況を求める運動全体が致命的後退を被ることを余儀なくされるであろう」

（“Note	to	the	Chancellor	of	the	Exchequer,”	T	171/202,	28）。
（41）	免税限度額は160ポンドから130ポンドに引き下げられ、1918年から

1919年にかけて納税者は5年前の3倍に増加した。1917年の夏までには、
所得税の支払いを拒否しがちであった鉱員や石炭労働者を中心に、控除
限度額の引き下げに反対する本格的な運動が起こった。その中心地はク
ライドサイド、ミッドランド、ロンドンの一部、サウス・ウェールズだっ
た（Whiting	1990参照）。

（42）	サウス・ウェールズ炭鉱労働者連盟の中心人物で労働党議員ヴァーノン・
ハートホーンの言を借りよう。「賃上げを受け、課税対象となった人々は
すべて、単に生活費の上乗せに対して課税されるだけだ。すなわち生活
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費の上乗せのために認められた金で税を支払うだけなのだ」（T	172/982,	
fols.	17─18,	in	Whiting	1990,	907）。

（43）	ブラケットの前任者ブラッドベリも同様の信念を持っていた。「国内債務
返済の課税は、強制的倹約の過程によって、国家の資本資源を減少させ
るどころか、むしろ増加させる傾向にある」（John	Bradbury,	“Reconstruc-
tion	Finance,”	T	170/125,	fol.	4,	1918）。

（44）	ハーバート・サミュエルが王立統計協会で行った会長演説は、「イギリス
の税制は低所得層ほど逆進的である。所得が最も少ない階層は、そのす
ぐ上の階層よりも歳入に占める負担金の割合が大きい……このような逆進
性は、歳入を酒、タバコ、茶、砂糖の課税に大きく依存することと、こ
れらの品目の消費が低所得者の間で所得に比例して多いという事実の結
果にほかならない」（Samuel	1919,	180）。

（45）	「債務の大部分は銀行が保有しており、その国の通貨制度と関わりを持っ
ている。ここでの利子は一般に産業界の自由になる。債務のもう一つの
大部分は株式会社によって保有されており、その利子は産業界への直接
支払いとなる。同様の事柄は、それ自身を事業に投資する個人に支払わ
れる利子にも当てはまる」（HMSO	1927,	99）。

（46）	税に関する労働党のイデオロギー基盤は、Daunton（2002,	50─60）を参照。
（47）	「貿易に必要なのは、支出削減の結果として課税が減額されることだ」と

ニーマイヤーは主張した。「支出を課税から借り入れに切り替えることは、
貿易にとってほとんど意味を持たない。支出削減の圧力が弱まる限りにお
いて（原文下線）、おそらく貿易にとっては有害である」（“The	Burden	of	
Taxation,”	T.	171/202,	fol.	28）。

（48）	こうした経済性の要求は何年も続いた。1923年に財務省から教育委員会、
労働省、年金省を含む全省庁に送付された「経済に関する」機密の回覧文
書（「経済に関する書簡」または「経済に関する財務省回覧」とも呼ばれ
る）では、支出と総貯蓄の見積もりを求めるとともに、「1924/25年の予算
を均衡させるためには、あらゆる努力を傾けて経済化を図る必要がある」
と伝えた（N.	F.	Warren	Fisher,	June	1,	1923,	T	160/159）。

（49）	各世界大戦直後の復員期間を除く。
（50）	委員会は段階的に作業を行い、1921年12月から1922年2月にかけて毎月

政府に報告書を提出し、閣僚委員会で検討された後、1922年2月に公表
された。国家支出委員会の第１次中間報告書（Cmd.	1581）、第２次中間
報告書（Cmd.	1582）、第三次報告書（Cmd.	1589）を参照。McDonald
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（1989）も参照。
（51）	ゲデスの斧以前にも、財務省は「実質ではなく、財政上の考慮のみに基づ

いて」決定を下すことに成功していた（Finance	Committee,	30	June	1921,	
TNA,	CAB	27/71）。戦後の野心的な住宅計画に対する財務省の反対運動
は、1919年にまで遡る。財務省は、資本不足に対処するために必要な資
源の割り当てを拒否していた。財務省証券の高金利（6%）により、地方自
治体の住宅債券（5.5%）への投資意欲を削ぎ、投資源を枯渇させた。1920
年11月、チェンバレンは内閣に対し、アディソンが計画した80万戸の公
共住宅建設を16万戸に制限するよう求めた。しかし、その秋までは、「英
雄にふさわしい土地」という特権に対する政府の公約は揺るぎないものだ
った。財務省の異議申し立ては、住宅に関する公約を破るわけにはいか
ないという理由で却下された。戦後の好景気が崩壊し、労働者の力が弱
体化した1921年になってようやく、政府が財務省の経済的節約要求を受
け入れる政治的条件が整った。

（52）	 1921年3月、政府はクリストファー・アディソンを厚生省から無任所の大
臣という異例のポストに異動させた。辞任後、アディソンは厳しく非難す
る小冊子（The Betrayal of the Slums（1922））を執筆している。

（53）	Thomas	and	Dimsdale（2017）、医療と教育はtable	A28a、公的部門の債務
利払いデータはtable	A28を参照。

（54）	イギリス失業保険も緊縮の犠牲となった。1920年代を通じて、「真剣に仕
事を探している」との要件や、既婚女性を受給対象から除外する厳しいミ
ーンズ・テストを制定することで、その適用範囲とコストを削減する仕組
みが絶えず考案された。Thane（1982）を参照。

（55）	財務省は、ゲデス委員会に提出した多くの覚書の中で、各省庁職員を大
幅に削減し、場合によっては閉鎖さえ提唱していた。一例として、“Treasury	
Report	to	Geddes	committee,	Ministry	of	Transport	estimates	1922/1923”

（T	186/25）を参照。
（56）	ゲイロックの逸話はPeden（1993）を参照。
（57）	ニーマイヤーはすでに1921年10月、植民地秘書官ウィンストン・チャー

チルにこうした考えをはっきりと伝えていた。チャーチルは財政運営と雇
用に関する財務省の見解を開示するよう求めたが、ニーマイヤーの返事
は簡潔ながら効き目があった。「国家が失業者に与えることのできる最善
の支援は……	1）支出を削減、2）債務を返済」（T	176/5,	part	2,	 fol.	39）。
したがって、彼は次のように続けた。「飢餓を防ぐために、失業者に最低



52

注

限の即時的支援を与えなければならないのは明らかであるが、失業問題
の最終解決のためには、その支援はあくまでも最小限にとどめなければな
らない」（同書、fol.	38）。

（58）	この見解によると、貯蓄者が国債に投資する代わりに他の生産的な事業
に投資し、政府が民間から借り入れることで限られた資金をめぐって競
争し、結果、他の民間投資家が資金を借り入れるコストが上昇するため、
クラウディング・アウトが起こるという。彼らの主張は確かに力があった。
なぜなら、クラウディング・アウトの最も明瞭な説明は、1929年4月15
日チャーチルの予算演説によるものだからだ。「財務省の正統な見解は
……政府が金融市場で借り入れを行うと、政府が産業の新たな競争相手
となり、民間企業が利用していたはずの資源を政府が独占し、その過程
で、資金を必要とするすべての人々の資金調達コストが上昇する」という
ものだった（Winston	Churchill,	HC	Deb	15	April	1929,	vol.	227,	5s,	1928─
1929,	fols.	53─54,	Peden	2004a,	57で引用）。

（59）	ケインズ思想の変遷は、Moggridge（1976）	及び	Howson（1973）	を参照。
（60）	ホートリーのクラウディング・アウト論の有名な定式は「公共支出と労働

需要」（Hawtrey	1925b）であり、そこではイギリスの巨大な失業問題を緩
和するために計画された公共事業の公的介入政策に明確な反論が試みら
れている。彼はこうした考えを、それまでの学術的著作（一例として
Hawtrey	1919a,	208,	and	1913参照）や財務省の覚書で繰り返し表明して
いた。ホートリーは基本的に、景気が悪化するときには銀行の信用創造
だけで雇用を増やすのに十分であり、公共事業は「不要」であると考えて
いた。彼は強くこう言い放った。「公共事業はただの儀式に過ぎず、自分
たちが何かしていると言いたいだけの人々には都合がよいが、そうでなけ
れば何の意味もない。信用拡大を刺激するのは簡単なことだ。そのため
に高額な公共事業の建設に頼るのは、豚を料理するのに家ごと焼き払う
ようなものだ」（Hawtrey	1925b,	44）。ホートリーのクラウディング・アウ
ト論は、Peden（1996）	を参照。

（61）	ボールドウィンの内務大臣ウィリアム・ジョインソン・ヒックスは、「失
業」に関する覚書の中で、	保守党政権が総選挙で「その不十分な失業政策」
への「誹謗」を免れる唯一の方法は、	労働党や自由党の野心的な提案に対
抗できるような、領土の生産力を拡大するための大規模な公的資金によ
る融資と「著しく大規模な道路建設」（HMSO	1929,	294─300）を通じた

「包括的な」景気刺激策であることを明らかにした。
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（62）	理論的な前提としては、物価下落につれて貨幣賃金は下方へ柔軟に変化
し、労働者は自らを値踏みして仕事に就くというものだった。

（63）	ホートリーの言を借りれば、次のようになる。「したがって、デフレとは
利潤と賃金の減少を意味する。賃金がデフレに抵抗し、デフレが過度に
利潤を押し下げれば、その結果は失業である」（Hawtrey	1919a,	361）。ブ
ラケットは、いかなる形の政府支出も賃金と生活費の低下を妨げると首
相に警告した。彼の言葉を借りれば、「イギリス政府がその支出を満たす
ため、あるいは満期を迎えた短期債務を立て替えるために新たな信用を
生み出している限り、物価や賃金や生活費を妥当な数字にまで引き下げ
ることはさらに困難になる」（August	6,	1921,	T	175/6	part	1,	fol.	15）。し
たがって、ニーマイヤーが繰り返したように、「野心的な支出や融資の計
画は、賃金や物価を維持することによって失業の弊害を強め、その究極
的な救済をより困難にするだけである」（T	176/5,	part	2,	fols.	38─39）。

（64）	また、ブラケットは、問題となっている政治的問題を鋭く理解していた。
「物価下落は、	すべての商人にとって不愉快なことであり、消費者である
労働者がいくら物価高を嫌ったとしても、	賃金の引き下げや雇用の欠如は
さらに不愉快なことである」（T	176/5,	part	2,	fols.	50）。

（65）	労働争議・労働組合法のもう一つの重要な側面は、労働者の政治力に制
限を加え、その党と組合に打撃を与えたことである。労働組合は、組合
員が「その基金に拠出する意思」を表明する正式な通知を出さない限り、

「労働組合の政治資金への拠出」を禁止され、その資金の多くを奪われた。
1913年の労働組合法で規定されていた	「コントラクト・アウト	」の代わ
りに、組合員は	「コントラクト・イン	」しなければならなくなった。この
法律の結果、労働党はわずか2年で、相当の財源（加盟基金からの総収入
の4分の1）と加入金の3分の1を失った（Cole	1948,	195）。さらにイギリ
ス国家は、公務員が労働団体に参加することを禁止し、「失格と免職」の
リスクを負わせた。この法律は公務員の政治的自由を著しく制限した。ミ
リスによれば、「30万人か40万人の公務員のうち、13万人、その大半は
電話や電信のオペレーターで、その他は郵便事業に従事していたが、労
働組合会議と労働党に加盟する7つの団体に所属していた。この所属は
1906年まで遡る例もあった」（Millis	1928,	326─327）。

（66）	ホートリーは、「不利な為替や、信用が拡大し過ぎたことによる他の症状
の治療法として、高い貨幣金利を処方する」という「貨幣市場の正統的理
論」を力強く擁護しており、覚書	“Cheap	or	Dear	Money”（February	4,	
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1920,	T	176/5,	part	2,	fols.	71─76）はニーマイヤーもブラケットもよく研
究したものである。

（67）	銀行金利の変更がデフレ目的でもインフレ目的でも即効性があるというホ
ートリーの理論については、Mattei（2018a,	477─479）を参照。注目すべ
きは、1920年代におけるケインズとホートリーの重要な違いは、ホート
リーが短期金利に多大な影響力を与えていたのに対して（短期借入は小売
業者や卸売業者の在庫を調達するため）、ケインズにとっては長期金利の
ほうが重要であった点にある（民間投資は最終的に株式発行によって「資
金調達」されるため）。ホートリーが『A Century of Bank Rate（銀行金利
の世紀）』（1938）でケインズを批判したのは、長期金利はあまり変動しな
いので、変動する投資の説明にはなりえないということを示すためであっ
た。

（68）	イギリスの現状へのホートリー・モデルの適用は、その覚書（“The	Credit	
Situation”（June	8,	1921,	T	17/6	part	1,	fols.	5─15））を参照。

（69）	銀行金利と財務省証券金利データは、Howson（1975,	 table	3,	p.	50,	and	
Appendix	2,	pp.	160─166）を参照。銀行券の流通についてはMitchell

（1998,	table	G1,	p.	789）を参照。
（70）	チェンバレンはケインズの提案を知っていた。「K.は金融危機に踏み切る

だろう（それが失業につながるとは考えていない）。必要であればどんな
金利でも、おそらく10%にし、それを3年間維持する」（February	4,	1920,	
T	172/1384）。財務省資料（T	172/1384）は、第２次世界大戦中にケイン
ズの要請で収集されたもので、1942年の彼のコメントも含まれており、
当時彼がこの助言をしたことを後悔していなかったことを示している。彼
はこう書いている。「最も印象に残っているのは、状況が完全に絶望的だ
ったことだ。すべてのコントロールが放棄されていた……当時はあまりに
非正統的であったあらゆる管理方法を除外して、私は今日、当時とまっ
たく同じ助言、すなわち、市場を破壊するのに十分で、そうでなければ
生じるであろう悲惨な結果の少なくとも一部を防ぐのに十分迅速な、親
愛なる資金の迅速かつ厳しい投入を行うべきだと感じている。実際、経
済学者たちの救済策は取られたが、あまりに臆病だった」（T	172/1384,	
fol.	3）。1920年当時のケインズの金融政策に関する見解と、その後の見解
との関連は、Howson（1973）を参照。

（71）	 “Keynes’s	Note	 of	 Interview	with	Chancellor”（February	 15,	 1920,	T	
172/1384,	in	Howson	1973,	459）.
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（72）	物価下落は、名目で固定された金融資産、とりわけ戦争で膨張した国債
価値を増大させ、結果これらの資産の保有者、主に社会的に裕福な人々
や金融機関の資産を増大させた。ここでもまた、貯蓄と資本形成の即時
的な結びつきが前提となっていた。1920年3月、ブラケットはピグー論文
を首相と共有し、共通の信条を繰り返した。「この国は新資本を切実に必
要とする……したがって、人々が貯蓄に励むことが不可欠である。安価
な貨幣は貯蓄を奨励しないが、高金利政策はそうする」（A.	C.	Pigou,	
“Dear	Money,”The Times,	March	1,	1920,	10;	T172/1384,	fol.	50にも収録）。

（73）	金融緊縮が一時的沈滞の主因だったかどうかは経済史家によって議論が
分かれるが、それが中心要因であり、それが景気後退の「深刻性と長期
性」にあずかったのは間違いない（Peden	2000,	153）。

（74）	高金利は10年間を通じて続き、結果、通貨流通量は著しく減少し、1920
年から1929年にかけてほぼ	21％減少した。物価下落の時期の高金利は、
物価下落、ひいては利潤減少を予期させ、投資に大きな抑止効果をもた
らしたため、実質ベースでははるかに高い金利だった事実を考慮しなけ
ればならない。なぜなら、金利は物価の下落、ひいては利益の減少を予
想させ、投資に対して大きな抑止効果をもたらしたからである。これがこ
の10年間イギリスにつきまとう典型的なデフレスパイラルであった。

（75）	ホートリーは、金本位制が達成された1925年以降、高金利政策存続への
批判を強めた（Howson	1978,	507─508	参照）。しかし、インフレへの恐
怖は彼を悩ませ、復興と再軍備が好況を生み出す恐れがあった1930年代
後半には、ホートリーは再び高金利政策を強硬に主張した（同書、510）。

（76）	「金本位制のもとでは、法定通貨の供給は金供給と連動しており、あらゆ
る銀行券は、信託発行として知られる法令規定の一定額を除き、金によ
って裏付けされていた」（Peden	2000,	151）。

（77）	イギリスの歴史家の間では、金本位制回帰の決定が産業界よりも金融界
にどの程度の利益をもたらしたかの激しい議論が交わされてきた。われ
われは、資本主義の力学の複雑な構図や、資本家階級の競合する部門間
の構造的対立を単純化するつもりはない（Harvey	1982,	chapter	10参照）。
しかし、第9章で明らかにするように、本書は1926年ゼネスト敗北に象
徴されるように、緊縮規律と結果としてのイギリス労働者の敗北は、資
本主義階級の特定部門にとってのみならず、資本秩序全体の維持にも有
益だったと主張する。

（78）	 1925年から1926年にかけての輸出数量減少は、1927年の大幅な増加で瞬
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く間に回復し、その後数年間の貿易赤字の改善に寄与した。Thomas	and	
Dimsdale（2017,	table	A.36）を参照。1920年の厳しいデフレでも同様に輸
出が減少した。しかし、1922年には早くも輸出量は1919年と1920年を上
回っていた。

（79）	実際、金本位制が導入されると、金流出を回避するには貿易収支を良好
な状況にする必要があった。この目的のために、イギリスの物価と所得の
デフレは、通貨の過大評価を相殺し、輸出競争力を維持するのに何より
重要だった。また、公共消費と民間消費の低迷が輸入を抑制した。輸入
が増え過ぎれば、金流出で物価が上昇し、消費が制限されるためである。
さらに、この10年間を通じて、緊縮措置は「資本の輸出への適切な経済
障壁」（Howson	1974,	96のBradbury）を構成していた。実際、高い銀行金
利は、アメリカへの資本逃避を回避する手段だった。当時、アメリカでは
投機が盛んであり、ロンドンは金融中心地としての地位を奪われていた。
戦時資金調達方法の結果として、イングランド銀行は、外国人がロンド
ンで保有する短期資産を、外国人がロンドンで保有する短期債務より大
量に抱えていた。前者と後者の比率は、1914年にはおよそ1対1だったの
に対し、1920年代には2対1になっていた。したがって、スターリングは、
他国の金利が高かったり、資金保有者がスターリングの為替レートが下
がると感じたりすれば、ロンドンからの資金移動に対して常に脆弱であっ
た（Peden,	1985,	72─73）。

（80）	 J.	Bradbury,	 “Relations	between	 the	Treasury	and	 the	Bank	of	England:	
Testimony	of	Former	Permanent	Secretaries	and	Controllers	of	Finance”（T	
176/13,	fol.	23）.

（81）	 1922年までには、積極的な公開市場操作を行う新たな力が備わり、運用
上の地位は戦前よりもはるかに強化されていた（Moggridge	1972,	26	参
照）。

（82）	他方、中央銀行は専門機関として、財務大臣が決定を下す際の協議に直
接参加した（Hawtrey	1928参照）。

（83）	この種の答弁は議会でいくたびも行われた（T	176/13,	fols.	9─15参照）。

第7章
（1）	 文字通りである。“lesinare”は英語の動詞「倹約する」を意味するイタリア

語である。
（2）	 これら画期的な出来事はすべて、現代のオブザーバーと歴史家双方によ
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って広く記録されており、アンジェロ・タスカの古典的著作（1965年）は、
イタリア史上最も緊迫した時代の一つを描き切ったと言ってよい。

（3）	 イタリアの自由主義政権は1921年から1922年にかけて財政均衡に尽力し
たものの（Frascani	1975;	Toniolo	1980,	chapter	2;	Ciocca	2007,	chapter	
7）、ファシスト時代になって初めてこの国の経済課題が緊縮財政を具体
化しうるようになった。影響力ある経済学者や政治家の多くは、財政状
況を正常化するムッソリーニの剛腕を試すだけの準備ができていた。その
ため、自由主義派著名人（一例として、歴史家のサルヴェミーニ、政治家
のニッティとジョリッティ、経済学者のエイナウディ、ジレッティ、デ・
ヴィティ・デ・マルコ）は、新省庁の全権を声高に支持することを表明し
た。

（4）	 この4人の経済学者だけが政権を支持していたわけではないが、主だった
存在だったのは間違いない。その支持は専門家間で広まり、当時の著名
な経済学者もそこには含まれていた。Michelini（2011b,	47─50）は、イタ
リア経済理論の2つの主要な論評 Il Giornale degli EconomistiとLa Reforma 
Socialeを含む経済雑誌の大半が、ムッソリーニの政策を支持する記事を
掲載していた事実を記録する。

（5）	 Rossi（1955）、Salvemini（1966）、Lyttelton（1973）、Guarneri（1953）を参
照。

（6）	 勅令は大統領の行政命令と同等であり、国会に法案を提出し、精査と審
議を受ける必要のないものである。“Legal	Decree	 for	 the	Delegation	of	
Full	Powers	 to	Sir	Majesty’s	Government	 for	 the	Rearrangement	of	 the	
Taxation	System	and	of	Public	Administration,”	Law	1601,	December	3,	in	
GU	293（December	15,	1922）参照。ファシスト経済政策の詳細は、
Gangemi（1929）を参照。レッロ・ガンゲミは財務省でデ・ステファニと
協力関係にあった。	

（7）	 パンタレオーニは1884年に財政学正教授に就任した。その後、ナポリ、
ジュネーブ、パヴィアで政治経済学（現在の経済学に相当）の正教授とな
った。1901年から1924年に亡くなるまで、ローマ・ラ・サピエンツァで
政治経済学の権威ある講座を受け持った。1921年、デ・ステファニはヴ
ェネツィア商科大学（カ・フォスカリ校）の政治経済学教授となった。
1925年には政治・金融法の正教授となり、1929年にはローマ・ラ・サピ
エンツァの政治学部で経済・金融政策の正教授となった。1954年には名
誉教授となった。マチェラータで政治経済学の正教授となり（1912～14
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年）、パルマ（1915～18年）とピサ（1919～21年）で統計学教授となった。
その後、ボローニャで政治経済学教授となった（1922～24年）。リッチは
パンタレオーニの後任としてローマ・ラ・サピエンツァ大学で教鞭をとっ
た（1924～28年）。ルイジ・エイナウディはトリノ大学で財政学の正教授
を務めた（1902年）。その後、ミラノのボッコーニ大学で経済学研究所を
指揮した（1920～26年）。エイナウディに関する二次文献は枚挙にいとま
が な い。中でも、Del	Vecchio（2011）,	Farese（2012）,	Faucci（1986）,	Forte

（2009）,	Einaudi（2000）を参照。パンタレオーニは、Augello	and	Michelini
（1997）,	Bellanca（1995）,	Giocoli	 and	Bellanca（1998）,	Bini（1995）,	Bini
（2007）,	Bini（2013）,	De	Cecco（1995）,	Marcoaldi（1980）,	Michelini（1992）,	
Michelini（1998）,	Michelini（2011a）,	Mosca（2015）	を参照。エイナウディ
とパンタレオーニに関する文献は豊富にあるが、リッチとデ・ステファニ
に関する研究は限定される。リッチに関しては、Bini	and	Fusco（2004）、	
Ciocca（1999）、Fausto（2004）、	Busino（2000）、Dominedò（1961）が主文
献である。デ・ステファニについては、De	Stefani	and	Perfetti（2013）の
Perfetti、De	Stefani（1998）のSpaventa、Gangemi（1929）、Marcoaldi（1986）、
Banca	d’Italia（1983）、Parrillo（1984）を参照。当時のイタリア経済学のよ
り広範な文脈における4人の全体像は、Faucci（2014,	chapters	6─7）を参
照。Mattei（2017）は、本章が深く掘り下げたトピックのいくつかを解説
している。イタリアの著者が参加した国際経済論争の優れた再構成は、
Marchionatti（2021）を参照。

（8）	 第１次世界大戦中と戦後、パンタレオーニは頻繁に新聞に発表した（特に
Il Mezzogiorno、Il Popolo d’ Italia、Politicaなど）。ラテルツァ出版社は、
彼の記事の多くを書籍として編集した（Pantaleoni	1917,	1918,	1919,	
1922）。ミケリーニが指摘するように、「これら著作において、パンタレ
オーニが経済理論と政治を有機的に結合させることを意図していたこと
ははっきりしている」（Michelini	2020,	32）。実際、彼の政治著作には経済
原則が盛り込まれており、理論、経済政策、政治的運動性の相互関係が
示される。このつながりは、同僚たちの出版物にも見られる。リッチの新
聞への寄稿は、数冊にまとめられている（Ricci	1919,	1920,	1921,	1926）。
デ・ステファニの公開演説と報道記事は、トレヴェスによって収集された

（De	Stefani	1926b,	1927,	1928,	1929）。エイナウディのジャーナリスト、
報道編集者としての熱意ある活動はよく知られる。1908年に初めて『エコ
ノミスト』	誌で働き始めたとき、彼はすでに『ラ・リフォルマ・ソシア
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ル』の共同編集者であり、1910年には編集長となった。1896年から1902
年まで『ラ・スタンパ』	紙にも寄稿していたが、1925年末まで続いた『コ
リエレ・デラ・セラ』	紙との長い共同作業を始めるために退社した。『エ
コノミスト』誌イタリア特派員として、1920年から1935年の間に220本
以上の記事を発表した。彼の記事集はEinaudi（1959─1965）とEinaudi

（2000）で再刊されている。
（9）	 De	Stefani	and	Perfetti（2013,	5）のPerfettiによる序文を参照。
（10）	辞任後もデ・ステファニはイタリアの大学で教鞭をとりながら、政治に深

く関与し、政治的な出来事を観察し、主要な全国紙に寄稿した。1929年
には、ムッソリーニのファシスト政権の主要な統治機関ファシスト大評議
会（Gran Consiglio del Fascismo）に再び推薦された。彼は長い生涯（1879
～1969年）を送ったが、1920年代以降、新古典派的で厳格な視点ひいて
は経済学を完全に放棄した（Marcoaldi	1986,	55参照）。デ・ステファニの
生涯と業績は、De	Stefani	and	Perfetti（2013,	5─26）のPerfettiによる序文
も参照。

（11）	 純粋経済学とは、著者が限界学派（Dobb	［1973］	がウィリアム・スタンリ
ー・ジェヴォンズに由来する「ジェヴォンズ革命」と呼ぶもの）から派生
した新古典派経済学の伝統を示すのに用いた語である。新古典派経済学
の歴史理論分析は、Lunghini	and	Lucarelli（2012）を参照。

（12）	パレートは、ファシスト政権の最初の数年間はスイスに滞在したため
（1923年8月19日死去）、この物語の主要人物ではない。しかし、熱烈な
ファシストであり、理論経済学の高名なる提唱者だったパレートがわれわ
れの経済専門家や彼らの緊縮計画、さらにはファシストやリベラルのエリ
ートたちの間で、イデオロギー的・理論的な影響力を保持していたのは
言うまでもない。

（13）	 1900年代初頭、パンタレオーニは社会主義者として議会に出席した。社
会党が自由貿易を保護する唯一の組織的社会勢力との信念に基づくもの
だった（Michelini	2020,	29;	Michelini	1998も参照）。こうした考えは、パ
レートやエンリコ・バローネのような他の純粋経済学者とも共有されてい
た。しかし、1900年代初頭、労働運動が勢いを増すと、パレート、パン
タレオーニ、バローネは、ブルジョア秩序を守る目的を堅持して、ナショ
ナリストの大義を支持するにいたった。「3人の純粋経済学者は、まずナ
ショナリズムの中に、次にファシズムの中に、改革派であれ革命派であ
れ社会主義運動と、政治的・社会的民主主義の論理に実に臆病ながら心
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を開きつつあったひ弱なイタリア自由主義の両方との最終対決を仕組むこ
とのできる政治的・社会的諸力を見出していた」（Michelini	2020,	30）。実
際、パンタレオーニは、ナショナリストの機関誌『ラ・ポリティカ』への
介入を通じて、ファシスト運動の「左翼的」かつ「反転的」残滓をあらか
た追放しようとしていた。パンタレオーニとパレートのナショナリズムと
反ユダヤ主義イデオロギー、そしてパンタレオーニの政治上のキャリアと
ジャーナリスト活動は、Michelini（2011a,	2019,	2020）を参照。Michelini

（2011a）は、パンタレオーニの反ユダヤ主義的極論と彼の反集団主義的極
論、反社会主義的極論には地続きの要因があったと説得力をもって論じ
る。したがって、反ユダヤ主義やファシズムの説明は、彼の理論的な経
済分析、とりわけその厳格な見解に関して、外的要因と見なすことはでき
ない。

（14）	原著は1925年4月、Il Giornale degli Economistiに掲載された。
（15）	 ACS	Segreteria	 Particolare	 del	Duce,	Carteggio	Riservato,	Cs	 b.	 91,	

Umberto	Ricci,	June	1925.	
（16）	リッチは、新興企業主義経済の非効率性と、その結果としての自由市場

放棄を暴露しはじめた。一例として、その最初の批判論文の一つ“Sinda-
calismo	giudicato	da	un	economista”（Ricci	1926,	107─166）。リッチは、
労働市場における労働組合の役割と、ファシスト企業のごとき集団の名
による私有財産廃止の双方に反対した。その極論は、雑誌Nuovi studi di 
diritto, economia e politicaの掲載論文“La	scienza	e	 la	vita”（Ricci	1928）
で頂点に達し、政権の経済改革が「経済科学」、とりわけ緊縮主義に準拠
していないと主張した。中でも「農民は比較的高価な作物の栽培を余儀な
くされた」（1928,	223）という「小麦をめぐる闘争」に象徴される介入策を
批判した。彼はまた、「工業家が海外から原材料を購入することを禁じ
た」政府の保護主義への転回を非難した。彼はさらに、家賃統制法、「浪
費的」公共事業、失業補助金、移民政策や人口抑制政策を罵った。

（17）	 “La	finanza	dello	stato	egiziano	nell’ultimo	decennio,”	 in	Studi economici 
finanziari e corporativi 19,	no.	3（October	1941）,	published	 in	Rome	by	
Edizioni	 Italiane	［Mi sembrò allora opportuno di illuminare l’opinione 
pubblica egiziana e tenni due conferenze, una alla società di economia 
politica e l’altra all’università］.

（18）	 1924年6月10日、国会議員でイタリア社会党秘書だった若きジャコモ・
マッテオッティが、ムッソリーニ麾下にあったファシスト秘密警察（チェ
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カ）工作員によって自宅の外で誘拐された。2か月後、マッテオッティの
遺体はローマ郊外数キロの地点で発見された。いわゆる「マッテオッティ
事件」は、全体主義的ファシスト政権樹立に関わる事件を引き起こし、ム
ッソリーニは持ち前の全体主義的野心をむき出しにして、ファシスト政権
の最初の2年間（1922～24年）を特徴づける「合法性」の外装を脱ぎ捨て
ざるをえなくなっていた。あらゆる政党を禁止したいわゆる「ファシステ
ィッシム法」は、ムッソリーニの血に染まった手を覆い隠す方途だった。

『エコノミスト』	誌はこう指摘する。「一人の政治指導者が、自分の言いな
りになるために、武装した男たちを瞬時に呼び出すことができる国で、現
在ヨーロッパ社会で一般に受け入れられている意味での立憲政府が、た
だの看板以上の何かになるとはとうてい考えられない」（“The	Crisis	 in	
Italy,”	Economist,	July	5,	1924,	11）。

（19）	少なくとも1924年までのエイナウディのファシズム支持については、
Faucci（1986,	194─211）を参照。実際、『エコノミスト』誌において、エイ
ナウディ著作は広範な政治的背景を顧みることなく、もっぱらファシズム
の経済政策に焦点を当てていた。それでも1927年当時、エイナウディは
イタリアの経済要因について肯定的に報道しており、ファシストの緊縮財
政の権威主義的実像を暴露しかねない側面には一切触れていない。このよ
うなアプローチを明らかにする多くの記事は、“Italy—Mussolini’s	Policy—
Population	and	the	Lira—Stock	Exchanges—Readjusting	the	Price	Level—
The	Campaign	for	Reduction	of	Prices,”	Economist,	June	11,	1927,	1236ff.;	
“Italy—Revaluation	Policy	and	the	State	Revenue—Appeals	for	Economy—
Treasury	Cash	Funds—Increasing	Gold	Reserves,”	Economist,	July	2,	1927,	
22ff.	参照。

（20）	一例として、2010年4月にマドリードで開催されたエコフィン理事会にお
ける“Fiscal	Adjustments:	Lessons	from	Recent	History”（Alesina	2010）を
参照。これらのエピソードは第10章で詳しく述べる。ボッコーニ卒業生
の国際政治的影響力は、Helgadóttir（2016,	392─409）を参照。

（21）	 “Il	programma	finanziario	del	partito	Nazional-Fascista,	 lettera	aperta	al	
Senatore	Luigi	Einaudi,”Il popolo d’Italia,	January	14,	1922.

（22）	リッチの科学生産は3つの異なる形態をとるものだった。『経済学雑誌（Il 
Giornale degli Economisti）』への書評（彼は“Rassegna	economica”と呼ば
れるセクションで執筆していた）、1924年から1925年にかけてのローマ
での政治経済学講義、その理論作品、特に2つの最も著名な作品が Il 
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CapitaleとI saggi sul Risparmioである。パンタレオーニはきわめて多作で
込み入った学者であり、その思想については多くの研究がなされ、学者
間で多くの解釈論争が存在する。主たる相違点は、パンタレオーニの著
作を実質的に一枚岩と理解する見解と、彼の『原理（Principii）』から20世
紀初頭に行われた講義への理論的転換を見る見解との間にある（Michelini	
1998及びBini	2007参照）。デ・ステファニは純粋経済理論への独創的貢
献者ではなく、その主たる貢献は複雑極まりなき実証研究である（一例と
して、De	Stefani	1925及び1926aを参照）。エイナウディの科学的研究は、
特に税制と金融科学に関して、さらに応用的だった。しかし、彼は純粋
経済学のメタ経済学的アプローチには全面的に同意していた。

（23）	新古典派の新枠組みへの批判見解は、Dobb（1973,	166─211）を参照。
（24）	演繹主義的な論理は、観察された経済現象を説明する内部に一貫した枠

組みを生み出す小「公理」の集合（合理的最大化計算など）に依拠してい
る。これら抽象的な思考実験の結果は厳密な法則に合流し、ある前提が
与えられれば、基本的な経済定理が導出される（Pantaleoni	1898,	3）。

（25）	 “Savers	are	necessary	for	production?”	［I risparmiatori sono necessari alla 
produzione?］,	Il corriere della sera,	April	27,	1920,	 in	Einaudi（1961,	vol.	
5,	720）.

（26）	経済人（ホモ・エコノミクス）は、個の効用最大化を目的とする合理的な
経済計算の問題としてのみ、この貯蓄の美徳を獲得する。「経済人は、現
在の快楽を将来の満足と比較し、それを適切に縮小・割り引くものと考
える」（Ricci	1999,	22）。

（27）	パンタレオーニのエリート主義的見解は、社会ダーウィン主義と不可分で
あり、彼は政治経済学講義で、経済的資質は生来のものであり、教育や
外的要因をもってしては補完不能と学生に教えた。不平等は否定しえぬ
自然事象であり、社会にとって健全である。彼は単刀直入にこう言った。

「最も複雑な社会組織は、無能な者を選択的に排除し、さらなる徳を積む
ための行動と選択の自由以外の条件を必要としない」（Pantaleoni	1922,	
197）。パンタレオーニの社会ダーウィン主義の視点は、Bini（2013）及び
Mosca（2015）を参照。

（28）	現代のマクロ経済学では、貯蓄＝投資（民間貯蓄＋公的貯蓄）という等式
は依然として正しい。言い換えれば、ビジネスパーソンが投資するものは
すべて買い手が見つかるとの前提があるため、資本の蓄積は起こらない。
セイ法則の否定は、今日のポスト・ケインジアンとマルクス主義の分析の
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基礎となっている。Blecker	and	Setterfield（2019）及び	Shaikh（2016）を
参照。

（29）	イタリアのボリシェヴィズムは、1922年出版のパンタレオーニの有名な
小冊子のタイトルであったが、市場への国家介入や「あらゆる」形態の社
会再分配を意味する言葉として、漠然と使われるようになった。エイナウ
ディは、「どのような種類の社会主義であれ、無謀で享楽的、目先の消費
に走る、少ない労働への高い賃金を要求する精神と必然的に同義なのは
避けられない」見解（Faucci	1986,	176）に同意していた。

（30）	エイナウディによれば、戦時中イタリア国民は、特に課税措置を通じて、
大きな犠牲を払うことは容易であったはずであり、そうすれば、負債や通
貨のインフレを回避することができた。彼はこう書いている。「われわれの
国民は、平和の術を即座に放棄することもなく、習慣的な享楽［godimenti］
を手放さず、軍の救済と国家威信のために国家の祭壇に捧げるために収
入の大部分を投げうつことをしなかった」（Einaudi	1933,	32）。

（31）	エイナウディは自らと同僚経済学者たちを「われわれ、禁欲の名の下の最
初の使徒」（Einaudi	1920,173）［apostoli della prima ora del verbo dell’asti-
nenza］と呼んだ。エイナウディにとって、戦時中も戦後も、貯蓄は経済
的・道徳的救済につながるものだった。「戦争は節欲の必要を課し、以前
よりもずっと気高く、節制して生きる方法を教える」（Einaudi	1920,	120）。
エイナウディは、「イタリア国民に犠牲の美徳、余計なもの、無駄な消費
をすべて放棄することを……教え込む」［inculcare ... agli italiani la virtù 
del sacrificio, della rinuncia a tutto cio’ che e’ superfluo, a tutti i consumi 
inutili］ことが「妥当」にして「必要」と考えていた（“Abolire	 i	Vincoli!”	 Il 
corriere della sera,	January	15,	1919,	Einaudi	1961,	vol.	5,	43に再録）。

（32）	Pantaleoni（1922,	229）.	また、「裏切り者、恐慌主義者、サボタージュ主
義者はひっとらえられて、情け容赦なく銃殺されなければならない。さも
なければ『ソビエト』が生まれてしまうだろう」（Pantaleoni	1917	 in	
Michelini	2011a,	34）。パンタレオーニは、ボリシェヴィキ運動の首脳に
言及し、「そのような道徳を持つ人々とわれわれとの間には、絶滅戦争し

4 4 4 4 4

か
4

ありえないのははっきりしている」（Pantaleoni	1918,	167,	傍点原文）と
述べている。

（33）	第１次世界大戦後、特に1920年の工場占拠により、パンタレオーニの社
会主義に対する憎悪はますます強まった。パンタレオーニがジョヴァン
ニ・プレツィオージと共同編集していた民族主義・ファシスト政治雑誌
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『ラ・ヴィータ・イタリアーナ』が反ユダヤ主義キャンペーンを煽ったの
がこの時期だった。Michelini（2011a）は、ファシスト知識人の多くが信
奉した反ユダヤ主義が、生物学的なものではなく、政治的な理由にもと
づくものだった事実を示している。ユダヤ人は反資本主義の陰謀の糸を
引いていると見なされていた。一例として、ジョヴァンニ・プレツィオー
ジは書いている。「影響力のある扇動家や労働者階級の活発な扇動家は、
ユダヤ人またはユダヤ人の影響下にある」（Preziosi,	 in	Michelini	2011b,	
96）。反社会主義、反ユダヤ主義、純粋経済学の本質的な連関性について
は、Michelini（2011a）を参照。

（34）	研究者の大半は、デ・ステファニの大臣としての行動をイタリア・ファシ
ズム正常化段階の象徴と見ている（Marcoaldi	1986,	18;	Toniolo	1980,	50）。
しかし、緊縮と権威主義政府との関連は、1920年代のいわゆる正常化緊
縮策とファシスト運動の暴力的かつ反民主主義的反乱との間の深いイデ
オロギー的な連続性を明らかにしている。

（35）	ファシスト部隊との暴力行為は、Vivarelli（1967）とTasca（1965）を参照。
（36）	デ・ステファニは、11月下旬に大蔵大臣に任命されると、ムッソリーニ

から大蔵省と財務省の統合がなるまでの間、財務大臣も兼任するように
との詔書を受け取った。デ・ステファニはムッソリーニに毅然たる返信を
したためた。「親愛なるムッソリーニ殿、私は従います。2省庁の統合を
実行いたします。受諾にあたり、国家支出を削減するため、貴殿のご協
力をお願いいたします。敬具」（Rome,	December	20,	1922,	De	Stefani	
Archive,	Marcoaldi	1986,	70に再録）。『エコノミスト』誌でエイナウディ
は胸をなで下ろしている。「休戦後のボリシェヴィズムの狂乱経済に反対
する声が政府から上がるべき時がついに来たのだ」（“Italy—Absolute	
Government	in	Italy—Taxes	to	Be	Simplified—Working	of	the	Succession	
Tax—A	New	Excise?”	Economist,	December	2,	1922,	1032ff.）。

（37）	確かに、イタリアは食糧と原材料の輸入に完全に依存していたため、債
務返済においてイギリスよりも巨大な対外的制約に直面していた。この依
存と、それがどう緊縮を推進したかについては、第8章を参照。

（38）	戦後の累進課税改革は、「これら必要な犠牲は主として富裕層の肩に、と
りわけその大部分は戦争から巨大な利益を得た層の肩に食い込むもので
なければならず、一方、新しい課税措置は平均的中流以下の階級にはさ
ほどでもなく、労働者階級にはあってもごく軽いか、もしくはまったく苦
にならないものでなければならない」との考えに依拠していた（Minister	
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Carlo	Schanzer’s	statement	on	the	financial	situation	made	in	the	Chamber	
of	Deputies	session	of	June	10,	1919,	T	1/12367/35323,	24─25）。

（39）	ジョリッティは1919年に戦争利益に関する議会調査機関設置を発表し、
1920年に設置された。デ・ステファニは最終的にそれを解散し、委員会
による意義ある最終報告書の提出を妨害した。Crocella	et	al.（2002）は議
事録と調査資料を再現している。

（40）	1920年6月、社会党副代表フィリッポ・トゥラーティは議会で長大な演説
を行い、技術者エウジェニオ・リニャーノ（1870～1930年）の急進的提案
による相続税制度を提唱した。リニャーノは労働価値説を信奉し、既存
の相続制度は「労働者階級の収奪を恒久化し、資本家階級が蓄積した財産
に不滅の性格を与える傾向がある」と主張した。リニャーノの提案とそれ
が巻き起こした議論は、Erreygers	and	Di	Bartolomeo（2007）を参照。

（41）	 “Il	manifesto	dei	fasci	di	combattimento,”	Il popolo d’Italia,	June	6,	1919.
（42）	同予算演説で、デ・ステファニは「この国は今、7か月前よりはるかに良

好な状況にある」と胸を張ることができた。「この国はきちんと機能して
おり、労働争議はなく、失業率は低下し、貿易収支は改善し、流通する
紙幣の量は減少傾向にある。政府は労働者を尊重しているが、資本を迫
害するつもりはないことを示している」（Summary	of	Financial	Statement,	
Milan,	May	13,	1923,	FO	371/8887,	fol.	13）。

（43）	その他措置により、外国資本によるイタリア投資が奨励されていた。海
外で契約された債務は「流動資産」から控除できるようになった。また、
財務省は、国内及び海外で二重課税対象となる所得について免税を認め
ることができた（Forsyth	1993,	275）。金融市場の自由化など、資本を優
遇するその他措置は、Rossi（1955,	75─90）やGuarneri（1953）を参照。

（44）	もちろん、イタリアの税制は英国の税制よりもはるかに逆進的であった。
なぜなら、国家歳入の大部分が間接税から得られていたからだ。デ・ス
テファニ改革は、すでに逆進的制度をさらに逆進的に推し進めることを意
味した。第１次世界大戦後のイタリア財政制度の詳細は、Forsyth（1993）
を参照。

（45）	労働者は全所有物に対し12.4％の税を支払わなければならなくなり、一方、
ある種の借地権を持つ農民は10％の所得税率を支払うようになった

（Royal	Decree	16,	January	14,	1923,	in	Toniolo	1980,	47）。公務員も納税
義務を負うようになった（Royal	Decree	1660,	December	16,	1922,	in	GU	
305	［December	30,	1922］,	and	Royal	Decree	1661,	December	21,	1922,	in	
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GU	305	［December	30,	1922］,	9934）。
（46）	 1924年、イギリス大使館は財務省発行の「ファシスト金融政策」と呼ばれ

る出版物を2部送付している。その中には「所得税納税者は60万人から
70万人に増加した。労働者の納税者免除者名簿への記載は……さらに10
万人増加し、これに農業所得への課税適用により125万人が加わる」

（Ettore	Rosboch,	Rome	1924,	FO	371/9936,	fol.	35	［p.11］）。
（47）	株式会社の管理者の収入にも減税が認められた。営利企業取締役や仲介

担当者の収入、非政府機関が発行した証券の配当、利子、賞与、及び1万
リラ以上の収入への「追徴課税」に対するものだった（Toniolo	1980,	47）。

（48）	「株式名義」（nominatività dei titoli）は第１次世界大戦後にイタリアで承認
された措置であり、資本所得を個人納税者に結びつけ、累進課税の対象
とすることを可能にするための措置であった（Manestra	2010,	28）。

（49）	相続税は、1922年から1923年にかけて、国家に3億500万の歳入をもた
らした。デ・ステファニの法が相続の65％を非課税にすると、1925年か
ら1926年にかけて収入は7200万にまで減少した（La	Francesca	1972,	10）。
新法では、家族外（「直系尊属、直系卑属、配偶者、兄弟姉妹、叔父・叔
母、甥・姪」と定義された）への譲渡のみが課税対象となった（Gabbuti	
2020a,	16）。パンタレオーニはデ・ステファニのために相続税の検討を行
い、次の結論に達した。「相続税廃止に段階的に到達するのが望ましい」
と（Ricci	1939,	94参照）。相続税廃止とファシスト及びリベラル派のマス
コミ支持は、Gabbuti（2021）を参照。

（50）	Brosio	and	Marchese（1986）は、Ragioneria	Generale	dello	Stato（RGS,	2011）
のデータよりさらに衝撃的なデータを提供している。彼らは、再分配支出
が1922年から1924年にかけて3分の1以下に減少したことを示している

（66億6640万リラから19億1100万リラに減少）。第１次世界大戦後、再
分配支出は急速に増加し、1921年には公共支出全体の26％に達したが、
1923年には11％にまで削減された（Brosio	and	Marchese	1986,	tables	1A	
and	4Aのデータより）。

（51）	「1923年2月、国は農民が労災補償を得るのに証明すべき障害の程度を10
％から15％に引き上げた。これらの措置は、1921年のジョリッティによ
る拡張政策から手の平を返すものだった。補償の権利は縮小され、ジョ
リッティ改革で規定された9歳から75歳まででなく、12歳から65歳まで
の労働者が対象となった。この改革はまた、それまで雇用主が全額負担
した保険料の一部を、小作人にも負担させた。1925年までに、国家傷害
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基金は保険料が43％減少したと報告している」（Pavan	2019,	866）。
（52）	 1923年末までに、失業保険への国の年間拠出金は停止された（Royal	

Decree	3184,	December	30,	1923,	in	GU	40	［February	16,	1924］）。何よ
り重要なのは、その数年前の民衆運動の多くの真の成果とも言えた強制
性が打ち砕かれたことである。さらに、農業労働者、家事労働者、家庭
内労働者は保険加入義務を免除された。パヴァンは言う。「世界で初めて
農業労働者にも失業保険を想定したイタリア法の最も革新的性格は跡形
もなくなった」（Pavan	2019,	867）。

（53） Rassegna della previdenza sociale vol.	6（1923）:	120.同省の再建は1945年
以降である。1920年代、ファシスト政権は、20世紀初頭から国家の活動
への労働者団体の参加を保障してきた自由主義的改良主義の象徴である
労働者最高評議会まで廃止した。

（54）	Ragioneria	Generale	dello	Stato（RGS	2011）による。1930年代を通じて、
第１次黒字は維持され、公共支出（国防費と利払費を除く）は1935年のエ
チオピア戦争の大規模な拡大まで20％を下回っていた。

（55）	社会支出は1936年まで1931年の水準（名目GDPの1.2%）前後で低迷して
いたが、その後ほぼ2%まで急上昇した。この年はエチオピア戦争の年で
あり、公共支出総額は1935年には37.9％、1936年には44.9％に跳ね上が
った。

（56）	Toniolo（1980,	53─58）を参照。
（57）	一例としてOXFAM,	October	12,	2020,	“IMF	Paves	Way	for	New	Era	of	

Austerity	post─COVID-19,”https://www.oxfam.org/en/press-relea	ses/imf-
paves-way-new-era-austerity-post-covid-19。

（58）	パンタレオーニが「イタリア・ボリシェヴィズム」と呼んだこのキャンペ
ーンでは、いわゆる「軍用馬具」に対する激しい論争が繰り広げられたが、
これはわざと面倒で厄介な障害を意味する用語だった。一例として、
Einaudi,	“Abolire	i	Vincoli!”	January	15,	1919,	in	Einaudi（1961,	vol.	5,	p.	
43）所収。	

（59）	リッチが言うように、「生産能力があり、生産に関心を持つ人々が、政府
に追い払われ、苦役を受けないようにしなければならない」（Ricci	1920a,	
8）。

（60）	 1923年5月、公共事業予算は4分の1に削減され、デ・ステファニは、
「すでに着手された事業悪化を回避するため、延期不能の事業に限定す
る」と発表した（De	Stefani	1926b,	214）。
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（61）	これらの政策は、リベラルな世論の報復精神を広く満たすものだった。
1925年に国鉄の取締役会に加わるフェデリコ・フローラの言を借りれば、

「何千もの諜報員の『党派的な宣伝活動』によって、職員は『腐蝕』されて
いた。すなわち『ロシアと赤のプロパガンダ』によってである」（Flora	
1923,	28）。他の経済学者の多くの中で、ジョルジョ・モルターラもまた
同意見だった。「鉄道労働者に蔓延する規律と怠慢の精神を原因として、
業績は低下している」（Mortara	1922,	298）。

（62）	R・グラハムからケドルストンのクルゾンへの書簡、1922年12月22日、
FO	371/7651,	fol.	265	［p.	2］、鉄道緊縮は、1922年11月5日に受理された
報告書、FO	371/8886,	fol.	57。

（63）	三等運賃は15％、二等運賃は6％値上げされたが、一等は据え置かれた
（Toniolo	1980,	50）。国家は線路保全の投資を削減し、それによって低収
益路線を廃止し、近代化も妨げられた。1924年から1925年にかけて、鉄
道は1億7580万リラの黒字を計上し、1922年6月30日までの1年間が12
億5800万リラの赤字だったのと比較すると大幅な改善である（同書、49─
50）。正統派の財政優先によって、国家はインフラ改善の重要任務をあき
らめることを意味していた。

（64）	わが専門家らは、公共事業を管理する自治体企業に猛烈な反対運動を展
開した。パンタレオーニは、フィウメ市での財務責任者としての経験につ
いて、「飲料水、路面電車、ガス、電灯のサービスが赤字であり、『（それ
らが）国家によって管理されていたからにほかならない』」と指摘した

（Pantaleoni	1922,	Preface,	xxx）。
（65）	「政府が国家独占を擁護し、民間部門、すなわち商人や実業家の組合によ

る民間郵便事業の組織化禁止をやめれば、郵便ストは不可能になるだろ
うし、それは24時間以内に立ち上げることができ、公的組織よりもはる
かに完全な形となるだろう」（Pantaleoni	1922,	233）。

（66）	「労働は、他の商品と同じように、それ自体の持つ最終的な効用がある
……その可処分量に影響を与える原因は、労働の商品化された性質と密
接に関係している」（Pantaleoni	1898,	285）。

（67）	労働の法的保護は明らかに、最適かつ調和のとれたモデルへの最大の脅
威だった。「法律やその他の策略によって、労働者が9時間ではなく8時
間働けるようにすれば、労働時間の短縮と賃金上昇を妨げる障害はなく
なるだろう」（Pantaleoni	1910,	212）。『エコノミスト』誌でエイナウディは、

「実質的な労働時間が1日2時間や3時間に短縮されることもある8時間労
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働制や週休制の適用が、このような嘆かわしい現状の主因である。しか
し、規律の欠如も同様に大きな要因である」と嘆いていた（December	31,	
1923,	in	Einaudi	2000,	270）。

（68）	 1926年に『エコノミスト』誌に寄稿したエイナウディは、パラッツォ・ビ
ドーニ協定に続く「産業紛争法案」の詳細を説明し、「その広範囲に及ぶ
意義」を称賛した。エイナウディはコーポラティズムの権威主義国家の特
徴を明らかにしたが、批判的な口吻は一切なかった。代わりに、根本的
な成功を指摘する冷静な説明をした。すなわち、ストは失敗に終わった
のだ。「ファシストの綱領の基本原則の一つは、労使紛争の排除だった。
実際、戦後数年間に横行したスト（1919年の産業における損失日数は
1888万7917日、1920年は1639万8227日）は、1921年には777万2870日、
1922年の最初の10か月では627万6565日にまで減少した。しかし、不穏
な空気の減退がすでに感じられたとしても、喪失日数がほぼ無視できる
ようになったのは1922年10月以降のことである。1922年の最後の2か月
は30万9670日、1923年は29万5929日、1924年は115万9271日だった。
農業ではストはほぼ消滅した。ファシズムは常に、階級闘争を抑圧し、
産業闘争を資本と労働の協力へ置き換えるよう目指してきた。この法案
は……現政権の現実的な政策であった原則を法令に収載する……。国家
的見地から見て、政治的に優れた実績を持つ雇用主または従業員のみが、
認定された団体の会員として認められる。これは、破壊的な政治的・社
会的信条を持つ者を会員から排除することを目的としている」（“Italy—	
The	Bill	on	Industrial	Disputes—Its	Far-Reaching	Importance—Reform	of	
the	Senate,”	Economist,	January	9,	1926,	64）。

（69）	チェンバレンは1927年2月21日、労働憲章の要約を受け取った（FO	
371/12202,	fol.	80）。コーポラティズムと新労働判事の機能は、同書、fol.	
89参照。

（70）	「『コーポラティスモ』と呼ばれる制度によれば、雇用者と被雇用者の相反
する利益は、国家の最高利益との調整を必要とした」。コーポラティズム
は当初、1925年10月2日にイタリアの実業家代表とファシスト労働組合
代表との間で調印された協定によって創設され、その後、1926年に承認
された一連の法をもって成文化された（これらの法は、Law	no.	563,	April	
3,	1926,	in	GU	87	［April	14,	1926］;	Royal	Decree	1130,	July	1,	1926,	in	
GU	155	［July	7,	1926］,	2930;	and	Royal	Decree	1131,	July	2,	1926,	in	GU	
155	［July	7,	1926］,	2941）。 制 度 の 法 的 側 面 は、Balandi	and	Vardaro
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（1988）を参照。ファシスト政権は、労働者の利益の代表が形式的なもの
でしかなく、実質的なものではなかった権威主義的なコーポラティズムで
あった。これは、結社の自由が認められていなかったことや、ファシスト
労働組合の代表を指名する国家権力があったことによる。さらに、資本と
労働の関係は、政権の緊縮政策の固定した目的の中で規制されていた。
他方、雇用者組合「コンフィンドゥストリア」は、少なくとも1930年代半
ばまでは自治を維持することができた。

（71）	 “La	carta	del	lavoro	di	1927,”	Article	6,	Gazzetta ufficiale 68,	no.100（April	
30,	1927）:	1795.

（72）	彼はこう明記している。「無制限の自由競争という仮説が最適な賃金解を
与えるという、純粋経済学における議論の余地なき前提から出発すれば
十分だ。この前提から出発すれば、政策決定者は、無制限の自由競争の
仮説が機能せず、したがって最適な効果をもたらすことができない場合
には、別の手段（裁判による裁定、団体間の合意等）を用いて、同じ最適
解を達成しようと合法的に試みることができる」。

（73）	 “La	carta	del	lavoro	di	1927,”	Article	2,	Gazzetta ufficiale 68,	no.	100（April	
30,	1927）:	1794.

（74）	ベドー・システムはすでにイギリスで広く実験されていた。1937年まで
に、イタリアでは49社、イギリスでは225社がこの手法を取り入れていた

（Kreis	1990,	280）。ベドー・システムは「人間労働の科学的測定に基づ
く」（同書、324）賃金インセンティブ制度からなり、労働者が費やした尽
力を追跡でき、効率をランク付けし、生産をスピードアップし、浪費時間
を排除できた。

（75）	Michelini（2019	and	2020）は、ファシズムの経済文化を特徴づける2つの
主要な流れについて、優れた概説を提供している。1つはパンタレオーニ
の純粋経済学に影響を受けたものであり、もう1つはアルフレード・ロッ
コの新重商主義・コーポラティズム学派に影響を受けたものである。この
2学派は、反民主主義的、反社会主義的立場を共有していたために、生産
における労働者組織の自律性を否定し、初期ファシズムの革命的サンジ
カリストの要因を疎外してしまった。後者のコーポラティズムの流れが
1920年代後半に顕著になる一方で、パンタレオーニの純粋経済学の潮流
は、コーポラティズムの伝統そのものの中でも依然として影響力を持ち続
けていた。これは、1927年の労働憲章の意義に関する議論からも明らか
である。一例として、Michelini（2020）は、理論経済学者グスタボ・デ
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ル・ヴェッキオが、労働憲章がファシスト労働組合に実質的な権限を与
えるものと見る人々に反対していた事実を指摘している。それどころか、
彼は「革新的な起業家の称賛に焦点を当てた、パンタレオーニが唱えた経
済原則の歴史的な具現化」としてこれを歓迎した（Del	Vecchio	1929;	
Michelini	2020,	26）。ファシスト知識人の多くもこれに同意した。たとえ
ば、ファシストでコーポラティズムの理論家カルロ・コスタマーニャは、
労働憲章がいかに個人のイニシアチブを保護するかを繰り返し強調した

（Costamagna	1931参照）。コスタマーニャは、コーポラティズムは「手段
であって目的ではない」と述べた。何より大事なことは、「新しい国民経
済秩序の前提は、個人の自発性の中にある」ということであり、これは

「ファシスト憲法の礎」である（Costamagna	1933,	1─3）。同じくファシス
トのコーポラティストであるジーノ・アリアスは、ファシストのコーポラ
ティズムと国家社会主義をはっきりと区別した。前者は、私的イニシアチ
ブを「あらゆる生産的イニシアチブの最強の……基礎」と解し、「経済的
均衡」を達成する労働者の「自発的な自己規律」を示唆した（Arias	1929,	
371）。実際のところ、「企業には、労働組合の利己主義に対する生産の公
益という重大かつ効果的な保護を課しうる」（同書）。デ・ステファニの省
と緊密に協力していたファシスト党の政治家であり経済学者でもあるエト
ーレ・ロスボックも同意見であった。1930年、ロスボックは、経済への
公的介入の増大は、依然私有財産を優先させるものであり、国家による
個別の優先事項に従属させることを目的としたものではないと指摘した。

「ファシスト国家の経済機能は、民間部門の生産活動を可能な限り統合し、
発展させようとの明確な任務を持っている」（Rosboch	1930,	254）。この
証拠は、緊縮財政と労働憲章のようなコーポラティヴ制度が地続きであ
るとのわれわれの主題をさらに裏付けている。

（76）	『エコノミスト』	誌でエイナウディは、「憲章の最も興味深い部分は、一般
原則に実際的な範囲を与えることを目的とした部分である」と付言し、

「国家の最高権威の下、国家全体の利益のために資本と労働を調停する」
との原則を優先させた。彼は次のように引用している。「民間主導と労働
力は、最大生産のために国家によって指導され、調停されなければなら
ない諸力である。しかし、国家、とりわけファシスト国家は、それを転覆
させんとの目的を持つ雇用者と被用者の合法的組織を認めることはできな
い」。したがって、非ファシスト労組は追放された（“Italy’s	Labour	Charter,”	
Economist,	May	14,	1927,	1008ff.）。
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（77）	 “La	carta	del	lavoro	di	1927,”	Article	7,	in	GU	68,	no.	100（April	30,	1927）
:	1795.

（78）	歴史家ジョン・S・コーエンは、リラをめぐる戦いについての古典的な論
文を次のように結んでいる。「1920年代と1930年代、ファシスト政権が
民間部門に直接関与するようになったとき、その動機は民間の利益を保
護し支援することであって、その支配権を簒奪することではなかった。イ
タリア・ファシズムとイタリア資本主義の間に利害の対立は存在しなかっ
たのである」（Cohen	1972,	654）。この主張に沿って、Michelini（2020,	41─
49）は、ファシスト機関誌に寄稿した経済学者の多くが、経済成長を促進
するための労働関係における国家介入主義や生産におけるそれを、社会
主義や再分配の考え方から資本主義を守る手段として解釈していたこと
を示している。

（79）	同時代人たちは、賃金下落はさらに大きいと考えていた。ブオッツィは、
1930年代には「全国的な実質賃金低下は、1920～1921年比で15～40％と
考えられる」と述べている（Buozzi	1972,	428）。ガエタノ・サルヴェーミ
ニも「1926年から1934年の間に、産業界の労働者は賃金の平均40～50％
を喪失した」との結論に達したと述べている（Salvemini	1936,	253）。対エ
チオピア戦争とそれに続く国際制裁に端を発したインフレの波により、実
質年間賃金は1936年に歴史的最低水準に達した。1936年の実質賃金は
1921年水準からほぼ20％低下し、1921年の17.34リラから1936年には
13.98リラに減少した（1938年のリラの実質賃金日額、Zamagni	1975,	
Table	1	and	3）。学者らは、1934年から導入された家族小切手が労働者の
生活水準にほぼ影響を与えなかった点を指摘している（Zamagni	1975,	
541参照）。

（80）	経済の流動性を低下させるには、制限的な債務管理政策が不可欠であっ
た。1926年11月6日、その時点で発行されていた手形は、償還期限のな
い5%の長期国債であった。1926年6月から1927年5月にかけて、国は一
般市民と銀行システムが保有する短期債務の価値を270億リラから60億
リラに引き下げた。借り換えは成功し、流動性は低下した（Cohen	1972,	
649）。イギリスの手続きに倣い、ファシスト政権は1927年8月に償却基
金を導入した（FO	371/12947、fol.	162）。これによって、5年債と7年債
がより長期の「リットリオ・	ローン」に転換され（on	November	6,	1926,	
“conversione	 forzosa”）、変動債務の整理が許可された。リットリオ・ロー
ンは、国民の「経済の闘争」のために小口貯蓄者を引きつける民衆の「汗」
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を象徴していた（Volpi,	in	Cotula	and	Spaventa	1993,	588）。
（81）	 “Italian	Finance,”	The Times,	April	 9,	1925,	9.	 “Ministerial	Changes	 in	

Italy,”	The Times,	July	13,	1925,	15も参照。
（82）	 イタリアのファンダメンタルズの堅牢性を強調する同様の診断は、“Italian	

Finance,”	The Times,	April	9,	1925,	9;	“Fall	of	the	Lira,”	The Times,	June	
19,	1925,	15;	“Italian	Bank	Rate	Increased,”	The Times,	June	18,	1925,	in	
OV	36/22を参照。1925年夏に発生した為替レート危機におけるリラ下落
の理由には憶測が飛び交った。エイナウディの評価は、“Italy—The	
Foreign	Exchanges	Scare—Extraordinary	Payments	 for	Wheat—Paper	
Issues	Stationary—The	 Inter-Allied	Debt	Problem”	Economist,	 July	18,	
1925,	107ff.も参照。

（83）	『タイムズ』紙は	、デ・ステファニが財政上の公約履行に向けた動きにお
いて、ひどい挙に出たと指摘する。「ファシスト政権が政権に就いたとき
の初の公約の2つは、財政均衡、リラ価値の50％向上だった。初の公約
の履行に向けてこの2年間になされた取組みは、その最終的な達成可能性
に関して、疑念を完全に払拭するに十分だった」（“Italian	Finance,”	The 
Times,	April	9,	1925,	9）。デ・ステファニがリラ下落に立ち向かった過剰
な金融引き締めと「証券取引所の規制と措置」は、逆に金融危機とリラ安
を悪化させる結果となり、彼は辞任を余儀なくされた（“Italian	Ministers	
Resign,”	The Times,	July	9,	1925,	14）。デ・ステファニは1925年7月9日
に辞任した。この辞任を『エコノミスト』誌で報じたエイナウディは、そ
の同僚が行った緊縮財政の手並みに高い賛辞を送り、辞任が「リラの価値
を回復しようとする善意の努力」と「金融市場を揺るがした」こととが関
係しているとまで指摘した（“Italy—Resignation	of	Signor	De	Stefani—	
Public	Finance—Stock	Markets—Duty	on	Cereals—Wholesale	Prices,”	
Economist,	August	15,	1925,	270ff.参照）。ヴォルピはデ・ステファニを

「財政均衡の回復者としてイタリア財政史に刻まれる」（“Italian	Financial	
Policy,”	The Times,	July	14,	1925,	13;	OV	36/22,	fol.	36も参照）と称えた。

（84）	一例として、穀物の海外販売が困難になったため、パダニア平野の独立
農民は飢餓に苦しみ、そのためラツィオ州のアグロ・ポンティーノ地域を
再植民地化するという政権の中央集権的な移住計画に従わざるをえなく
なった。ペンナッキの歴史小説『カナーレ・ムッソリーニ（Canale 
Mussolini）』は、このような劇的なエピソードを生き生きと描いている。

（85）	 “Italy—Stock	Exchange	Situation—Unemployment—Foreign	Trade—New	
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Issues	and	Savings—Bank	Balance	Sheets,”	Economist,	 January	8,	1927,	
68ff.

（86）	 Daily Telegraph,	“Italy’s	War	Debt,”	June	19,	1925,	in	OV	36/22,	fol.	30参
照。公定歩合は財務大臣政令で決定。

（87）	 “Italian	Finance,”	The Times,	April	9,	1925,	9,	あるいはOV	36/22,	fol.	23
を参照。記事では、通貨切り下げを阻止するためのデフレ対策について
報告した。デ・ステファニ自身の言によると、「イタリアは、適切な予防
措置を講じ、一時的な犠牲を払うことを覚悟した上で、自国通貨の管理
を取り戻すことが不可欠であり……、政府の金融政策は、この目的の達
成に向けて現在方向づけられている」という。

（88）	同演説はEconomist:	“The	Stabilisation	of	the	Lira,”	Economist,	December	
31,	1927,	1179ff.

（89）	「切り上げがもたらしかねない危機を回避するには、金融政策をそれに従
属させなければならないほどの緊急事態があることを、誰もが確信しなけ
ればならない」（De	Stefani	1928,	151）。	

（90）	切り上げの当面の措置は、国際市場におけるリラの需要を高めることだっ
た。そのために、イタリア国家は国際通貨でリラを購入した。したがって、
イタリアの外貨準備高を維持する準備金の流入を生み出すためには、輸
出がぜひともなくてはならなかった。

（91）	 “Financial	and	Economic	Situation	in	Italy,”	August	6,	1926,	FO	371/11387,	
fol.	153.

（92）	 1926年7月には、ヴォルピはムッソリーニに、「国家予算は明確かつ批判
の余地なく、	1925～1926会計年度末には推定黒字を上回り、12億リラを
超えるだろう」（July	13,	1926,	FO	371/11387,	fol.	129）と書き送ることが
できた。ヴォルピは自らの予想を上回った。国際連盟とイングランド銀行
には、彼が1924年から1925年にかけて4億1700万リラ、1925年から
1926年にかけて22億6800万リラの黒字を実現したことが即座に伝えられ
た（January	27,	1928,	OV	36/22,	fol.123A,	2）。

（93）	一例として、綿業界の代表が1926年12月20日にムッソリーニに送付した
書簡にはこうある。「実業家らは危機に瀕しており、新工場や技術改良、
あるいはさらに一般的に言えば、生産に厳密には関係しない全出費を停
止している。彼らはすでに、労働者の週給の大幅引き下げを余儀なくさ
れている。彼らは今、1月までに、新通貨基準を生産コスト、ひいては販
売価格に調整するのに必要な給与基準を引き下げる必要性を政府に提示
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している」（ACS,	Carte	Volpi,	fase.	49,	in	Cotula	and	Spaventa	1993,	597）。
（94）	エイナウディは『エコノミスト』誌でこう述べている。「しかし、イタリア

産業が海外市場で労苦して勝ち取った地位を維持したいのであれば、生
産にかかる内部コストの再編成が必要なのははっきりしている。そのため
に、政府、企業（雇用者および被雇用者の組合）、及び報道機関が、給与、
賃金、家賃及び物価の引き下げを求めるキャンペーンを開始した」（“Italy
—Mussolini’s	 Policy—Population	 and	 the	 Lira—Stock	 Exchanges—
Readjusting	 the	Price	Level—The	Campaign	 for	Reduction	of	Prices,”	
Economist,	June	11,	1927,	1236ff.）。同様に、1927年9月、エイナウディ
は、イギリスとは異なり、コーポラティヴ国家がすでに確立されているお
かげで、良好な国際収支と、遊休貯蓄の不在について語った。彼はこう
書いている。「イタリアの経済政策における真の関心事は、物価、所得、
賃金、公的収入などの新たな均衡を実現するために採用された方法であ
る……新たな均衡のための真の機関は、『コーポレート・ステイト（企業
国家）』という考え方であって、労働価格の設定もその一つだった」（“Italy
—Sinking	Fund	for	Public	Debt—Imports	and	Exports	Figures—Towards	a	
New	Economic	Equilibrium,”	Economist,	September	17,	1927,	482ff.）。

（95）	Favero（2010）は、ファシスト国家が国内の賃金名目値を20％削減すると
いう決定を下した際、ISTAT（イタリア国立統計研究所）による消費者物
価指数（CPI）の算出が意図的に低く抑えられていた点を強調している。
ISTATのデータの使用は、政府とコンフィンドゥストリア（イタリア産業
総同盟）との合意の結果であり、政府は市場価格よりも低い産業独自の店
舗の価格に基づいて消費者物価指数を算出することを約束した。ファベ
ーロは、この手法が1930年11月に国家によるさらなる賃金カット（8%）
の正当化に資するものであったと指摘している（2010,	328）。

（96）	 1927年5月、ファシスト産業総連盟は、金本位制と産業界の緊縮財政と
の間の恒久的関係について明確に語った。「イタリアの労働者たちに対し、
称賛に値する規律精神をもって」「産業賃金の全般的な引き下げ、すなわ
ちリラの交換価値を近年の平均より約30%高いレートで維持するために
は、実際に不可避と考えられる措置である」と発表した（May	20,	1927,	
FO	371/12202,	fol.	128）。

（97）	失業率上昇はイングランド銀行の文書（OV	9/440,	 fol.	30）でも証明され
る。イギリス大使館は、リラ切り上げが「貿易と工業のほぼ全部門に混乱
を引き起こした」と報告し、この恐慌は1926年に始まり、1927年に進行
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し た（Summary	of	Board	of	Trade	Report	on	 the	Economic	Situation	 in	
Italy	during	1927,	April	1928,	OV	36/1）。1929年に回復しても、工業雇用
指数は1925～26年の水準を3％下回っていた（Toniolo	1980,	131）。公式
の失業率は産業労働力の10％だった（Cohen	1972,	649）。

（98）	たとえば、コーポラティヴィスト経済学者であるジーノ・アリアスは、
1929年の出来事を「過剰消費の危機」（Arias	1931）と表現し、高給、労働
者階級の「予測不能性」、金融投機、そして「生産と富の無制限な増加」が、

「公共及び私的道徳の最も基本的な規範に対する最も露骨な違反」によっ
てもたらされたと説明している（Arias	1933,	216,	 in	Michelini	2020,	42─
43）。著名経済学者で構成されたファシスト機関誌『国家（Lo Stato）』編集
委員会は、危機は国際的な	「信用の乱用」でもたらされたとの点で一致し
ていた。対照的に、ファシズムの経済政策は際立っており、「当初から厳
格な現実主義的政策を採用していた」（Direzione	1931,	 in	Michelini	2020,	
49）。同誌においてジュゼッペ・ウーゴ・パピはコーポラティヴィストの

「統制経済」という経済政策は、あらゆる歳入の急速な減少につながるし、
そこでは公共支出の削減にも配慮し、国家予算の均衡を維持することも
忘れてはならないと主張した（Papi	1931,	in	Michelini	2020,	49）。

第8章
（1）	 他の多くと同様、ニーマイヤーも、イギリスによる対イタリア融資が、イ

ギリス商品購入の手蔓を供すること、したがってそのような融資の経済的
影響を過小評価すべきではないと知っていた。1930年6月にマクミラン委
員会に報告したとき、対イタリア融資とイギリスの対イタリア輸出増加と
の関係がよくわかっていた。「私は全体として海外からの融資がイギリス
の輸出を大きく上回ることはないだろうし、その場合はわが国に大いに有
利と信じたい。融資の大半は、直接的または間接的な発注を意味し……
秩序維持に資する安定化融資でさえ、公正にイギリス貿易の利益となる」

（G1/428）。1919年、イギリス大使館のロドニー・ロッドも同意見だった。
「しかし、一般には、財政がきわめて困難なときにイタリアにさらなる信
用供与を行うかどうかは、すでにイギリスに対して負う債務を清算する観
点からのみならず、イギリス貿易の将来的発展の観点からも考慮される
べきであって、そのためにはイタリア財政の安定は無視しえない」

（February	7,	1919,	FO	371/3808）。
（2）	 貿易統計分析は、Luigi	Einaudi,	“Italy—The	Direction	of	Foreign	Trade—
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Revival	 of	Trade	Unions	Movement—Fascist	Corporations	 and	Class	
Federations,”	Economist,	December	13,	1924,	964を参照。

（3）	 Carlo	Schanzer,	 “Statement	 on	 the	Financial	 Situation,”	made	 in	 the	
chamber	of	deputies	sitting	in	June	10,	1919,	Rome	in	T1/12367/35323参
照。

（4）	 ジェームズ・レンネル・ロッドが1919年4月2日にジョージ・ナサニエ
ル・カーゾンに宛てた書簡、FO	608/38/15,	fol.	449。

（5）	 2月の融資は主に1919年2月1日以前にイタリア政府に提供された役務に
対するイギリス省庁への未払債務に充てられた。2月協定はT	1/12343/	
8035/19も参照。イギリスの緊縮策がイタリア融資額に影響を与える可能
性があったことは注目に値する。1920年6月16日、イタリア代理大使の
ガブリエレ・プレツィオージは、ネヴィル・チェンバレン首相に、思いつ
めた口調で書簡をしたためている。「1919年8月8日の協定交渉時、銀行
金利は長期で5%で安定していたが、その後6%、近年では7%に上昇し、
イタリア財務省の債務が大幅に増加した」（T	160/10/12,	fol.	3）。イギリス
政府は、イタリア手形の更新すべてについて、一律5％の金利の固定に同
意した。

（6）	 商務参事官は報告書を次の悲観的な判断をもって締めくくった。「30年以
上にわたりこの国を綿密に調査してきた私が言えるのは、イタリア人は現
在のところ、自分たちの必要を誇張しているわけではなく、この国が直面
している危険は、考えられる限り最も深刻な性質のものであると確信して
いるとしか言えない」（T	1/12551,	7）。

（7）	 イギリス財務省保管のハンブリングによる覚書にはこうあった。「イタリ
アの責任ある人々は、（戦時中に何度か訪問したイタリアの私の知るとこ
ろからも、彼らが正しいと確信するのだが）イタリアの現況により、国民
が雇用を継続できるようにするために、何らかの方法で自国産業に不可
欠な輸入品の入手が許されない限り、深刻な政治的動乱のリスクがある
と確信する。同国の物価は限界に達しており、国民はきわめて反抗的で、
雇用不足が起こればおそらく革命とボリシェヴィズムの引き金を引くだろ
う。わが国はすでにイタリアに約4億ポンドを貸し付けており、すでに投
じた資本を守るために、今必要なさらなる援助を今後2年間与えることは、
ほぼ必須と思われる。現在、ロンドン市内に、イギリスは他国に長期信
用を与えるだけの余裕はないとの見解を持つ著名人がいることは承知し
ているのだが、諸国民間に動揺が生じる危険はきわめて高く、イタリアで
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何か問題が起これば、すぐに広がってしまうかもしれない……。現在イタ
リアへ援助することを拒否すれば、即座に拡散を招きかねない」（T	
1/12367/35323,	memorandum	from	Sir	Herbert	Hambling）。	

（8）	 福祉削減に反対する政治的圧力はとりわけ厄介だった。カペル ＝ キュアが
報告するように、「ロンドンの銀行の頭取が私に語ったところによると」

「ロンドン市内の金融界に特別な印象を与えた不穏な点は、イタリア政府
が、社会主義者の声に屈して、現在のパン補助金を取り払おうという試
みにあった」（April	12,	1920,	T	1/12551/4）。

（9）	 イタリア産業連盟からも、政府の財政・経済政策に対する同様の慨嘆が
噴出した。執行委員会の動議では、「金融当局、財務省、公共サービスの
政策は、他国に類例を見ない課税によって状況をより困難なものにすると
思われる。これは利子のみならず資本をも吸収し、貯蓄を不可能にし、
それによって新資本が生産経路へと流入することを妨げている」との指摘
があった（“Industry	and	Production:	Motion	of	Executive	Committee	on	
the	Confederation	of	Industry,”	April	6,	1922,	FO	371/7656,	fol.	156）。

（10）	もちろん内部の関係者も同意した。一例としてニッティは1922年3月12
日、「あらゆる冒険的政策を放棄することによって」イギリス法の原則を
実施するよう強く求めた（FO	371/7669,	 fol.	201）。彼はこう続けた。「唯
一の救済策は、貯蓄習慣に立ち戻ることだ」。第7章で見た同僚経済学者
たちと同様に、ニッティもまた節欲的美徳の欠如を嘆いてみせたのだ。

「国家も、地方自治体も、民間人も貯蓄をしていない。いや国家こそが悪
しき手本にさえなっている」（同書、fol.	198）。

（11）	 一例として、“Investment	of	Foreign	Capital	in	Italy,”	dispatch	by	Ambas-
sador	Graham,	November	11,	1922,	FO	371/7656,	 fols.	292─293を参照。
その1か月後、『エコノミスト』誌は、1922年12月16日の勅令（Royal	
Decree	Law	1660,	in	GU	305	［December	30,	1922］）が、イタリアに新資
本を移転する目的で海外発行された全貸付金に対して所得税を免除したこ
とを報じた。こちらも参照。“Italy—Restriction	on	Sale	of	Occupied	Houses
—Exemption	from	Taxes	to	Foreign	Loans—Succession	Duty—Increase	of	
Failures,”	Economist,	August	25,	1923,	298.

（12）	推定削減額は2億5400万リラだった。“Succession	Duty	in	Italy,”	The Times,	
August	21,	1923,	7.	

（13）	 December	27,	1923,	FO	371/8887,	fols.	76─77.	同派遣は国民経済大臣オル
ソ・マリオ・コルビーノの言を報じた。
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（14）	「大胆なイタリア財政」と題される『タイムズ』紙の別の記事は、1925年ま
でに財政赤字を0にというファシスト政権の公約を称賛した。この課題は
困難ながらも、イタリア国民が「さらに多くの金とより少ない支出」の公
式を実行しつつあった「確固たる指導力と、行動を持つ人物（デ・ステフ
ァニ）に導かれている」ことを考えれば、それは不可能ではなかった

（“Bold	Italian	Finance,”	The Times,	May	14,	1923,	11）。
（15）	第7章にもあるように、『エコノミスト』誌寄稿でエイナウディは1920年

代のファシスト経済政策を賞賛するのみだった。
（16）	 “Italy—Signor	De	Stefani’s	Speech—An	Italian	Geddes	Committee—The	

Deficit	for	1923─24—New	Debts	after	1914—Treasury	Control—Economic	
Improvement,”	Economist,	May	26,	1923,	1194ff.	政府はゲデスの斧を熱心
にふるっていただけではない。それは実を結びつつもあった。デ・ステフ
ァニが演説で述べたように、「経済状況」は「改善」していたためである。
とりわけ、輸入は減少、輸出は増加していた。

（17）	 “Fascismo,”	The Time,	July	2,	1923,	13.	“Signor	De	Stefani	and	London	
Italians”（The Times,	July	28,	1924,	15）と題される別の記事では、デ・ス
テファニがロンドンでギリシャ街のイタリア協同組合クラブで行った演説
が報じられている。デ・ステファニは、ロンドンの各地から参集したイタ
リア人を含む大勢の聴衆を前に語った。「イタリア人は着々となすべきこ
とをなし、辛抱強く犠牲を払って、国の経済・金融構造を再建し、回復
させた」。

（18）	 “Signor	Mussolini’s	Policy,”	The Times,	November	17,	1922;	also,	 in	FO	
371/7660,	fol.	236.

（19）	 大使館二等書記官のハーヴェイは、1年後にイタリア国政選挙がさらに延
期されたことを報告した際、同僚の言を繰り返していた。ハーヴェイは端
的にこう言った。「現議員はほとんど管理人に過ぎない……さらに言えば、
議会の卑屈な態度は、もはや国の代表ではないという明らかな事実によ
ってある程度までは正当化される」（FO	371/8886,	fol.	46）。

（20）	グラハムは、「全権委任法案」が「経済に影響を与える唯一の手段」と報告
した。彼は、「1922年11月に議会から1年間の『全権』を付与されたこと
で、ムッソリーニは議会から独立し、独裁者として統治した」と説明した

（Annual	Report	 for	1923,	FO	371/9946,	 fol.	246,	p.	16）。全権委任法案
（第7章参照）の機能に関する長々とした報告があり、「さまざまな閣僚の
宣言するところによると、新法によって付与される権限の範囲には事実上
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制限がないように見える」（November	21,	1922,	FO	371/7660）と指摘され
た。

（21）	 1922年11月、『エコノミスト』	誌は次のように指摘した。「どうやらムッ
ソリーニの目的は出身母体の意向に左右されず、自らが選んだ最も有能
な人材で政府を組織することにあるようであって、その政策の柱の一つ
は、徹底的な公共支出削減であるようでもある……それを実行に移そうと
する試みは、ヨーロッパにおいて健全な財政の必要を痛感するあらゆる
国籍の観察者たちから、共感をもって見守られるだろう」（“The	Fascisti	
in	Power,”	Economist,	November	4,	1922,	840ff.）。

（22）	一例として、『エコノミスト』誌は歓喜に湧いた。「ムッソリーニは秩序を
回復し、騒乱の要因を取り除いた」。特に「賃金は上限に達し、ストは増
加した」。これらが騒乱の要因であり、「それを解決しようとするだけの強
力な政府は存在しなかったのだ」（“The	Results	of	Fascism,”	Economist,	
March	22,	1924,	623ff.）。続く1924年、『タイムズ』紙は、「ノヴァーラ、
モンターラ、アレッサンドリア」の「ボリシェヴィスト農民」の野心と「そ
れら民衆の野蛮極まりない愚かさ」への解決策としてファシズムを賞賛し
た。2年半の間、農作物が土の中で腐敗するほど激しい農業ストが日常茶
飯事となった。共産主義者の小物指導者らは、その支持者に輪をかけて
愚かであって、いわゆる集団経営初の試みをそこで行おうとした」（“The	
Dissident	Fascisti,”	The Times,	June	17,	1924,	15）。	

（23）	 1928年8月、グラハムはチェンバレンに書状を送り、自由と秩序のトレー
ドオフを語った。「自由の問題があって、それが多くの人々の心を悩ませ
ている。その拘束が実際に、あるいは潜在的に過酷であり、しばしば不
当なのは間違いない。しかし、ジョリッティが権力を掌握していた時代、
あるいはニッティが統治に失敗した時代、ストがストを呼び、暴力が暴力
を呼んだ時代には、イタリアの主張が他の列強諸国からも苛立ちをもって
見られ、国際的な立場が似つかわしくも、丁重にあるいは丁重ならざる
形で問われた疑われた時代のほうが、あるいは精神的にはましだったの
ではと自問するイタリア人はきわめて多い」（FO	371/13679,	fol.	97,	7）。

（24）	同銀行のボーモント・ピーズ会長は、「高邁なる理想、国家権力の最高観
念、厳格な市民規律と自己犠牲、勤勉な労働と倹約への回帰以外に、こ
の国を道徳的・経済的な完全な崩壊から救出することはできない」と報告
する（“The	British	Italian	Banking	Corporation,	Limited,”	Economist,	March	
22,	1924,	640ff.）。そしてまた、「この傑出した支配者の15か月足らずの
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全権委任政権行政の成果は、とりわけ経済・金融の観点から見て驚くべ
きものである」（同書）。1927年も路線はほぼ変わることなく、イギリス国
立地方銀行会頭ヘンリー・ゴッシェンは、「イタリアでは、ムッソリーニ
総統の確たる政権のおかげで、経済的地位が強化されている」と報告する

（“National	Provincial	Bank,	Limited—Rubber	Securities,	Ltd.,”	Economist,	
January	29,	1927,	225ff.）。

（25）	イタリアの新刑法改革は権威主義の強化に資するものだった。この改革
は、「それまでのイタリアの刑事法制の方向性」を覆すものだった。「刑罰
の予防的または治療的観点ではなく、報復的な観点に基づいていた……
死刑が復活した。刑罰が強化され、新たな犯罪が生まれた……高利貸し
は犯罪とされ、経済的または政治スト、ボイコット、ロックアウトも違法
となった」（“The	New	Italian	Penal	Code,”	1927,	OV	9/440,	fol.	34,	in	the	
Bank	of	England	Archives）。

（26）	ファシスト民兵の国家機構との統合は、一例として“Celebration	of	Rome’s	
Foundation	Day:	 Fascista	Military	Organization,”	April	 25,	 1923,	 FO	
371/8885,	fols.	1─4。

（27）	 1922年11月、グラハムは同僚に、「彼（ムッソリーニ）にとってイタリア
を代表するのは内閣ではなく黒シャツであり、支配は後者に基づいて行
われ、前者はただ座すのみだ」（November	16,	1922,	FO	371/7660,	 fol.	
235）と語る。

（28）	一例として、1923年12月28日の報告書（FO	371/8886,	fol.	174）では、ロ
ーマの街中でのジャーナリストで政治家ジョヴァンニ・アメンドラへの襲
撃の事実が記載される。1924年6月13日、大使館は、ファシスト過激主
義的措置を非難した後に受けたミズーリへの襲撃を報告した（FO	
371/9938,	 fol.	176）。ニッティへのファシストの迫害は、1923年のグラハ
ム大使の「一般報告」（FO	371/9946,	fol.	246,	24）を参照。

（29）	「ミラノ市選におけるファシスト党勝利の理由」と呼ばれる外務省の興味
を惹く文書からは、イギリス政府が当初からファシスト党の反民主主義的
傾向を認識していたことがわかる。同書は、1922年12月10日のミラノ選
で、社会党と共産党が「立憲ブロック」（ファシスト党と他のすべての秩序
政党、すなわち国家主義者、自由主義者、その他の立憲政党）によってい
きなり敗北したのは、暴力と不正選挙によってなされたと説明する。「日
曜朝5時までに、各所の投票所は、ファシスト党のグループによって占拠
され、彼らはこん棒と銃で武装していた。ビラ宣伝、社会主義者の投票
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用紙配布など、社会主義者側の投票を後押しするいかなる行動も、ファ
シスト党によって直ちに弾圧され、犯人はたいてい医務室に連行されるこ
とになった。社会主義者の有権者は困難な状況を知ることになった」（FO	
371/	7673,	fol.	248）。	

（30）	一例として次の記事があった。「イタリア当局は最近、大規模な共産主義
者 の 一 斉 検 挙 を 行 い、 全 土 の 検 挙 者 数 は1000人 を 超 え て い る 」

（September	25,	1925,	FO	371/10784,	fol.	162）。1928年、イギリス大使館
はイタリア特別法廷による「共産主義活動の容疑者」の裁判を報告した

（February	8,	1928,	FO	371/12949,	fol.	235）。
（31）	マッテオッティ事件は第7章注18を参照。その他の通信は、FO	371/7660	

fols.176,	178,	187を参照。
（32）	グラハムからラムジー・マクドナルドへの1924年6月23日、FO	371/9938,	

fol.	214。同様の科白は、“The	Crisis	in	Italy,”	Economist,	July	5,	1924,	11
を参照。

（33）	 “Achievements	of	Fascismo,”	The Times,	October	31,	1923,	13.
（34）	ミゴーネは『ニューヨーク・ワールド』紙編集長にして全国レベルの政治

的影響力を持つ唯一の日刊紙としてファシスト政権に対して一貫して批
判的な姿勢を維持していたウォルター・リップマンでさえ、モルガン銀行
のトーマス・ウィリアム・ラモントに対して、「金融面での進歩を認識し
ていないわけではない」と明言していたと指摘している（Migone	2015,	
60）。ミゴーネはこう書いている。「自由民主主義秩序の特徴であるはず
の政治体制が破壊されたことで、世界有数の偉大な自由主義革命の上に
築かれたこの国で、何らかの反作用が起こると予期されるかもしれない。
しかし、実際には批評や否定的な評価はまったく疎外され、ほぼ完全に
マルクス主義者や過激派に限定され、しばしば少数民族のコミュニティ
内にとどまった……ファシズム台頭に関するこの論説と外交解釈は、アメ
リカが自国利益保持の名目で民主主義的ルールへの例外をこれまで以上
に頻繁に容認するという、アメリカ史における潮流の初期の重要な証左と
なっている」（同書、47─48）。アメリカの外交・金融界の姿勢は、私がイ
ギリスについて調べた態度と一致していた。マッテオッティ事件へのアメ
リカの受け止め方は、Migone（2015,	50─68）を参照。

（35）	 “The	British-Italian	Banking	Corporation,	Limited,”	Economist,	March	21,	
1925,	559ff.

（36）	ウィンストン・チャーチルの発言は、この考え方の範例である。「同じこ
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とをするにも、国によって方法は違う……私がイタリア人だったなら、レ
ーニン主義……との戦いに勝利した皆さんと、徹頭徹尾共闘していたに
違いない。しかし、イギリスでは、われわれはいまだかくも毒々しい形で
この危機と直面したことはない。……しかし、われわれの闘いにおいて、
共産主義を圧殺できることに、私はいささかの疑念も抱いてはいない」

（“Churchill	Parla	dell’Italia	e	del	Fascismo,”	Il corriere della sera,	January	
21,	1927;	De	Felice	1966,	330）。	

（37）	ローマ特派員より、	“The	Italian	Elections,”	The Times,	April	4,	1924,	11。
（38）	ベンジャミン・ストロング宛て私信、1927年10月26日、https://	 fraser.

stlouisfed.org/archival-collection/papers-benjamin-strong-jr-1160/corres	
pondence-great-britain-473618/fulltextに転載。イングランド銀行には、報
道の自由の抑圧についての文書が実に多く保蔵されていた。たとえば、
ルイ・フランクがノーマン総裁に宛てた書簡を参照。「報道の自由も、世
論も、自由な批評や意見も、個人の自由さえもない。行政の手法はます
ますそれを抑制する傾向にある」（November	9,	1926,	OV	36/1,	fol.	19）。

（39）	アメリカ連邦準備制度理事会（FRB）のベンジャミン・ストロング総裁の
言は、同僚の言葉に勝るとも劣らなかった。彼はノーマンに手紙をしたた
め、3カ国の中央銀行の協力関係について歓喜を表し、次のように述べた。

「民主主義や個人の自由（これはしばしば自由を意味し、時には放縦を意
味する）についての見解がどうあれ、イタリアの現政権が国民福祉を増進
させる上で奇跡的としか言いようのないものであることに同意できると思
う。自由民主主義の基準から言えば、その方法について完全に同意する
ことはできないかもしれないが、達成された結果については不同意とは言
えない」（Letter	of	November	9,	1927,	G1/307,	fol.	47A）。イタリア国民に
とって利をもたらすとの主張は、資本蓄積の再開そして経済法則の下で
の国民の従属とが再び結びつけられた。

（40）	一例として、1924年、グラハムは「ファシスト大勝利」を祝する電報を送
っている（“Italian	Election	Results,”	April	11,	1924,	FO	371/9938,	fol.	50）。
選挙妨害はほぼ顧みられず（“there	were	relatively	 few	serious	cases	of	
violence	and	bloodshed,”	April	18,	1924,	同書、fol.	61）、イタリア特有の
情勢として解されるようになった。「ファシスト党の圧勝が不適切な強制
手段によるものだったことは疑いないが、イタリアの選挙、とりわけ南部
では暴力と腐敗が常に蔓延していた事実を念頭に置かなければならない」

（April	11,	1924,	FO	371/9938,	fol.	51）。結局のところ大事なことは、ムッ
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ソリーニが政治的安定を代表していた点だった。彼は、イギリスの選挙
制度（すなわち多数決制）が採用されていたら、「事実上、議場はファシ
スト党員だらけになるだろう」（同書）と述べた。

（41）	この論文でエイナウディは、新コーポラティズム国家の制度化と政治的自
由の欠落に懸念を表明した。しかし、その一方で、彼は「ムッソリーニが
祖国のためになした業績への十分な認識と、その高い理想への称賛もわ
れわれの中には存在する」と読者に念を押した（“The	Corporative	State	in	
Italy,”	Economist,	June	23,	1928,	1273ff.）。

（42）	同年、グラハムは、「ムッソリーニが突然いなくなったらどうなるかとの
疑問には誰も答えられない」とも書いている。1929年8月、初の国民投票
がムッソリーニを圧倒的に支持する結果となったとき、グラハムはオース
ティン・チェンバレン公使に、「この国は外見上においては『ファシスト
化』が衰えを知らぬ速さで成功を収めているように見える」と喜びつつ報
告 し て い る（Ambassador	Graham’s	confidential	 letter	 to	A.	Henderson,	
August	1,	1929,	FO	371/13679,	fol.	96,	2）。	

（43）	『タイムズ』紙は「イタリアに圧をかけて債務を支払わせる目的で、海外市
場での対リラ攻勢を開始した」と報じた（“Fall	of	 the	Lira,”	The Times,	
June	19,	1925,	15;	OV	36/22,	fol.	31にも記載）。

（44）	イタリア財政の弱体化、貿易収支赤字、軍需品と食糧輸入における金融
依存で、同国は休戦協定締結時には、その資金のほとんどをイギリス（18
億5500万ドル、イギリスへの金流出と信用供与額1億5231万4000ドル分
を調整）とアメリカ（13億1000万ドル）に負う戦争債務国となった。海外
資本が国の喉元に突き付けられていた。戦争遂行のため、イギリスはア
メリカからの借款も余儀なくされた（休戦までに10億2700万ポンド―
Morgan	1952,	320）。アメリカの新たな覇権に対する莫大な債務は、イギ
リスとイタリアの戦後政治に巨大な影響を与えた。アメリカは戦時公債に
対して強硬な姿勢をとったため、すべての国が自国債務を返済するため
に、厳格な支払い計画を立てざるをえなくなった。特にこれはイギリスに
当てはまり、イギリスの場合、多くの国の中でもとりわけイタリアに債務
返済を要求した。

（45）	British	financier	Sir	Felix	Schuster	 to	 the	governor	of	 the	Bank	of	 Italy,	
Bonaldo	Stringher,	April	23,	1923,	G	30/11.

（46）	イギリス大使館は毎年イタリアの予算案を翻訳し、注釈をつけていた
（the	year	1927─28	in	FO	371/12198,	fol.	84も参照）。同様にイングランド
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銀行は1920年代を通じて、イタリアの金融工作、貿易収支、通貨流通を
監視するために多数の資料を保管していた（一例としてOV	36/1,	 fols.	13
─14参照）。アメリカの同様の財務監視については、Migone（2015）を参照。

（47）	イングランド銀行1925年6月報告書もほぼ同様の点を指摘する（OV	36/1,	
fol.3参照）。

（48）	 1925年11月14日、ヴォルピとアメリカ財務長官兼アメリカ対外債務委員
会会長のA・W・メロンは、ワシントンで「1925年6月15日時点で、すで
に支払われた金額の一部を差し引いた元金と利息を含め、イタリアのア
メリカに対する債務は20億4200万ドルに達していた」との合意書に署名
した（OV	36/22,	2）。1926年1月7日、ロンドンでヴォルピとチャーチル
の間で、イタリアの対英債務は清算された（OV	36/22,	14）。

（49）	リラ安定化は国際的な信用の支援があって初めて可能となった。その信
用の一部は民間、一部は連邦準備制度理事会（FRB）のベンジャミン・ス
トロング管轄下にある発行機関とイングランド銀行の同意を得たモルガン
家の銀行家らによって供給された。1926年5月以来、これらの外国金融
機関はイタリアに対して金本位制への復帰を迫っていた。J・P・モルガ
ンを代表するアメリカ人銀行家トーマス・ウィリアム・ラモントは、「金
本位制への早期復帰を真剣に検討する上で最も有利な立場にあるため
……モンタギュー・ノーマンとストロング総裁の即時の賛同を得る」よう
に働きかけ続けてきた（May	21,	1926;	OV	36/1,	fol.	14）。

（50）	 1927年には、金本位制復帰と同時に、安定化を支援する2つの重要な融
資が行われた。イタリア銀行総裁のボナルド・ストリンガーは、英米民間
銀行（ハンブロ銀行とロスチャイルド銀行）から7500万ドル、準備銀行か
ら7500万ドルの融資を受けている。

（51）	 大使館は1924年までに、デ・ステファニの業績に関する多くの報告書を
まとめ、変動債務の整理について論じていた（letter	 from	Graham	to	
Prime	Minister	James	Ramsay	MacDonald,	July	3,	1924,	FO	371/9936,	fol.	
42;	OV	36/1,	fol.	21も参照）。それらの内訳は国債支払い、貿易赤字減少、
貯蓄と雇用の増加によっていた（Summary	of	Financial	Statement,	June	
27,	1924,	FO	371/9936,	fol.	44）。イタリアを監視するこうした報告の頻度
は、リラの安定期に増加した。一例として、1926年9月3日の報告書

（OV	36/22,	fol.	83	and	OV	36/1,	fol.	16）を参照。
（52）	ヴォルピからムッソリーニへの書簡1926年10月20日、Cotula	and	Spaventa

（1993,	575）	［I tecnici inglesi che sono i nostri critici più avveduti］。
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（53）	一例として、1927年に書かれたイギリスとイタリアの経済ファンダメン
タルズ比較では、	イタリア変動債務が大幅に減少し、貿易収支の改善が報
告されている。また、イタリア国内債務負担は、工業生産の大幅増加を
考慮すると、イギリスよりはるかに軽微であるとも指摘する（OV	9/440,	
6─7;	OV	9/440,	fol.	21も参照）。

（54）	第7章に記されるように、法による賃金抑制はファシストの産業緊縮の常
套手段となった。1925年以降、イギリス大使館は、ファシスト連合を除
くスト、ロックアウト、組合非合法化を通じて、労働者がファシスト国家
に従属した事実を広汎に報告したが（October	9,	1925,	FO	371/9936,	 fol.	
257）、これらは、「使用者との交渉に関する限り、完全に無力な状態」

（December	1,	1925,	FO	371/9936,	 fol.	259）に追い込まれた。ファシス
ト・サンジカリズムは「生産協力の要因だった」（December	21,	1925,	FO	
371/9936,	fol.	276）とグラハムは述べる。

（55）	解散したCGdL最重要指導者らは、コーポラティズムを支持する宣言に署
名したと報じられた（FO	371/12202,	fol.	77参照）。

（56）	 “The	Stabilisation	of	the	Lira,”	Economist,	December	31,	1927,	1179ff.
（57）	イングランド銀行覚書にはこうある。「イタリア銀行は株式会社であり、

1893年8月の法律に基づき、イタリア国立銀行とトスカーナ国立銀行及
びトスカーナ信用銀行が合併し設立された」（OV	36/22,	 fol.	76）。“Italian	
Bank-Note	Reform,”	The Times,	May	25,	1926,	13も参照。	

（58）	イングランド銀行の動向は、イタリアのテクノクラートたちの念頭に常に
あった。一例として、ヴォルピ財務相はこう発表した。「イタリア銀行は、
1924年にイギリス政府が金平価復帰を決定した際にイングランド銀行が
示した範に倣い、国際銀行界の協力を得るために力を尽くしたが、それ
はある意味では、為替防衛を強化するとの明確な意図があったこと、ま
た、中央銀行や大手銀行の幹部が政府の決定に全面的に協力し、その決
定の全面支持を証言すると考えたことによっていた」（OV	36/22,	fol.123A,	
13─14）。

（59）	G14/95,	fol.	1,	財務省委員会の議事録から抜粋。
（60）	ノーマンの懸念は、「中央銀行が（政治よりも）金融路線で運営されるた

めには、実際のところ一定の独立が不可欠」（Letter	to	Strong,	October	29,	
1926,	fol.	9,	2）との確信に基づいていた。彼はまた、オランダの中央銀行
家ジェラール・ヴィッセリングに宛てて次のように書いている。「現体制
は独立にとって致命的であり、手を縛られた相手と協力できない」
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（December	28,	1926,	G1/307,	fol.	37,	2）。イタリアに関する「完全な自主
性と政治支配からの自由」のノーマンの主張は、H・シャハト宛て書簡

（November	5,	1926,	G1/307）、 及 び ア ー サ ー・ ソ ル タ ー 宛 て 書 簡
（November	8,	1926,	G1/307）を参照。

（61）	ノーマンはまた、「オーストリア、ハンガリー、ドイツ、ベルギーの場合、
中央銀行の法的独立が認められている」ことを指摘し、他の中央銀行総裁
は「独立したストリンガーと協力すること」を強く望んでいると述べた

（October	25,	1926,	G14/95,	2─3）。
（62）	シャハトに宛てた別の書簡で、ストロング総裁はこう書いている。「私は

その立場について詳しく調査したわけではないが、ストリンガーによれば、
予算は均衡している。変動債務はなく、必要な経済調整がなされ、貿易
収支は十分に調整、イタリア中銀は中央銀行間の金融面での協力の一般
原則を受け入れているのみならず、独立性と財務管理の立場を確立して
いる」（December	5,	1927,	OV	9/440）。

（63）	FO	371/12947,	fol.	176A,	49.
（64）	 “Italian	Internal	Situation	and	Policy,”	FO	371/8885,	fol.	88,	June	9,	1923.
（65）	 “Achievements	of	Fascismo,”	The Times,	October	31,	1923,	13.
（66）	 IMFによる緊縮の押し付けは、パンデミック危機の下でも、また、緊縮財

政が貧困と不平等を悪化させるとのIMF自身の調査結果が出てからも、
止まっていない。“IMF	Paves	Way	for	New	Era	of	Austerity	Post─COVID─
19,”	Oxfam,	October	12,	2020,	https://www.oxfam.org/en/press-releases/
imf-paves-way-new-era-austerity-post-covid-19を参照。

第9章
（1）	 イギリスとイタリアの賃金分配は、1930年代初頭の不況のピーク時には

一時的に上昇した。これは政治の結果ではなく、危機時には利益が減少
するという労働分配の反循環的性質による自動的な反応だった。しかし、
1933年以降、両国とも景気回復は利益において不均衡であり、賃金分配
は低下している。イギリスでは1938年に最低値（73％）を記録したのに対
し、イタリアでは1942年から1944年にかけて最低水準を記録した（41％）。

（2）	 搾取の労働生産性指標は「非生産的労働」、すなわち、当時両国とも労働
力の相当部分を占めていた家事使用人などすべての労働を考慮してはい
ない。原則的には、非生産的労働賃金は剰余価値の測定に加えられるべ
きである。したがって、われわれの労働基準は搾取率を過小評価してい
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る。イギリスでは、搾取率は1921年の0.29から1929年には0.36に上昇し、
イタリアでは1918年の搾取率は0.82で、1928年には1.25だった（図9─2
は2年間の移動平均を示しているため、これらの数値が即時的に表れてい
ないことに留意）。	

（3）	 Thomas	and	Dimsdale（2017,	 table	A56）。ここでは2013年を基準年（ま
たは2013=100）とすることに留意。

（4）	 住宅とPAを差し引いた総労働生産性、Giordano	and	Zollino（2020）。
（5）	 投資環境の好転は、株価の著しい上昇にも表れている。イギリスでは

1923年から1928年にかけて株価は63%上昇した。イタリアでも、株価と
配当利回りの指数は「赤の2年間」低迷したが、驚異的回復を見せた。実
際、第7章の記述からもわかるように、民営化、減税、銀行救済は「金融
仲介業者に絶好の利潤機会」を提供した（Toniolo	1995,	300─302）。株式
と配当の総利回りは、10年間でほぼ3倍に増加した。1923年からの10年
の終盤において、新規上場企業の価値はほぼ40％上昇した。この上昇は、
緊縮財政がイタリアの金融界にとっていかに有利な条件を生み出したか
を示している（Siciliano	2001,	figure	1.1参照）。

（6）	 緊縮財政の階級的含意が利潤率そのものに体現されているとしても、資
本家が利潤率のいかほどを投資に回すかという二次的な問題は別にして、
注目に値するのは、1921年以降の工業生産の目覚ましい成長が示すよう
に、高い利潤率がより大きな資本蓄積を促した事実である。両国とも、
工業生産は10年間でほぼ倍増した（Mitchell	1998,	422）。資本ストックも
大幅に増加した。イタリアでは1922年から1929年の間に18％増加した。
同時期のイギリスの資本ストックの増加率がわずか4.8％だったことを考
え合わせると、これは驚くべき急上昇である。イタリアの名目資本ストッ
クに関するデータはイタリア銀行のLABCAP	3.0（2010）を参照。イギリ
スのデータは、Thomas	and	Dimsdale（2017）を参照。

（7）	 「イタリアの1922年から1929年の平均実質成長率は4％（1861年から
1896年は1.7％、1896年から1913年は2.2％）と比較した場合」（Gabbuti	
2020b,	256）。

（8）	 第6章で述べたように、イギリスでは1920年春から金融引き締めが実施
され、その後10年に及ぶ「不況」が続いた。ピグーの言を借りれば	「その
泥沼は相対的な安定と疑似均衡の時期だった。しかし、その均衡は健全
でなく、それは全体を通してきわめて多くの非自発的怠惰によって特徴づ
けられていたためである」（Pigou	1947,	42）。一般に歴史家は、「1920年代
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を通じて、イギリス経済は資源の過少利用と高失業率が継続した」
（Toniolo	1980,	22─23）とする点で一致する。

（9）	 公式失業統計は、その定義上、実際の失業水準を低く見積もっている。
一例として、職探しをあきらめた人、そもそも職を見つけられたためしの
ない人、絶望感から労働力人口に加わらなかった人などはカウントされな
い。そのため、多くの学者は「実質失業率」を公式数値よりかなり高く、
倍程度に推定している。現代のアメリカの現状は、the	Bureau	of	Labor	
Statistics,	 “Labor	Force	Statistics	 from	 the	Current	Population	Survey,”	
https://www.bls.gov/cps/cps_htgm.htmを参照。イギリスの失業統計とそ
の欠陥に関する詳細な研究については、W.	R.	Garside（1990）を参照。

（10）	全国平均は、イングランド北部に多く存在し、ポンド切り上げの影響を最
も受けた基幹産業（鉄鋼、石炭、繊維など）の危機的状況を軽視している。
一例として、1920年に130万人の労働者を雇用した鉱業は、その10年間
が終わるまでに20万人以上の労働者を喪失した。大恐慌では、状況は悪
化の一途をたどった。失業者数は1932年に340万人のピークに達し、そ
の後第２次世界大戦が始まるまで250万人をわずかに下回る程度だった。
この慢性的社会問題に刺激と最終解決をもたらしたのが戦争にほかなら
なかった。

（11）	 ストのデータ解釈を普遍化することはできない。資本主義の歴史のいくつ
もの瞬間において、スト率の低さはさまざまな権力上の力学を示す可能
性がある。どちらの側が優勢であるかをそれは反映している可能性があ
るためだ。1920年代、1980年代ともに、スト件数減少は、産業緊縮の典
型である組織労働者への攻撃に起因するのは確かである。

（12）	われわれの調査結果は、ストに関する実証研究の大半と合致しており、
スト頻度が景気循環とどう関連するかを示している。失業率が低下する
か、インフレ率が上昇したりすると、スト数は増加する傾向にある。同様
に、組合の組織力が高いほどスト件数は多くなる。Franzosi（1989,	358）
を参照。

（13）	うち農業従事者は104万6000人。Ministero	dell’	Economia	Nazionale（1924,	
278）を参照。

（14）	工業、建設業、農業、鉱業などを含む。全産業及び全経済の労働者数は
Toniolo（2013,	table	A5）	を参照。

（15）	アメリカの移民法強化や、生活水準が極端に低い農村部の貧困層が労働
を強いられたことで、産業予備軍は増加を見た。
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（16）	イタリアの労働市場における大恐慌の影響は劇的で、イギリスより深刻だ
った。1929年から1932年の間に、職業安定所の登録者数は4倍に膨れ上
がった（Mattesini	and	Quintieri	2006,	417）。金本位制を維持しようとす
る政府の尽力により、失業対策として動員される資源を大幅に減少し、
そのことで大恐慌の時代に失業者数は急上昇して1933年には100万人を
超え、工業労働力の36.6%に達した（これは1933年の雇用数の最大値と
最小値を平均して算出した推定値）。1925年から1935年までのイタリア
の労働白書（後に“Sindacato	e	corporazione”）を参照。産業労働力のデー
タはToniolo（2013,	table	A5）を参照。

（17）	 賃金の議論は、現在も雇用されている労働者のみへの適用であることに
留意。実質賃金は、低賃金労働者が真っ先に首を切られることを考える
と、部分的にはその補償的上昇効果を反映することになる。

（18）	 Federico	et	al.（2019）は、1861年から1913年の期間におけるイタリアの
非熟練労働者の実質賃金が、イギリス、ドイツ、オランダといった他ヨー
ロッパ諸国の労働者と比べて例外的に低かった事実を実証的に示してい
る。これは特にイタリア南部の労働者に当てはまる。

（19）	この2年間で、金属労働者は名目日当のほぼ30％を喪失した。イタリアの
この下落傾向は1935年のエチオピア戦争まで続き、平均的な工業労働者
の日額名目賃金は極端な低水準に達した（1926年水準より45％低く、
26.34リラから14.9リラに下落）。「赤の時代」と比較すると、日当は3分
の1以上の減少を見せたことになる（数値はすべて	Scholliers	and	Zamagni	
1995,	231─232,	table	A6	による）。

（20）	イタリアの名目産業日額賃金データは、Scholliers	and	Zamagni（1995,	
table	A6）を参照。なお、Mitchell（1998）の過去の統計では、全産業労働
者について7倍の上昇を示している。

（21）	Cohen（1979）は、イタリアについて同様のデータを示している。1920年
代を通じて、特に下層階級で、タンパク質を豊富に含む食品と新鮮な果
物の食料品消費が減少した。著者は、「ファシスト党の政策目標は、イタ
リア人労働者の食料消費の減少を通じて一部達成された」（1979,	83）と結
論づけている。興味深いことに、消費支出で唯一増加したのは家賃であ
り、1926年以降上昇し、家計支出全体に占める割合は増大を見た（Vecchi	
2017参照）。

（22）	Favero（2010,	337）は興味深い逸話を引き合いに出している。1939年10
月にピサで開催されたイタリア統計学会の最初の学術会議の議事録を出
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版するにあたり、労働者階級の家計収入と消費の関係が最低限の生活水
準を下回っていることを実証しようとした論文を一つだけ除外した。

（23）	ファシスト政権時代には、「困窮世帯の多くが、扶養家族の費用を一時的
に軽減するために、貧民院として精神病院を利用した」（Gabbuti	2020b,	
272）。したがって、「イタリアにおける監禁施設の増加（1925年から1941
年の間に6万から10万に増加、Moraglio	2006）は、貧困層が悪化を示す、
さらなる憂慮すべき兆候であろう」（Gabbuti	2020b,	271─272）。実際、
1930年代になっても貧困層の状況は改善されなかった。ファシストの宣
伝文句とは裏腹に、「扶助費は1929～1930年と1930～1931年の間に450
万も削減された」（Melis	2018,	468）ほどで、結果、貧困救済は縮小してい
る（Preti	and	Venturoli	2000,	744）。戦間期の社会再分配措置の無策は、
Giorgi	and	Pavan（2021）も参照。

（24）	Gabbuti（2020b,	263─272）は、イタリア国民の生活環境悪化が1930年代
まで続き、栄養失調の増加、マラリアやその他疾病による死亡、死亡率
上昇に表れた事実を記録する。

（25）	1920年代のイギリスにおける所得集中の分析は、León	and	de	Jong（2018）
を参照。

（26）	財源別に所得評価を行うこれらの数値は、非課税の莫大な利益（不正利益、
高官の所得等）、とりわけ、圧倒的に上層部で行われた大規模な脱税を考
慮していない。第7章からわかるように、このような脱税はファシスト政
権の税制改革で大幅に促進された（Gabbuti	2020a,	21─24参照）。ガブッ
ティは、脱税対策が小規模納税者の財政負担を増大させる効果があった
と指摘する。また、Gabbuti	and	Gómez─León（2021）は、1920年代を通
じて生じた格差の急拡大を明らかにする。

（27）	この語はダンカン・フォーリーとの対話によるものであり、氏に感謝する。
（28）	近年のカレツキアンによる野心的なモデルでは、福祉政策や完全雇用が

経済成長に与える影響を形式的に明示している。特に、就業率上昇が資
本蓄積率に及ぼす負の影響と、その結果として生じる政治的反動機能に
ついては、Flaschel	et	al.（2008）を参照。

（29）	緊縮財政が総需要に及ぼす負の影響は、現在の緊縮財政の狂気としてケ
インジアンによって強調されてきたのみならず、マルクス主義者の多く、
特に独占資本派や新マルクス派からも強調されてきた（一例として、
Foster	and	McChesney	2012を参照）。実際、1929年危機は、過剰生産と
解釈する向きもあるが、イギリスやイタリアの労働者などが「節欲」を余
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儀なくされたことを考え合わせれば、氾濫し過ぎた国際市場の輸出に大
きく依存した不安定な経済成長で悪化したのは確かである。さらに、
1930年代を通じて緊縮政策が持続したことは、世界恐慌の深刻化に巨大
な影響を持った（世界恐慌期のイギリスの政策は、Howson	1975,	chapter	
4を参照）。

第10章
（1）	 一例として、Semmler（2013）は、「緊縮による歳出削減は、深刻な金融ス

トレスが存在する場合、消費と投資を減少させ、負のスパイラルを招くこ
とで、生産と雇用により強い負の影響を与える」と論じている（2013,	
899）。これらのモデルは、（2008年以降のヨーロッパに見るように）財政
の脆弱性、低成長、低消費性向、高債務といった状態にある場合、（景気
後退を引き起こすまでに）深刻である点を示唆している。2008年危機後
のヨーロッパにおける緊縮の評価は、Mittnik	and	Semmler（2012）及び
Semmler	and	Haider（2016）も参照。

（2）	 アルゼンチンの金利動向と2001～2002年の同国のマクロ経済危機は
Damill	and	Frenkel（2003）	を参照。

（3）	 1970年代に始まる世界各国における緊縮財政の概説は、Shefner	and	Blad
（2019）を参照。

（4）	 イギリスとイタリアでは、1970年代は工場現場をはるかに超えて社会保
護の時代であった。イギリスの国民保険制度は1974年に再編され、集中
化と利便性の向上が図られた。同時期、イタリアの福祉国家は、特に集
中化された医療制度と一般的な失業対策等、質量ともに大幅に拡大した。
a）一般失業保険制度、b）雇用サービスの一元化、c）一時解雇時の短期所
得補償制度、である。1950年代半ば、イタリアの社会支出総額（生活保
護、医療、社会扶助を含む）はGDPの約10％を占めるまでになっていた。
1970年にはこの割合は17.4％に上昇し、1975年には22.6％に達した。こ
れなどはフランスやベルギーに並ぶ水準であり、イギリスより高かった

（Ferrera	and	Gualmini	2004,	35）。イタリアの社会福祉制度の変遷はGiorgi	
and	Pavan（2021）を、イギリスはPeden（1985）を参照。	

（5）	 組合組織化の拡大は、大がかりな異議申し立てを反映したものであり、
1969年の「熱い秋」にイタリアですでに爆発していたのであり、スト、工
場占拠、学生の抗議、大規模デモが北イタリア全域に広がり、震源地はト
リノのフィアットであった。ほぼすべてのストは非公式で、（党と結託し
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た）労働組合ではなく、労働者の工場委員会や戦闘的な左翼グループが主
導したものだった。その要求は、1919年から1920年にかけての「赤い2
年間」を繰り返すものであった。一例として、産業経営への積極的参加、

「平等主義」（すなわち、性別、分野、資格による賃金格差の縮小）、所得
政策への管理強化（Ferrera	and	Gualmini	2004,	43参照）等があった。
1970年5月に「労働者の憲章」が署名されたのは、労働者の権利にとって
法的な、そして政治的な転換点となる重要な勝利だった。一例として、こ
の法令は職場における労働組合の権限を強化し、工場計画の中心的な役
割を労働組合に付与することになった。また、15人以上の従業員を抱え
る全企業において、「正当な理由」なき場合には強制再雇用を義務付ける
規則を制定し、罰金を廃止した。1975年、イタリア産業連盟は、賃金を
インフレ率に連動させる新協定を締結し、それが賃金を押し上げた。こう
した目に見える利益も、その年のさらなる抗議行動を妨げることはできな
かった。1977年、過激な急進的学生運動が、不安定な労働者の増える部
門や組合に組織された労働者階級の急進的な部門（一例として、金属労連

（FLM））と団結し、CGILの穏健主義と対立、非資本主義社会を支持する
にいたった。1977年の運動の近年の包括的な再編はFalciola（2015）を参照。

（6）	 Thomas	and	Dimsdale（2017）.
（7）	 同上。
（8）	 モンペルラン協会は、Mirowski	and	Plehwe（2015）を参照。なお、モン

ペルランの経済学者フリードリヒ・ハイエクはサッチャー首相と頻繁に書
簡を交わし、サッチャーはハイエクから多大な影響を受けている。

（9）	 新たに結成されたモンペルラン協会の「目的声明」は警告から始まる。
「文明の中心価値が危殆に瀕している。地表の大半において、人間の尊厳
と自由の本質的条件はすでに失われている。他地域では、現在の政策傾
向の展開によって、絶え間なく脅威にさらされている。個人と自発的な集
団の立場は、恣意的権力によって徐々に蝕まれている。ヨーロッパ人にと
ってのかけがえのない財産である思想と表現の自由さえも、少数派の立
場にあるときには寛容の特権を主張しながら、自ら以外のあらゆる意見を
弾圧し、抹殺可能な権力の確立ばかりを要求する信条の拡大に脅かされ
ている」。モンペルラン協会「目的の声明」についてはhttps://www.mont	
pelerin.org/statement-of-aims/参照。

（10）	大臣は次のように語った。「私は、全体としてインフレ率にほぼ沿った形
で物品税を引き上げる提案を行うが、総額の範囲内で若干の調整は行う
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つもりである。たばこと手巻きたばこの関税は、付加価値税（VAT）を含
め、20本入り1箱につき3ペンスから4ペンス相当に引き上げられる。こ
れは木曜日の午前0時から適用される。小型葉巻5本入り1箱の関税は2
ペンス引き上げられるが、パイプたばこの関税は据え置かれる。酒税は、
付加価値税を含めると、平均的な強さのビールとサイダー1パイントあた
り約1ペンス、テーブルワイン1本に4ペンス、スパークリングワインま
たは強化ワイン1本に6ペンスの値上げを提案する。蒸留酒の関税は今回
は再び見送られる。これらは今夜6時から適用される」（“Taxes	on	
Spending,”	HC	Deb	15	March	1988,	vol.	129,	cc	1003）。

（11）	 サッチャー時代以降も続くイギリスの民営化の小史は、Seymour（2012）
を参照。

（12）	 1980年から2000年にかけての反組合法制は、イギリス労働組合会議
（TUC）報 告、http://www.unionhistory.info/timeline/1960_2000_Narr_Dis	
play.php?Where=NarTitle+contains+%27Anti-Union+Legislation%3A	
+1980-2000%27を参照。

（13）	 筆者による計測。搾取率は利潤分配と賃金分配の比として計算される。
データはThomas	and	Dimsdale（2017）から引用。

（14）	Council	of	European	Communities（1992,	25）.
（15）	 EU加盟基準を参照。https://ec.europa.eu/neighbourhood-enlargement/poli	

cy/conditions-membership_en.
（16）	特にマーストリヒト以降の欧州統合過程について、Dyson	and	Featherstone

（1996）は次のように言う。「国内政策の優先アジェンダは、予算削減、福
祉国家改革、民営化へとシフトし、賃金と物価の柔軟性は切り下げを排
除する政策枠組みの中で新たな意味を持つようになった。また、政治制
度の成果や、国内規律を支えうる政治構造のあり方について、憲法上の
疑問が投げかけられている。また、国内主体間のパワーバランスにも変
容が見られ、テクノクラートとイタリア中央銀行の役割が格上げされた

（マーストリヒト後、イタリア銀行の高官2人が首相に就任した）」（1996,	
273）。

（17）	公的支出データはRagioneria	Generale	dello	Stato（RGS	2011）を参照。イ
タリアの賃金分配動態はGabbuti（2020a）を参照。

（18）	マリオ・モンティ、RAIテレビ番組でのインタビュー。Che tempo che fa,	
November	25,	2012,	YouTubeで視聴可能	https://www.youtube.com/wat	
ch?v=2L88XcsQvN0。
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（19）	同上。モンティはこう述べた。「（ALS患者に提供される医療の削減につ
いて）私たちは重く、時に否定的な主題にも取り組むが、答えはシンプル
だ。何十年もの間、脱税は軽犯罪と見なされてきたため、個人の利益や
狡猾さは、あらゆる分野で市民権を得ていると考えられてきた。誰もが自
らの特権を守ってきたからだ」

（20）	 Jepsen（2019）.	Magnani（2019）で報告されるデータも参照。
（21）	イタリアの実質一人当たり消費に関するデータは、Jordà,	Schularick,	and	

Taylor（2017）を参照。
（22）	欧米の一流大学（ハーバード、シカゴ、スタンフォード、マサチューセッ

ツ工科大学、ボッコーニなど）での教授職や一流経済誌（『経済学季刊誌
（Quarterly Journal of Economics）』、『欧州経済評論誌（European Economic 
Review）』など）の編集職を務める以外にも、これら専門家は政策関連の
経済研究を普及させる著名機関に籍を置いていた。たとえばアレシナは、
2006年設立の全米経済研究所（NBER）の政治経済プログラムの責任者を
務めている。教授らはまた、世界銀行、欧州中央銀行、国際通貨基金の
コンサルタントとして勤務し、フランス財務省、ニューヨーク連邦準備制
度理事会、イタリア財務省、イタリア銀行などの政府機関にも助言を行
った。また、イタリア政府にも直に助言を行っている。タベリーニはロマ
ノ・プロディ政権（2006～2008年）とマッテオ・レンツィ政権（2014～
2016年）に、フランチェスコ・ジャヴァッツィはマリオ・モンティ政権

（2011～2013年）に助言し、2021年現在、マリオ・ドラギの顧問を務めて
いる。また、専門家らは定期的にイタリア主要紙に寄稿している。これら
専門家の国内及び国際的な人脈の詳細は、Helgadóttir（2016）を参照。

（23）	アレシナが鋭く要約したように「総需要の主要な構成要素である政府支出
が減少したとき、何が経済の低迷を防ぐのか。……答えは民間投資であ
る。われわれの調査によると、歳出削減による赤字削減後、民間部門の
資本蓄積は増加し、企業は生産活動により莫大な投資、たとえば、機械
の購入や新工場の開設を行った。……増税による財政赤字削減後、資本
蓄積は減少した」（Alesina	2012）。さらに、Alesina	and	Perotti（1995）	は、

「財政調整が矛盾しないことを示唆する理論上の理由は、『クラウディン
グ・イン』の議論である。金利引き下げによる政府資金調達需要の減少は、
民間投資を『呼び込む』可能性がある」（1995,	21）。これらの議論の再構
築についてはAlesina	et	al.（2019）も参照。

（24）	アレシナ、タベリーニ、ペロッティは、企業家への期待からの緊縮財政を
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支持する論議を過去数十年にわたっていくたびも繰り返してきた（一例と
して、以下を参照。Alesina	and	Ardagna	2010,	2013;	Alesina,	Ardagna,	
and	Galí	1998;	Alesina	and	Perotti	1995,	1997;	Alesina	and	de	Rugy	2013;	
and	Alesina,	Favero,	and	Giavazzi	2015）。	

（25）	実際のところ、緊縮専門家らは、資本蓄積の秩序を伴う基盤が崩壊しか
ねないことへの懸念をしょっちゅう示していた。彼らに言わせれば、「債
務による公共部門の雇用、公共部門従業員の賃金、失業手当、労働税の
増加は、労働組合の賃金請求権に圧力をかけ、民間部門の賃金上昇、雇
用、資本、生産高の低下を招く」（Alesina	and	Ardagna	2013）。

（26）	サプライサイド改革は、Alesina（2012）及びAlesina	and	Rugy（2013）を
参照。

（27）	各国選挙結果と欧州中央銀行（ECB）理事会の代表との間には巨大な乖離
がある。とりわけECB理事会における欧州左派の割合はきわめて低い

（Alesina	and	Grilli	1991,	29参照）。
（28）	中央銀行は、金融政策の最終目標における選択能力を有している場合、

政治的に独立していると見なされる。一方、経済的な独立性とは、これ
らの目標を追求するための手段を選択する自由である。Grilli	et	al.（1991,	
366─367）及びAlesina	and	Grilli（1991）を参照。ECBの組織特性と、そ
れらがいかにして最高度の独立性を保証するかについての詳細な分析は、
Alesina	and	Grilli（1991）を参照。キプロス中銀の元総裁アタナシオス・
オルファニデスは次のように述べている。「（ECBは）連邦準備制度理事会

（FRB）よりもはるかに独立性が高く、まぎれもなく説明責任は低い。ア
メリカでは、FRBは議会に報告し、その権限は法律によって変更される
可能性がある。対して、欧州議会はECBに対して比較的影響力は低い。
ECBの法的枠組みはEUの条約に規定されており、そのため一国の政府や
欧州議会も変更はできない」（Statement	by	Athanasios	Orphanides	before	
the	Subcommittee	on	Monetary	Policy	and	Trade	of	 the	Committee	on	
Financial	Services,	United	States	House	of	Representatives,	November	13,	
2013,	62─67）。

（29）	「第21条1項は、欧州中央銀行（ECB）が共同体または各国の公的機関に
対して、一時的なものであっても（新たな）信用枠を開設することを禁じ
ている。同条項は、ECBが各国政府債のプライマリー市場に参加するこ
とも禁じている」（Alesina	and	Grilli	1991,	14─15）。

（30）	Agacino	and	Madrigal（2003,	47）の機能的所得分配（％）、Table	2、1977
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年ベース。ここで、搾取率は純利益／賃金で算出される。著者らはピノ
チェト政権が崩壊した後も、この傾向は低率ながら継続中であることを示
している。政権が変わったからといって、根本的な緊縮策が変化したわ
けではない。チリの歴代政権がいかにしてピノチェトの経済・体制モデル
を維持したか、また市民の役割を取り戻す現在の闘争については、
Vergara（2021）を参照。

（31）	ラテンアメリカ貧困の推定は、NU	CEPALのEconómicas,	División	de	
Estadística	y	Proyecciones（1990）を参照。

（32）	 “The	World’s	Worst	Central	Banker,”	Economist,	October	16,	1993,	108.
（33）	「月曜日、彼（エリツィン）は議会寄りの新聞数紙を閉鎖し、彼に反対する

いくつかの政治団体を禁止した。そして、名の知れた政敵への嫌がらせ
を続け、電話線を切断し、車を没収、警備員を排除した」（Elliott	and	
McKay	1993）。	

（34）	 “Yeltsin	regrets,”	Economist,	October	9,	1993,	15ff.
（35）	ロシアの失業率は1991年には5％だったが、1998年には13％だった

（https://www.macrotrends.net/countries/RUS/russia/unemployment-rate	参
照）。実質賃金は1987～96年の間に40～60％減少したため、賃金シェア
は1987～88年のGDPの41％から1993～94年には26％にまで落ち込んだ

（Milanovic	1998,	29参照）。
（36）	Milanovic（1998,	 68,	 table	5.1,	 for	household	budget	 surveys	［HBS］）.	

Klein（2008,	237─238）は、中毒、自殺、殺人率の上昇に反映された、当
時のロシア人の生活水準の低下について、よく描き出している。

（37）	非賃金民間部門所得は、農産物販売の所得、企業家所得、利子・配当、
海外所得、贈与、現物所得（あるいは消費）に等しい。

（38）	Lawrence	H.	Summers,	“Comment,”	in	Blanchard	et	al.（1994,	253）.
（39）	 “Borrowed	Time,”	Economist,	May	22,	1993,	66など参照。
（40）	 2.3兆ドルの内訳は以下を参照。“A	Breakdown	of	 the	CARES	Act,”	J.	P.	

Morgan,	April	 14,	 2020,	 https://www.jpmorgan.com/insights/research/
cares-act.

（41）	The	 ILO’s	World	Employment	 and	Social	Outlook	Trends	2021,	p.	12
（https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/---publ/
documents/pubrication/wcms_795453.pdf）.	 報告書にはさらにこうある。

「しかしながら、2021年の雇用予測は、依然金融危機以前の水準には及ば
ないだろう。加えて、パンデミックがなければ創出された雇用より減少す
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る可能性が高い。このような雇用増加の見送りを考慮すると、危機による
世界的雇用不足は、2021年には7500万人、2022年には2300万人に達す
ると予測される。……それに対応する2021年の労働時間不足は3.5%に達
し、これは1億人のフルタイム雇用に相当する」

（42）	 2021年のILO報告書によれば、「政府移転や給付を含まない世界の労働所
得は、2020年にはパンデミックが発生しなかった場合より3.7兆ドル（8.3
％）減少した。2021年の最初の2四半期では、この不足分は世界労働所得
の5.3％、1.3兆ドルの減少に相当する」（“World	Employment	and	Social	
Outlook	Trends,”	12）。さらに世界銀行の推計によると、2020年には、一
人当たりの1日当たり1.90ドル（購買力平価ベース）未満の世帯を極貧と
定義した場合、さらに7800万人が極度の貧困で暮らしていたと推定され
る（Lakner	et	al.	2021）。

（43）	 2020年3月18日から2021年3月18日の間に、これら億万長者の総資産は
8兆400億ドルから12兆3900億ドルに増加した。同年、億万長者は179人
増加した（Collins	and	Ocampo	2021参照）。この傾向に関するさらに一般
的な視点は、Zucman（2019）を参照。

（44）	 “A	Conversation	with	 Lawrence	H.	 Summers	 and	 Paul	 Krugman,”	
Princeton Bendheim Center for Finance,	 video	 recording,	February	12,	
2021,	minute	 45,	 https://www.youtube.com/watch?v=EbZ3_LZxs54&	
t=121s.
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